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   Building damage evaluation are conducted by local government officials after a disaster. To improve their assessment 
skills, local governments hold training session about once a year. This paper analyzes the damage evaluation process 
by the officials and reports on the operational issues of the building damage evaluation, using the training conducted at 
Kitakyushu City as an example. 
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㸯㸬はじめに 
 ㏆年の᪥ᮏは地㟈やὥỈ、台㢼など多くの⅏害にぢ⯙

われている。これら⅏害がⓎ⏕し建≀に⿕害がⓎ⏕する

と、さまざまな⿕害≧ἣのㄪᰝが実される。このうち

建≀⿕害ㄆ定ㄪᰝは、⿕⅏⪅の⏕ά再建支援を┠ⓗに、

原則⮬体⫋員によって実され、その⤖ᯝに基づいて

り⅏ド᫂᭩がⓎ⾜される。 
 建≀⿕害ㄆ定ㄪᰝは、⅏害の⮬体のᴗ務ではある

が、㏻常ᴗ務とは大きく␗なるため、ㄪᰝ⤖ᯝの公平性

や妥当性、あるいはㄪᰝ員ごとの⤖ᯝのばらつきなどを

めぐり、さまざまなㄢ㢟が指摘されている。これらは

個々のㄪᰝ員の⬟力に大きく依存するため、その傾向や

せ因の分ᯒには、同じ建≀で」数のㄪᰝ⤖ᯝをẚ㍑する

など、同一᮲件下での᳨ドが必せである。しかし実㝿の

ㄪᰝでは、建≀も一つ一つ␗なる上にṇゎもないため、

ㄪᰝ⤖ᯝからこれらを分ᯒすることは㞴しい。 
 一方、ⴭ⪅➼の◊✲グループでは、実建≀を使った⮬

体⫋員向けの建≀⿕害ㄆ定ㄪᰝ◊修会をẖ年㛤催して

いる。この◊修会では、一つの建≀内外にマスキングテ

ープで損傷をᶍ擬し、これをㄪᰝ・ホ価する一㐃の作ᴗ

を㏻して、建≀⿕害ㄆ定ㄪᰝの手㡰を学⩦する。≉にᶍ

擬された損傷からィ⟬された「ṇゎ」と各◊修⪅の「ゎ

⟅」をẚ㍑することによって、個々の◊修⪅のㄢ㢟をⓎ

ぢし、そのゎỴ⟇を᳨ウすることを≉徴としている。こ

のように◊修の⤖ᯝを分ᯒ対㇟とすることにより、個々

のㄪᰝ員の㈨㉁に⏤᮶するㄢ㢟をẚ㍑᳨ウできる。 
 そこでᮏ◊✲では、北九州市役所で実された建≀⿕

害ㄆ定ㄪᰝ◊修を事例として、ㄪᰝ⤖ᯝとしてṧされた

図㠃およびホ価⤖ᯝをẚ㍑分ᯒし、建≀⿕害ㄆ定ㄪᰝ実

上のㄢ㢟を᫂らかにすることを┠ⓗとする。 

㸰㸬北九州市役所における◊修のᴫせ 
北九州市役所では、市が所᭷するᮌ㐀 2 㝵建モデルハ

ウス㸦北九州エコハウス㸧をつかって市⫋員を対㇟とし

た建≀⿕害ㄆ定ㄪᰝ◊修をẖ年実している。図㸯のよ

うに建≀内外に損傷をᶍ擬したマスキングテープを㈞り、

これをグ㘓し、ホ価する実⩦である。損傷⛬度をᶍ擬す

ることは困㞴であるため実⩦㡯┠からはずし、マスキン

グテープは損傷⛬度別にⰍ分けした㸦⛬度Ⅰ㸸ピンク、

⛬度Ⅱ㸸オレンジ、⛬度Ⅲ㸸㟷、⛬度Ⅳ㸸⥳、⛬度Ⅴ㸸

㉥㸧。この◊修でᶍ擬損傷をした㒊位は、㸯㝵が基♏、

外壁、⪏力壁、内壁、床、天井の 6 㒊位、㸰㝵が外壁、

⪏力壁、内壁、床の 4㒊位である。 

 ◊修では、各⮬ホ価作ᴗの⤊了後、ṇゎをゎㄝし、㉁

応⟅で問Ⅼのゎᾘと対応⟇を᳨ウする。◊修⤊了後、

◊修参加⪅には、各⮬が作成した⿕害図㠃のコピーまた

は写┿で撮影した⿕害図㠃を提出いただいた。 

図 1 ◊修建≀ 

㸱㸬◊修⤖ᯝの分ᯒ 
ᮏ◊✲で使⏝するデータは、2016年、2018年、2021年

の 3 回の◊修で提出いただいた⿕害図㠃を使⏝する。そ

の内ヂは、それぞれ 2016 年は 30 名、2018 年は 14 名、

2021 年は 23 名である。分ᯒに使⏝した図㠃のᯛ数は、3

回の合ィ◊修⪅数 67 名の 1 㝵および 2 㝵の図㠃で、ィ

134 ᯛである。また 2021 年については、◊修⪅のホ価作

ᴗの⤖ᯝも提出いただいたため、これも㈨料とした。 

ㄪᰝの手㡰は、①◊修建≀にある損傷をぢつける、②損
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傷の㛗さ・㠃✚を図㠃にグ㘓する、③⿕害の⛬度をグ㘓

する、④損傷㒊位の写┿を撮影する、㸲工⛬である。一

方ホ価の手㡰は、⑤図㠃にグ㘓された㒊位ごと・損傷⛬

度ごとの損傷の㛗さ・㠃✚を定つなどでィ する、⑥各

㒊位の基♏㔞㸦全㛗・全㠃✚㸧を定つなどでィ する、

⑦⑤⑥のデータを使い、建≀⿕害ㄆ定基‽㐠⏝指㔪にあ

るィ⟬手㡰で、損害割合を⟬出する、という㸱工⛬であ

る。ᮏ◊✲では、この㸵工⛬のうち、どこでどのような

㛫㐪いがⓎ⏕しているのか、というⅬに╔┠する。ただ

し、①損傷のⓎぢ、④写┿撮影、㸰工⛬については、図

㠃から判断できないため、今回の分ᯒから㝖外する。

 分ᯒ方ἲは、◊修参加⪅から提出された⿕害図㠃につ

いて、グ㘓された損傷の㛗さ・㠃✚をⴭ⪅がすべてィ 

し、ṇゎとẚ㍑した。さらに 2021年の◊修では、◊修参

加⪅のホ価⤖ᯝも提出いただいたため、これとṇゎとを

ẚ㍑した。 

この◊修参加⪅の図㠃からⴭ⪅が損傷㛗さ・㠃✚をィ 

する㝿にあきらかになったㄢ㢟として、(1)「図㠃のグ㘓

が判ㄞできない」、(2)「図㠃にグ㘓した⿕害の㛗さ・㠃

✚が㐪う」、(3)「図㠃にグ㘓された⿕害の⛬度が㐪う又

はグ㘓がない」、(4)「図㠃から㛗さのィ ⤖ᯝが㐪う」

の㸲Ⅼがあげられる。 

3.1 ㄪᰝ作ᴗ時のㄢ㢟 

(1)「図㠃のグ㘓が判ㄞできない」

図 2 のように、外壁や内壁の損傷⟠所を丸印で囲って

グ㘓されている事例がある。このような場合、損傷⟠所

の大まかな位⨨は把握できるが、損傷の㛗さがどこから

どこまでなのか判断できない。さらに、凡例が♧されて

いないため、どの㒊位㸦外壁 or内壁㸧の損傷のなのかも

判断できず、ィ 不⬟となった。このような図㠃が 134

ᯛ中 20ᯛ存在した。  

図 2 図㠃のグ㘓が判ㄞできない図㠃の例 

(2) 「図㠃にグ㘓した損傷の㛗さ・㠃✚が㐪う」

図㸱、図 4 は◊修⪅の図㠃にグ㘓された損傷の㛗さや

㠃✚が、ṇゎと␗なる事例である。図㸱では、㉥ᯟで囲

われた㟷の⥺がこの㒊分のṇゎである。この事例では、

◊修参加⪅の損傷グ㘓がṇゎよりもかなり▷いことがわ

かる。㏫に、図㸲では床の損傷のグ㘓は㉥ᯟで囲ったṇ

ゎよりも損傷⠊囲が広い。このように、⿕害の㛗さや㠃

✚がおおきく㐪う⟠所がある図㠃が、134 ᯛ中 90 ᯛ存在

した。 

図 3 図㠃にグ㘓した外壁の⿕害の㛗さが㐪う図㠃の例 

図 4 図㠃にグ㘓した床の⿕害の㠃✚が㐪う図㠃の例 

(3)「図㠃にグ㘓された損傷⛬度が㐪う又はグ㘓がない」

今回の◊修では、損傷⛬度はマスキングテープのⰍで

⾲⌧したため、◊修⪅は損傷⛬度を判断する必せはなく、

損傷⟠所にマスキングテープのⰍの損傷⛬度をグ入する

だけの作ᴗであった。しかしながら、図㠃にグ㘓された

⿕害の⛬度が㐪う又はグ㘓がないという事例がぢ受けら

れた。例えば図 5 のように、マスキングテープでは、外

壁の⿕害は⛬度Ⅲだが、図 5 の㉥ᯟには「Lv.4」とグ㘓

されていた。このような図㠃は134ᯛ4ᯛしか存在せず、

単⣧なグ入ミス、あるいは勘㐪いであると⪃えられるが、

ὀ意が必せである。 

図 5 「図㠃にグ㘓された外壁の損傷の⛬度が㐪う」 

3.2 ホ価作ᴗ時のㄢ㢟 

(4) 「図㠃から㛗さのィ ⤖ᯝが㐪う」

図㸴の㟷ᯟで囲った⟠所は、◊修参加⪅がホ価作ᴗに

外壁や内壁の被害の記が判断できない

赤で囲った線が正解のため、
被害の長さが短い

正解は赤である
床程度Ⅲの被害範囲が広い

被害の程度の正解は、程度Ⅲだが、
Lv.4と記録されている

-  208 -



おいてィ した損傷㛗さのグ㘓である。しかし実㝿に図

㠃をィ すると、図7内には、内壁の⿕害が2⟠所あり、

ともにィ ⤖ᯝが 2 ㎝とグ㘓されているが、ⴭ⪅のィ 

では、1.2㎝と 2.7㎝であった。図㸵では、天井の損傷の

㸯㎶の㛗さを 5.4cm とィ したとグ㍕されているが、ⴭ

⪅のィ では 5.0 ㎝であった。これはおそらく、天井が

接する壁の中心からィ しているためであると推察され

るが、つ定では壁㝿からィ することとされている。 

このような図㠃が 2021 年の◊修参加⪅ 23 名のうち、

図㠃に㛗さ・㠃✚のィ ⤖ᯝがグ㘓されていた 14名の図

㠃㸦1F14ᯛ、2F14ᯛ㸧ィ 28ᯛのうち 11ᯛ存在した。 

図 6 内壁の損傷㠃✚のィ 方ἲが㐪う図㠃の例 

図 7 天井の損傷㠃✚のィ 方ἲが㐪う図㠃の例 

3.3 正解との比較によ䜛被害図面の傾向分析 

(1) 図㠃にグ㘓した損傷の㛗さ・㠃✚の㐪いの定㔞ホ価

3 回の◊修から得られた 134 ᯛの⿕害図㠃からⴭ⪅がィ

 した損傷の㛗さ・㠃✚をṇゎとẚ㍑し、全体ⓗな傾向

を分ᯒした。

各㒊位の損傷⋡㸦
各損傷㒊位の㛗さ㸦または㠃✚㸧の⥲和

各㒊位の㛗さ㸦または㠃✚㸧の⥲和
㸧とṇゎ

の損傷⋡とのẚをもとめた⤖ᯝを⾲㸯-⾲㸱に♧す。⾲中

において、図㠃にグ入された各㒊位の⿕害㔞がṇゎの

75㸣以下である場合は㟷で、ṇゎの 125㸣以上である場

合は㉥で⾲♧されている。 

全体ⓗな傾向としては、◊修⪅の⿕害グ㘓はṇゎよりも

少ない。このうち、2016 年・2018 年の 2 㝵外壁㸦⪏力

壁㸧、および 2021 年の 1 㝵天井・2 㝵外壁㸦⪏力壁㸧に

ついては、ṇゎとマスキングテープを㈞る位⨨が␗なっ

ていたことが☜ㄆされたため、᳨ウから㝖外する。 

年によって㐪いはあるが、内壁および天井について、⿕

害㔞が▷くあるいは小さくグ㘓される傾向がある。この

原因は不᫂であるが、マスキングテープの位⨨をそのま

ま図㠃にグ入する方式であったにも㛵わらず 25㸣以上の

ずれが多くⓎ⏕したことは、損傷の⠊囲を図㠃上で≉定

することの㞴しさを⾲していると⪃えられる。 

⾲ 1 ◊修⪅の⿕害図㠃から⟬出した損傷⋡とṇゎの損

傷⋡とのẚ㸦2016年㸧

⾲ 2 ◊修⪅の⿕害図㠃から⟬出した損傷⋡とṇゎの損

傷⋡とのẚ㸦2018年㸧 

(2) 図㠃から㛗さのィ ⤖ᯝの㐪いの定㔞ホ価

2021年の◊修では、ホ価作ᴗの◊修において、14名の

方から図㠃から定つなどで損傷㛗さや基♏㔞をィ した

⤖ᯝも提出いただいた。そこでこれらとṇゎを損傷⋡で

ẚ㍑した。⾲㸲は、損傷㛗さのィ ⤖ᯝのẚ㍑、⾲ 5 は

基♏㔞のィ ⤖ᯝのẚ㍑である。 

⾲㸲より、図㠃の損傷のマークの㛗さを定つなどでィ

 は、ẚ㍑ⓗṇ☜に実されていることがわかる。一方

基♏㔞のィ では、外壁や内壁などのィ にばらつきが

大きい。これはおそらく、建具と壁が存在する壁㠃にお

ける扱いがΰ乱しているためであると⪃えられる。 

1.2㎝

2.7㎝

オレンジで塗りつぶしてある赤枠の被害の
計測結果が短い被害と長い被害がある

研修参加者の計測結果

研修参加者の計測結果

著者の計測結果

著者の計測結果

内壁の計測結果が違う例：

5.0ᶴ
緑の線で囲った天井の被害の一辺の長さを著者が計測し
た結果は5.0ᶴだった。
しかし、天井が接する壁の中心から計測しているため、
青枠の中に5.4cmと記録されていると思われる。

5.4ᶴ

天井の計測結果が違う例：

基礎
外壁

(耐力壁)
内壁 床 天井

外壁
(耐力壁)

内壁 床

1 1.00 1.12 1.32 0.75 0.63 N/A 0.14 0.47
2 N/A 0.97 0.37 1.00 0.07 0.05 0.94 1.21
3 1.00 0.73 N/A 1.17 0.93 0.09 0.92 0.95
4 0.64 1.11 1.42 0.83 0.67 N/A 1.03 0.89
5 1.00 0.73 1.13 0.50 0.97 0.90 1.11 N/A
6 0.82 0.94 1.18 0.92 N/A 0.94 0.97 0.84
7 1.00 0.52 1.13 1.00 0.57 N/A 0.92 0.79
8 N/A N/A 1.32 0.92 0.63 0.23 1.11 N/A
9 1.00 0.52 1.16 1.25 N/A N/A 0.81 1.00
10 N/A 0.83 0.97 0.92 1.00 0.15 0.97 0.74
11 N/A 0.55 0.58 1.25 0.47 0.09 0.72 1.16
12 1.00 0.89 0.95 0.92 N/A 0.37 1.19 1.05
13 0.36 N/A N/A N/A N/A N/A 0.36 0.63
14 1.00 0.82 0.97 0.92 0.87 0.74 0.58 0.89
15 1.00 1.20 1.18 0.92 0.63 0.95 1.08 0.89
16 1.00 1.00 0.95 0.92 0.77 0.08 0.86 0.95
17 0.82 1.12 1.05 1.00 0.60 N/A 0.83 1.00
18 0.36 0.52 0.26 0.92 0.77 0.05 0.08 1.16
19 0.82 0.79 0.92 1.17 0.87 1.06 0.97 1.00
20 1.00 0.97 1.05 1.00 0.97 0.81 0.97 0.95
21 1.00 1.12 1.24 1.00 0.97 0.92 0.86 1.26
22 1.00 1.09 1.13 1.08 0.97 1.06 1.06 1.00
23 N/A 1.02 1.11 1.00 0.90 0.20 1.00 1.00
24 N/A 0.33 0.55 0.67 1.03 0.09 0.33 1.26
25 1.18 0.86 0.61 0.42 1.07 0.06 0.44 1.05
26 1.00 0.77 0.71 1.17 1.07 0.10 0.67 1.11
27 N/A 0.55 0.42 1.00 0.83 0.14 0.72 1.00
28 N/A 0.58 0.18 0.25 0.93 0.53 0.86 1.11
29 N/A 0.65 0.92 1.08 1.10 0.07 0.53 0.95
30 1.00 0.86 0.97 0.92 0.93 0.78 0.89 0.95

Ave. 0.90 0.83 0.92 0.93 0.82 0.44 0.80 0.97
SD 0.21 0.23 0.33 0.23 0.23 0.38 0.28 0.17

1F 2F
研修参加者

番号

基礎
外壁

(耐力壁)
内壁 床 天井

外壁
(耐力壁)

内壁 床

1 0.42 0.89 0.85 0.75 0.97 N/A 0.85 1.00
2 1.00 1.00 0.83 0.60 0.87 0.16 0.71 0.94
3 1.00 0.95 0.83 1.05 0.93 0.21 0.92 1.00
4 1.00 1.05 0.89 1.05 0.80 0.20 1.00 1.06
5 0.79 0.93 0.91 0.80 1.00 0.15 0.73 0.94
6 1.00 0.97 1.02 1.15 0.77 0.16 0.88 1.00
7 0.58 0.96 0.78 0.90 0.73 0.19 0.73 1.17
8 1.00 0.90 0.89 0.60 0.93 0.22 0.81 1.22
9 0.79 0.89 0.63 0.70 0.70 0.18 0.79 0.83
10 0.58 0.93 0.89 0.95 0.83 0.18 0.85 1.11
11 0.42 1.00 0.94 1.05 0.90 0.18 0.88 1.06
12 1.00 1.08 0.76 0.80 0.70 0.16 0.90 1.06
13 0.79 0.86 0.67 0.55 0.97 0.80 0.65 1.11
14 1.00 0.96 0.94 1.10 0.97 0.19 0.90 0.94

Ave. 0.81 0.96 0.85 0.86 0.86 0.23 0.83 1.03
SD 0.22 0.06 0.10 0.20 0.10 0.17 0.09 0.10

2F1F
研修参加者

番号
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⾲ 3 ◊修⪅の⿕害図㠃から⟬出した損傷⋡とṇゎの損

傷⋡とのẚ㸦2021年㸧  

⾲㸲 損傷㛗さのィ ⤖ᯝのṇゎとのẚ㍑ 

⾲㸳 基♏㔞のィ ⤖ᯝとṇゎとのẚ㍑ 

(3) 損害割合のẚ㍑

᭱後に◊修⪅が⟬出した損害割合とṇゎをẚ㍑する。

⾲㸴中の数値は、各㒊位ごとの損害割合の値である。こ

の◊修建≀の損害割合のṇゎは 6.2±10㸣を合᱁ライン

とすると、6 名が合᱁し、合᱁⋡は 43㸣となる。しかし

合᱁⪅の内容をぢると、成⦼は㒊位ごとにかなりの凸凹

があり、⤖ᯝとしてたまたまṇゎと一⮴したに㐣ぎない

ことがわかる。このように、各◊修⪅の成⦼をヲ⣽に分

ᯒすることによって、◊修⪅それぞれの弱ⅬのⓎぢやそ

の対⟇の᳨ウなど、◊修⪅の⬟力に応じた個別指導が可

⬟となると⪃えられる。 

⾲㸴 ◊修⪅が⟬出した損害割合とṇゎのẚ㍑ 

4㸬まとめ 
ᮏ◊✲では、北九州市で実された実建≀を使った建

≀⿕害ㄆ定ㄪᰝの◊修会を事例として、建≀⿕害ㄆ定ㄪ

ᰝのㄢ㢟を᳨ウした。≉に個々のㄪᰝ員の㈨㉁に㛵わる

≧ἣをヲ⣽に把握し、ẚ㍑᳨ウすることによって「⿕害

のㄪᰝ」および「⿕害のホ価」作ᴗ上のㄢ㢟をあきらか

にした。⿕害のㄪᰝ作ᴗでは、損傷の㛗さや㠃✚を図㠃

にグ㘓する㝿に、実㝿より小さめにグ㘓される傾向があ

ることがあきらかになった。これは⿕害の⠊囲を図㠃上

で≉定することの㞴しさを⾲していると⪃えられ、実⿕

害では、さらなるばらつきがⓎ⏕していることが想定さ

れる。ホ価作ᴗにおいては、外壁、内壁などの壁の基♏

㔞のィ にばらつきが大きいことがあきらかになった。

これは、壁と建具がΰ在している場合にⓎ⏕すると⪃え

られるため、基♏㔞ィ には≉にὀ意が必せである。 

 さらに、各◊修⪅ごとに◊修⤖ᯝをヲ⣽に分ᯒするこ

とにより、それぞれの弱Ⅼや⬟力の⌧≧をホ価する、い

わば㏻信⡙の作成が可⬟となる。このようなデータを✚

み㔜ねることによって、建≀⿕害ㄆ定ㄪᰝの◊修のプロ

グラム化が可⬟となると⪃えている。 
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基礎
外壁

(耐力壁)
内壁 床 天井

外壁
(耐力壁)

内壁 床

1 1.00 N/A N/A N/A 0.51 N/A N/A N/A
2 1.00 0.82 0.91 0.86 0.52 0.62 0.91 1.00
3 1.00 0.70 0.96 0.89 0.46 0.65 0.70 1.20
4 1.00 0.98 0.88 0.99 0.68 0.53 0.97 1.15
5 1.00 0.99 0.92 1.10 0.70 0.90 0.96 1.16
6 0.80 0.88 0.75 1.10 0.40 0.69 1.02 1.01
7 0.80 0.92 0.89 1.19 0.73 0.73 0.98 1.08
8 1.00 0.92 0.56 1.12 0.53 0.65 0.73 1.14
9 1.00 0.95 0.59 0.97 0.42 0.76 0.80 1.03
10 1.00 0.87 0.93 1.32 0.63 0.73 1.04 0.59
11 1.00 0.66 0.76 1.06 0.42 0.53 0.71 0.79
12 1.00 0.73 0.88 0.95 0.56 0.72 1.03 1.05
13 1.00 0.93 1.01 0.89 0.21 0.77 0.93 1.14
14 1.00 1.01 0.95 1.12 0.66 0.73 1.04 1.11
15 1.00 0.74 0.83 0.98 0.55 0.65 0.99 0.96
16 1.00 0.76 0.56 0.80 0.27 0.31 1.06 0.85
17 0.80 0.80 0.57 1.27 0.39 0.84 0.79 0.98
18 0.60 0.88 0.79 0.76 0.59 0.29 0.86 1.20
19 0.80 0.78 0.54 0.90 0.71 0.65 0.75 1.06
20 0.60 0.82 0.58 0.57 0.75 0.72 0.78 1.01
21 1.00 0.66 0.48 0.48 N/A 0.18 0.97 1.15
22 1.00 0.72 0.96 1.06 0.46 0.73 1.03 1.10
23 0.60 0.85 0.83 0.57 0.24 0.76 0.88 0.62

Ave. 0.91 0.84 0.78 0.95 0.52 0.64 0.91 1.02
SD 0.14 0.10 0.17 0.21 0.15 0.18 0.12 0.17

1F 2F研修参加者
番号

基礎
外壁

(耐力壁)
内壁 床 天井

外壁
(耐力壁)

内壁 床

1 1.00 N/A N/A N/A 0.97 N/A N/A N/A
2 1.00 1.15 0.99 1.11 0.95 1.09 0.98 0.97
3 1.00 1.06 1.07 1.06 0.83 0.94 1.38 1.01
4 1.00 1.06 1.50 0.42 1.13 1.15 1.61 0.97
5 1.00 1.01 1.06 1.15 1.05 1.00 1.11 1.03
6 1.00 0.78 0.78 0.74 1.00 0.78 0.90 0.91
7 1.00 0.66 0.69 0.98 1.04 0.98 0.64 1.04
8 1.00 0.96 1.61 1.05 1.05 1.02 1.33 1.21
9 1.00 1.05 1.91 1.12 1.00 0.98 1.17 1.07
10 1.00 1.03 1.00 0.98 1.00 0.93 0.96 0.93
11 1.00 1.39 0.77 2.08 1.76 1.18 1.49 1.27
12 1.00 1.08 0.89 1.17 1.29 1.06 1.02 1.03
13 1.00 0.76 1.05 1.13 1.59 1.23 1.10 1.02
14 1.00 N/A N/A 0.96 1.04 N/A N/A 0.98

Ave. 1.00 1.00 1.11 1.07 1.12 1.03 1.14 1.03
SD 0.00 0.19 0.36 0.35 0.25 0.12 0.26 0.10

2F
研修参加者

番号

1F

基礎 外壁 内壁 床 天井 外壁 内壁 床
1 1.76 1.09 0.93 1.11 0.93 0.56 0.71 0.99
2 2.36 1.20 0.83 1.28 1.07 1.72 0.92 0.86
3 1.79 0.91 0.93 1.15 0.96 0.90 0.95 1.01
4 1.00 0.39 0.64 1.30 1.09 0.86 3.81 0.95
5 1.00 1.13 0.81 1.17 0.98 0.96 0.89 1.12
6 1.00 0.89 0.83 1.08 0.90 0.86 0.91 0.95
7 1.00 1.74 0.71 0.47 0.39 1.72 0.62 0.17
8 1.00 0.92 0.86 1.10 0.92 0.86 0.90 0.92
9 1.00 1.76 1.08 1.20 1.01 1.71 N/A 0.99
10 1.00 1.09 0.91 1.19 0.99 0.97 0.89 0.99
11 1.00 1.07 0.74 1.15 0.96 N/A N/A N/A
12 1.00 1.24 0.93 1.28 1.07 1.01 0.88 0.95
13 1.00 0.34 N/A N/A N/A N/A N/A N/A
14 1.00 1.10 0.92 N/A N/A 0.99 0.97 0.91

Ave. 1.21 1.06 0.85 1.12 0.94 1.09 1.13 0.90
SD 0.42 0.38 0.11 0.21 0.17 0.38 0.85 0.23

1F 2F研修参加者
番号

基礎 外壁 耐力壁 内壁 床 天井 外壁 耐力壁 内壁 床 損害割合 正解率
1 N/A N/A N/A N/A N/A 0.1 N/A N/A N/A N/A 0.1 0.0
2 0.6 0.7 1.0 0.7 0.2 0.1 0.3 0.4 0.6 0.2 4.8 0.8
3 0.7 0.7 1.1 0.7 0.2 0.1 0.1 0.2 0.4 0.3 4.5 0.7
4 1.3 2.6 3.8 0.8 0.2 0.1 0.2 0.2 0.1 0.3 9.6 1.5
5 1.3 0.9 1.4 0.7 0.2 0.1 0.2 0.4 0.5 0.2 5.9 1.0
6 1.1 1.1 1.6 0.6 0.3 0.1 0.2 0.3 0.5 0.2 6.0 1.0
7 1.1 0.5 0.8 0.8 0.6 0.3 0.1 0.2 0.7 1.3 6.4 1.0
8 1.3 1.1 1.6 0.6 0.3 0.1 0.2 0.3 0.5 0.3 6.3 1.0
9 1.3 0.5 0.8 0.5 0.2 0.1 0.1 0.2 N/A 0.2 3.9 0.6
10 1.3 0.8 1.2 0.6 0.3 0.1 0.2 0.3 0.5 0.2 5.5 0.9
11 1.3 0.7 1.0 0.7 0.3 0.1 N/A N/A N/A N/A 4.1 0.7
12 1.3 0.6 0.9 0.6 0.2 0.1 0.2 0.3 0.5 0.2 4.9 0.8
13 1.3 3.0 4.5 N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A 8.8 1.4
14 1.3 1.0 1.5 0.6 N/A N/A 0.2 0.3 0.5 0.2 5.6 0.9

損害割合
(正解)

1.3 1.0 1.6 0.6 0.2 0.1 0.3 0.4 0.5 0.2 6.2

Ave. 1.2 1.1 1.6 0.7 0.3 0.1 0.2 0.3 0.5 0.3 0.9
SD 0.23 0.76 1.12 0.09 0.11 0.06 0.06 0.07 0.15 0.31 合格率 43%

研修参加者
番号

1F 2F
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災害時に都道府県が基礎自治体へ派遣する

リエゾン職員の制度課題に関する調査
Survey on  Institutional Issues of Liaison Officers 

Dispatched by Prefectures to Local Governments in Times of Disaster 

○藤原 宏之
1
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4
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In order to clarify the current situation and issues of prefectural liaison officers dispatched to disaster-stricken 
local government, an interview survey was conducted in Mie Prefecture, where the prefectural liaison system has 
not been changed since its establishment, with an eye toward comparing cases where the system has been 
reviewed after its establishment. As a result, the need to review the system was recognized in light of the 
declining number of staffs and other changes in the environment. The study considered that in order for liaison 
system to function, it is necessary to clarify the chain of command, conduct training, and organize the 
information process on the part of the prefectural government. 

Keywords : prefectural liaisons, disaster-stricken local government, information process, 

１．はじめに
(1)研究背景

大規模な災害が発生すると，被災自治体に応援職員が

派遣され，不足する人的資源を補い災害対応が行われて

いる．身分の異動を伴わない災害発生直後の短期的な一

般行政職の応援職員は，被災自治体が属する都道府県職

員の派遣や災害対策基本法，災害時相互応援協定，応急

対策職員派遣制度など多様なスキームに基づき派遣調整

が行われている(1)．これらの応援職員の派遣は，基本的

には派遣元からプッシュ型で一方的に行われるものでは

なく，例えば災害対策基本法（第 67 条，第 68 条）には

被災自治体からの要請に基づき支援が行われることが定

められている． 

応援職員の派遣に繋げる情報の収集などを目的として，

多くの都道府県で災害対応時にリエゾン職員を被災自治

体へ派遣する制度を構築している．災害対応時に派遣さ

れるリエゾン職員とは，被災自治体の情報収集や派遣元

の団体と被災自治体間の調整などを目的に，派遣される

職員を指し，連絡や連携を意味するフランス語を語源す

る「リエゾン」や「情報連絡員」などと呼称される．都

道府県に加えて，国土交通省などの省庁や，自衛隊，指

定公共機関なども被災自治体に対してリエゾン職員を派

遣している例えば 1,2)．木山 3)が行った 2019 年の調査による

と，47 都道府県の内，43 団体でリエゾン職員の派遣が制

度化されており，残りの 3 団体では制度化されていない

が派遣を行っており，1 団体では調査の翌年度に制度化

を行う予定であることが確認されている． 

都道府県リエゾン職員（以下「リエゾン」とする）の

派遣制度は法に基づく制度ではなく，各都道府県独自の

制度であることから，派遣の時期は都道府県の裁量で決

めることができる．リエゾンは被災自治体に対して，発

災前から派遣されることがあり(2)，また，同じ都道府県

内から職員を派遣できる地理的優位性から，多様な応援

職員の派遣スキームの中でも，早期からの活動が可能で

ある．実際の事例から紅谷 4)は，発災直後のリエゾンを

含めた応援職員は，応急対策職員派遣制度 5)で県外から

派遣される職員より，県職員や県内市町村職員の派遣が

多かったことを明らかにしている．  

全ての都道府県で，その必要性が認識され，被災自治

体に対して早期に派遣されるリエゾンは，どのような職

員が充てられ，どのような業務を担っているのか，その

実態は十分に明らかになっていない． 

(2)先行研究

災害対応におけるリエゾン制度の課題は確認されてい

るが，リエゾン制度や，その運用に焦点を当てて分析が
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行われた研究は見受けられなかった．阪本ら 6)は 2004 年

台風第 23号の対応で，兵庫県内の被災自治体が現場対応

に追われて応援要請を出すことができなかった経験を踏

まえ，兵庫県が被災自治体へ被災情報を取りに行く専門

チームを立ち上げたことを紹介している．しかし，これ

は制度やチームの活動を分析したものではない．前述の

紅谷 4)は平成 30 年 7月豪雨において，愛媛県が派遣した

リエゾンが若手であったことやマニュアルが未整備であ

ったことから，情報共有が有効に進まなかったため，判

断や助言が可能な管理職の派遣に切り替えたことを確認

している．ここで確認された要点は①愛媛県では若手職

員がリエゾンに充てられていること，②若手職員には災

害対応で的確な判断や助言を行うことが難しい可能性が

示唆されることの 2 点である．しかし，これはリエゾン

制度の分析に焦点が当てられたものではない．また，前

述の木山 3)が都道府県に対して制度設計に関する網羅的

な調査を行なっているが，現状の把握に留まっている．

これらの他に，実際の災害対応におけるリエゾンの活動

を含めた検証報告書例えば 7)は存在するが，個別災害への対

応に対する課題の抽出に留まっている． 

リエゾンの実態を明らかにするためには，リエゾン制

度の現状と課題の構造に加えて，リエゾンや受け入れる

側となる基礎自治体職員にも着目した調査と分析が必要

となる． 

(3)研究目的

本研究では，リエゾンの実態を明らかにすることを見

据えて，まずは，制度を運用する都道府県庁防災担当職

員の視点から，リエゾンの現状と，その課題を明らかに

する． 

２．研究方法
(1)分析対象

本研究では，三重県の事例を対象とする．事前調査の

結果，平成 24 年度からリエゾン制度の運用が開始され，

その後，制度の変更はない．今後，制度の見直しが行わ

れた事例との比較を見据えて，まずは，三重県を分析対

象とする．

(2)ヒアリング調査

三重県の防災担当部署でリエゾン制度を担当する職員

を対象として，グループ形式による非構造化面接法を採

用し，ヒアリング調査を実施した．災害対策課の 2 名と

防災企画・地域支援課の 2名を対象として 2022 年 2月 4
日にオンラインで実施し，調査時間は 1 時間 32 分であっ

た．ヒアリング調査は調査協力者に了解を得たうえで録

音した．

ヒアリングの基本項目は，①リエゾン制度を構築した

経緯，②リエゾンの現状，③リエゾンへ期待する役割へ

の対応に関する認識，④リエゾンに対する研修訓練であ

る． 

(3)分析方法

本研究ではリエゾン制度の現状と課題を抽出し分析を

行った．制度の現状についてはヒアリング調査から制度

の現状に関連する記録を抽出しカテゴリごとにまとめた．

課題の分析は，以下の手順で行った．まず，ヒアリング

調査を書き起こしたテキストを読み込み，テキストを意

味の途切れる文脈で切片化し，リエゾン制度の課題とな

るキーフレーズを著者（藤原）と共著者（辻岡）の 2 名
で抽出した．リエゾン制度の課題となるキーフレーズと

は「リエゾンが機能するための気づきに関すること」に

該当するものを指す．抽出したキーフレーズがどれだけ

信頼性があるものかを検討するために「コーエンの κ
（カッパ）係数」を求めた．これは，2 人の観察者の一

致が偶然生じる確率を考慮し，それを除外してさらに厳

しく判断し，結果の信頼性を問う手法である．κ 係数は

0.61 以上で実質的に一致していると判定することができ

る 8)．本研究では κ係数が 0.80 以上で一致したキーフレ

ーズを採用とした．この手続きを経た結果，ヒアリング

結果は 31,765文字で，237 の切片，94 のキーフレーズが

抽出された．次に，これらのキーフレーズ 1 枚あたり 1
つのラベルを作成し，内容が類似しているものを集約し

サブカテゴリとして命名した．サブカテゴリをまとめる

ことができなかったラベルについては，そのままサブカ

テゴリを構成せずにカテゴリとして命名した．ここまで

の手順で生成されたカテゴリとサブカテゴリで空間配置

を行った．

３．結果と分析
(1)リエゾン制度の現状

a) リエゾン制度を構築した経緯

平成 23 年紀伊半島大水害で，救助活動などの対応に追

われて情報収集ができなかった被災自治体に対して，情

報収集を目的に職員を派遣した経験を踏まえて平成 24 年

度に制度化が行われた． 

b) リエゾンの現状

リエゾンには各部局への人数割り当てに対して推薦さ

れた管理職を含まない 100名を本庁から派遣するリエゾ

ンに任命している．また，9つある地方部では，本庁の

リエゾン制度を準用し，それぞれで地方部に勤務する職

員の中から地方部から派遣する職員を任命している．任

命する職員の任期は 1 年とし，防災担当経験及び災害派

遣経験を考慮するように依頼が行われている．

リエゾンはチームで派遣することとしており，4つの

役割が与えられている．4つの役割とは「市町の被害情

報等の収集，把握及び当該市町への支援情報等の提

供」，「市町災害対策本部運営にかかる支援及び助

言」，「市町と県との連絡調整」，「その他，リーダー

が緊急に対応すべきであると判断した事項」である．  

リエゾンは甚大な被害が発生するおそれのある場合や

震度 5強以上の地震を観測した場合に派遣調整が行われ

る．派遣調整は，リエゾンを派遣する可能性がある場合

に，まずリエゾンに任命している職員に対して派遣の可

能性がある旨をメールで伝達する．リエゾンの派遣が決

定した後に，業務都合などを考慮しリエゾン業務への従

事が可能であるのかを本人に確認する．確認の結果，リ

エゾン業務に従事可能な職員の中から，居住地や土地勘

の有無を考慮し派遣先が決定される．予め担当市町は決

められていない．

県庁から派遣する職員は，基本的なルールでは県内に

9つ在る地方部の災害対策本部業務を代替要員として派

遣され，補充を受けた地方部の職員が市町へ派遣され

る．ただし，地方部の職員減少に伴い，県庁から市町へ

直接派遣せざるを得ない状況となっている．

担当者によると，現行の活動要領を確認するだけで読

み取ることはできないが情報収集と支援の 2つの役割を

果たす段階があると考えられている．支援の段階に切り

替わる契機は被災自治体からの支援要請をメインルート

に考えられている．このため，制度が運用されてから，

災害救助法が適用された災害は発生しているものの，市

町からの要請が無かったことから，支援を目的としたリ

エゾンの派遣は行われていない．河川氾濫など災害発生

の覚知を契機として，支援を行える職員の派遣検討には
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調査時点では繋がっていないようである．よって，制度

に基づきリエゾンが派遣され情報収集は行われている

が，リエゾンによる支援の実施には至っていない． 

c) リエゾンへ期待する役割への対応に関する認識

制度としては情報収集と支援は一体とのものとなって

いるが，情報収集と支援の業務を担うために求める能力

は異なるものと認識されている． 

情報収集の役割は，制度の運用を通じて，その目的を

達成できると認識されている．ただし，ここでの情報収

集とは，県災害対策本部が都度指示する情報に限定され

る．つまり，リエゾンに収集が求められる情報は，指示

が行われるまで不明確であることが示唆される． 

派遣先自治体の災害対策本部執務室等で取り扱われて

いる未確定の情報がリエゾンによって収集されること

で，三重県災害対策本部の活動に資するとは考えられて

いるが，未確定情報の収集は派遣されるリエゾンの能力

に委ねられている． 

d) リエゾンに対する研修訓練

研修は活動要領の説明を中心とした業務説明と，市町

が県に状況を報告するために用いる防災情報プラットフ

ォームの入力方法を主として行われている．

(2)課題の構造

三重県のヒアリング調査結果から抽出した 94 のキーフ

レーズは 4個のカテゴリ 11個のサブカテゴリに分類され

た．4個のカテゴリのうち 2個はサブカテゴリの生成を経

ている．1 個目は〈地方部の能力・資源の限界を超えて

いる〉，〈市町が求める職員を派遣できていない〉，

〈市町との意思疎通ができていない〉，〈プッシュで支

援に行くには情報がいる〉，〈支援の検討に繋がる情報

の抽出は難しい〉，〈支援の判断は勘に頼っている〉の

6 個のサブカテゴリを《リエゾン制度運用で得た改善の

視点》というカテゴリに定義した．2 個目は〈交代要員

が確保できている〉，〈情報を取り専門家に繋ぐ〉，

〈派遣する職員の見直し〉，〈系統的なトレーニングを

してから派遣できたらいい〉，〈外部から支援が入るま

での隙間を担う支援ができればいい〉，の 5 個のサブカ

テゴリを《目指すべきリエゾン制度像》というカテゴリ

に定義した．これらの他に《災害対応で得た教訓》，

《支援の仕組みを考えていかなければならない》という

カテゴリが生成された．カテゴリの空間配置を検討した

結果を図 1 に示し，以下にその解釈を説明する． 
①《災害対応で得た教訓》 

平成 23 年紀伊半島大水害で被災自治体から情報を取れ

なかった教訓を基にリエゾン制度を構築し，その後，運

用されている．しかし，平成 29 年台風第 21 号の対応で

は、台風の被害が見込まれる複数の市町へ事前にリエゾ

ンの派遣は行われていたものの、結果的に災害救助法の

適用となった被災自治体へリエゾンの派遣は行われてお

らず，状況の把握が遅れた．この結果，災害救助法の適

用に発災から 4 日程度要している．また，対応を振り返

ると、被災自治体の本部運営にかかる支援及び助言を行

う職員を派遣することができなかったと考えられていた． 

②《リエゾン制度運用で得た改善の視点》 

リエゾン制度が構築された時点では，地方部職員を市

町へ派遣し，本庁職員が地方部の役割を補う制度設計が

成り立っていたが，地方部の職員減少に伴い，制度に沿

た運用が困難となっている．このため，防災の知識を持

ち，さらに市町と顔の見える関係を築いている職員を地

方部から派遣することは，能力面と保有する人的資源か

ら限界を超えているようである(3)． 
情報収集に加えて，災害対策の運営に係る支援及び助

言をリエゾンの業務として位置付けているものの，高度

な知識と判断力が必要な業務であり，市町が期待する支

援を行える職員は県庁でも限られている．また，リエゾ

ン制度が運用されてから，支援を目的とした派遣を行っ

ていないため，市町が県に対して具体的にどのような支

援を求めるのか，といった情報が蓄積されていない．

多くのリエゾンは市町と顔合わせの機会が意図的に作

られていないことから、顔の見える関係が構築できてい

ない．また，防災経験者以外も指名していることから、

防災に関する知識も持ち合わせていない．現状で派遣で

きるリエゾンには，市町の災害対策本部で支援の検討に

繋がる情報を抽出することや、聞き出すことは難しいと

考えられている．よって，県が必要な情報を得るために

は，市町へ問い合わせを行う必要がある．

一方で，県が支援の必要性を察知し，要請を待つこと

なく被災自治体に対してプッシュ型支援を行うためには

多くの情報がいると考えられている．しかし，2つの課

題があるため支援の判断は、「勘に頼っている」と語ら

れた．2つの課題とは①支援の判断に必要な情報が決め

図 1 三重県のリエゾン制度に対する課題の構造 
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られていないこと②支援を行うための県の手順が決めら

れていないことである．支援を決定するための情報が決

められていないため，何を，いつ，決断するための情報

であるのかを，情報収集を目的に派遣されるリエゾンに

示すことができていない．現状では市町から支援の要請

を受けた後に，派遣する職員やその方法が議論されるこ

ととなる．このような状況を踏まえて，被災自治体に支

援を迅速に届けるためには，必要な情報の整理に加え

て，県庁の情報過程も整理する必要性が認識されてい

た． 

③《支援の仕組みを考えていかなければならない》 

これまでに確認した課題を踏まえて，リエゾン制度の

再構築を行う必要があると認識されている．前述のとお

り，支援を行う職員には，人的資源や能力などの課題が

あることから，同じリエゾン制度の仕組みでの支援は難

しいと考えられていた． 

④《目指すべきリエゾン制度》 

情報収集と支援の役割を担うリエゾン像は異なるた

め，役割に応じた系統的なトレーニングが必要と考えら

れている．活動要領で求める情報収集の役割を果たすた

めには，防災の知識の習得に加えて，市町職員とコミュ

ニケーションを取り，支援の要請に繋がる情報が取れる

職員の育成が必要と考えられている．支援の役割を果た

すためには，総務省が構築した応急対策職員派遣制度

で，被災自治体が行う災害マネジメントを総括的に支援

する総括支援チーム 5)が到着するまでの間を担える職員

の育成が必要と考えられている．支援を担うには，職員

の役職や能力を参考に，現在とは異なる基準でリエゾン

を指名する必要があると考えられている．また、支援の

要請に繋がる情報を基に，県災害対策本部の職員を通じ

て，県庁の専門家へ繋げることも、支援のあり方として

想定されていた． 

派遣される職員の交代ルールを必ずしも守ることがで

きていないことから，労働環境の明確化と遵守も課題と

して認識されている．交代ルールはあるものの，終息が

想定できる災害ばかりの派遣が続いていることから，交

代要員を充てず，派遣した職員が終息まで対応すること

がある． 

４．まとめ 
本研究では，三重県を事例としてリエゾン制度に関す

る現状と課題を明らかにした． 

現状からは，管理職を含まない100名の職員を任命して

いるが，実際の災害派遣にあたっては本人への調整が必

要となることから，指揮命令系統が不明確であることが

わかった．また，役割については情報収集と支援の二段

階が考えられており，支援の担い手が不足することもわ

かった．調査時点では，支援を行うための人材育成は行

われておらず，情報収集を対象とした研修のみが行われ

ていることから，支援の役割を機能させるためには研修

や業務内容など整理すべき事項が見受けられた． 

 課題からは，リエゾン制度構築当時から職員減少など

の変化もあり，制度の見直しが必要と考えられているこ

とがわかった．本研究で明らかになった課題の中で，自

衛隊派遣要請などの想定できる重要事項の決定に対して，

必要な情報が整理できていないことに着目して指摘して

おく．東田ら9)は米国の諜報分野で用いられるIntelligence 
Cycle(4)を参考に情報過程を整理している．この情報過程

を参考に三重県の情報過程を確認すると，意思決定者か

らの情報要求がない状態でリエゾンは情報収集に派遣さ

れていることとなる.リエゾン制度の見直しに合わせて県

庁の情報過程が整理されることが，リエゾンの役割を明

確することに繋がると考える． 

 今後の課題として，リエゾン制度構築後に見直しが行

われた制度の調査を行い，本研究の成果との比較分析を

行う予定である． 

補 注
(1) 宇田川ら 10)は令和元年東日本台風を事例に多様なスキー

ムで応援職員の派遣調整が行われたことを明らかにしてい

る．

(2) 三重県から提供を受けた活動要領には，「県内に甚大な被

害が発生するおそれがある場合で、防災対策部長が必要と

認めるとき」などの派遣基準が定められている．ここか

ら，災害発生前に派遣されることに加え、市町からの派遣

要請がない場合にも派遣できることを確認している．

(3) 三重県内で最も多い 7 市町を所管する南勢志摩地域活性化

局の防災担当に電子メールで問い合わせたところ，防災担

当の職員は調査時点で 6 名であった．

(4) Intelligence Cycle とは CIA11)などの諜報機関で用いられて

いる意思決定者が意思決定と行動を行うために生の情報か

ら完成された情報を開発するためのプロセスである．
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ὠἼ㑊㞴カ⦎の急勾㓄スロープにおける 
多人数⏝ベビーカー搬㏦㏿度に㛵する事例ㄪᰝ 

Case study on the transporting speed of multi-passenger baby stroller 
on steep slope during tsunami evacuation drill 
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Based on observations of tsunami evacuation drill at a childcare facility, a case study was conducted on the 
transportation speed of a multi-passenger baby stroller on a steep slope. Assuming that the tsunami would arrive in a 
few minutes, the average speed on the slope with a gradient of 15.1% was about 1.4 m/s (3.28 ft/s). The speed of the 
stroller decreases as it moves up the slope, and the effect of the carried weight tends to be more significant. 

Keywords : Nursery school, Infants, Earthquake, Tsunami evacuation, Slope inclination, Evacuation speed 

㸯㸬はじめに 
 保⫱タでは、⮬❧Ṍ⾜が困㞴な乳幼児が㡸けられて

おり、大つᶍ⅏害に㑊㞴所せ㛫が㛗くなる懸念があ

る。ὠἼ⿕害が想定される地域に位⨨する保⫱タでは、

≉に 0 ṓから 2 ṓまでの㑊㞴対応が困㞴であり、保⫱⫋
員がおんぶ・抱っこして乳幼児をᦙ㏦する他、多人ᩘ⏝

ベビーカー㸦以下「バギー」と呼ぶ㸧を⏝いた㑊㞴ィ⏬

が⟇定される傾向にある。 
このような㑊㞴ィ⏬をホ価する上で、ピニェイロら 1)

は南ᾏトラフ地㟈のⓎ⏕を想定して⚄戸市ἢ岸㒊㸦᭱▷

ὠἼ到㐩㛫 110 分㸧の保⫱タの㑊㞴カ⦎のほ ㄪᰝ
に基づき、園児をバギーに乗せて㑊㞴㛤始できるまでの

‽備㛫やṌ㐨㸦᭱大勾㓄 2%㸧及びṌ㐨ᶫスロープ㸦᭱
大勾㓄 21%、幅員⣙ 2.2m㸧における㑊㞴㏿度を分ᯒした。
一᪉、᭱▷ὠἼ到㐩㛫まで余⿱がない場合や、幅員の

影㡪がない一⯡㐨㊰上の急勾㓄スロープにおける㏿度に

ついては具体ⓗな◊✲が十分に⾜われていない。そこで

ᮏ✏では、急勾㓄スロープを伴う㧗台までの㑊㞴⤒㊰に

おいて保⫱タが実する㑊㞴カ⦎を事例として取り上

げ、そのカ⦎のほ察ㄪᰝに基づきバギーのᦙ㏦㏿度を分

ᯒし、今後の対⟇の基♏㈨ᩱとする。 

㸰㸬┠ⓗと᪉ἲ 
(1)ㄪᰝの基ᮏᴫ念と事例ㄪᰝ対㇟カ⦎のᴫせ

ᮏ◊✲では、幅員の影㡪がない急勾㓄スロープでのバ

ギーのᦙ㏦㏿度に↔Ⅼを当てた᭱初の◊✲となるẁ㝵と

して、和ḷ山┴ᮾ∹婁㒆に所在する保⫱タ㸦A タ㸧
で実された㑊㞴カ⦎のほ ㄪᰝにより得られたデータ

を分ᯒする。⾲ 1に㑊㞴カ⦎のᴫせ、⾲ 2及び図 2に㑊
㞴⤒㊰のᴫせ、⾲ 3 に園児年㱋別での㑊㞴᪉ἲを♧す。
カ⦎では南ᾏトラフ地㟈がⓎ⏕して⣙ 6 分後にὠἼが
タ周㎶に到㐩すると想定し、揺れが収まってから、各園

⯋の㠀常出口から㧗台まで、㌴の㏻⾜がない一⯡㐨㊰を

㏻じて、園児を㑊㞴させることとした。 

⾲ 1 Aタの㑊㞴カ⦎のᴫせ 
実᪥ 2021年 11᭶ 18᪥㸦ᮌ㸧午前 10㸦想定地㟈Ⓨ⏕刻㸧 
天Ẽ Ẽ :17ႏ 㝆Ỉ㔞:0 mm 㢼㏿:2.3 m/s 㢼向:北ᮾ 

X園⯋ 園児:4㹼5ṓ児 66人㸪⫋員:18人㸦内 10人カ⦎参加㸧 
Y園⯋ 園児:0㹼3ṓ児 88人㸪⫋員:36人㸦内 22人カ⦎参加㸧 

⾲ 2 㑊㞴⤒㊰のᴫせ 

園⯋ 
Ỉ平⤒㊰㸦㊥㞳㸧 

区㛫㸸園⯋ᩜ地の㠀常出口 
からスロープ㛤始地Ⅼまで 

傾ᩳ⤒㊰㸦㊥㞳㸧 
区㛫㸸スロープ㛤始地Ⅼ 
から㧗台到╔地Ⅼまで 

X園⯋ ⤒㊰ X  㸦3.7 mဵ1㸧 ⤒㊰ S㸦83.0 mဵ1㸧 
幅員⣙㸸5.1 mဵ1  㧗低差㸸12.5 mဵ2  

勾㓄㸸15.1%㸪⣙ 1/6.6ဵ3 Y園⯋ ⤒㊰ Y1㸦6.5 mဵ1㸧 
⤒㊰ Y2㸦42 mဵ1  㸧 

※1地上ゎ像度 5cmオルソ⿵ṇドローン⏬像 㔞に基づくỈ平᪉向㊥㞳
※2地上レーザー 㔞に基づく垂┤᪉向㊥㞳 ※3⦪᩿勾㓄

図 1㧗台までの㑊㞴⤒㊰図㸦アウトライン㸧 

⾲ 3 年㱋別グループẖの㑊㞴᪉ἲ㸦カ⦎㸧 

グループ 㑊㞴᪉ἲ 㑊㞴⤒㊰ 

0ṓ児 手動式バギー1㹼2号㌴ 1㹼2号㌴   ⤒㊰ Y2ĺS 

1ṓ児 㟁動式バギー3㹼5号㌴ 3㹼4号㌴   ⤒㊰ Y1ĺS 
5号㌴    ⤒㊰ Y2ĺS 

2ṓ児 Ṍ⾜㸦⫋員手引き㸧 2ṓ児   ⤒㊰ Y1ĺS  

3ṓ㹼5ṓ児 Ṍ⾜㸦⫋員引⋡下㸧 3ṓ児   ⤒㊰ Y1ĺS 
4ṓ㹼5ṓ児 ⤒㊰ XĺS 

Y園舎 

（0歳3歳児） 

水平経᎓ Y2（42 m） 

開始地点● 

水平経᎓ Y1（6.5 m） 

開始地点● 

水平経᎓ X（3.7 ｍ）● 

開始地点 

傾斜経᎓ S 
（83.0 m，勾配 15.1%） 

スロープ開始地点

X園舎 

（4歳5歳児） 

高台到着地点 

↓ 

高低差：12.5 m 

高台 
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(2)バギーの操作᪉ἲ及びㄪᰝ対㇟バギーの㑅定

⾲ 4 に㑊㞴カ⦎で利⏝されたバギーのᴫせを♧す。カ
⦎実、バギーを᧯作する⫋員は「ᩘ分後にὠἼが到

㐩する前提で、1 ⛊でも᪩く上がれるようにバギーを押
すように᧯作する」とヰしていた。また㑊㞴⤒㊰上でṌ

⾜して㑊㞴する 2ṓ㹼5ṓ児と合ὶが⏕じた場合は、バギ
ーの動⥺を優先させることとした。以上のことから、ᮏ

◊✲でㄪᰝ対㇟とするバギーの᧯作の仕᪉は、⮬⏤㏿度

㸦周㎶のΰ㞧≧ἣ➼の影㡪を受けない場合の㏿度㸧及び

切㏕㑊㞴㸦危㝤Ἴ及に余⿱がない場合の㑊㞴⾜動㸧に当

てはまると⪃える。 
ᮏ◊✲では、バギーの仕ᵝタイプ及びᦙ㏦⥲㔜㔞のほ

Ⅼから、ᦙ㏦᮲件が᭱も厳しい 1 号㌴をㄪᰝ対㇟とした。
図 2にバギー1号㌴ᦙ㏦の保⫱⫋員の㓄⨨≧ἣを♧す。
Ỉ平⤒㊰Y2では㌴両後᪉の中央に⫋員 1名及び左右それ
ぞれに⫋員 1 名が㓄⨨しバギーを押すとともに、前᪉右
側に⫋員 1 名が㓄⨨しバギーを引っ張るように᧯作が⾜
われた㸦ヱ当⫋員を「介助⫋員」と呼ぶ㸧。傾ᩳ⤒㊰ S
では前᪉左側にも⫋員 1 名が加わり、バギーを引っ張る
ように᧯作が⾜われた㸦ヱ当⫋員を「応援⫋員」と呼ぶ。

この⫋員は、もともとṌ⾜して㑊㞴する 4ṓ㹼5ṓ児のㄏ
導を担当する⫋員であり、先に㧗台に到╔ḟ➨、傾ᩳ⤒

㊰ Sを㝆りてバギーの᧯作を応援する⫋員である。㸧 

⾲ 4 㑊㞴カ⦎で利⏝されたバギーのᴫせ 

バギー 仕ᵝタイプ 乗㌴園児 ᦙ㏦ 
介助⫋員 

ᦙ㏦⥲㔜㔞 
㸦推定㸧ဵ3 ㄪᰝ 

1号㌴ 手動式ဵ1 0ṓ児 6名 5名 ⣙ 80kg 対㇟ 
2号㌴ 手動式ဵ1 0ṓ児 5名 4名 ⣙ 70kg 
3号㌴ 㟁動式ဵ2 1ṓ児 6名 2名 ⣙ 113kg 
4号㌴ 㟁動式ဵ2 1ṓ児 6名 2名 ⣙ 113kg 
5号㌴ 㟁動式ဵ2 1ṓ児 6名 3名 ⣙ 113kg 

※1 手動式、対㠃シート式仕ᵝ㸦ᮏ体㔜㔞㸸⣙25 kg)

※2 㟁動アシスト式、❧ち乗りオープンケージ式仕ᵝ㸦ᮏ体㔜㔞㸸⣙45 kg)

※3 バギーᮏ体㔜㔞、乗㌴園児ᩘ、年㱋別平均体㔜ὀ1より推定

図 2 バギー1号㌴搬㏦の⫋員の㓄⨨ 

(3)ドローン✵撮によるバギーの㑊㞴㏿度の 定᪉ἲ

バギー᧯作の㑊㞴㏿度の 定にあたって、ᮏ◊✲で

は㑊㞴カ⦎⎔境の上✵で㣕⾜させる↓人⯟✵ᶵ㸦ドロー

ン㸧を⏝いて、①㑊㞴⤒㊰全体が写る地Ⅼまでドローン

を㣕⾜させて、その地Ⅼでᶵ体を✵中停Ṇさせた上で、

バギーがᦙ㏦されるᵝ子の✵動⏬影を⾜い、影さ

れた動⏬ᫎ像より 1 ⛊㛫㝸の㐃⥆㟼Ṇ⏬像を抽出し、ま
た、②地上ゎ像度 5cm ✵写┿による㑊㞴カ⦎⎔境の㧗
ゎ像度ᩘ値ᶆ㧗モデル・オルソ⿵ṇ⏬像地図を作成した。

その後、①による㐃⥆㟼Ṇ⏬像と②によるオルソ⿵ṇ

⏬像地図を地⌮情報システム㸦GIS㸧に取り㎸み㔜ね合
わせて、㑊㞴⤒㊰上で⛣動するバギーの位⨨情報・⛣動

㌶㊧を 1 ⛊㛫㝸でグ㘓し、㛫㝸ẖにグ㘓された⛣動㊥㞳
より㑊㞴㏿度を⟬出した。図 3 に GIS 上で 定された㑊
㞴㏿度の 定⤖ᯝの事例を♧す。 

図 3 GIS上で 定された㑊㞴㏿度の 定⤖ᯝの事例 

(カ⦎㛤始後 148⛊㹼149⛊Ⅼ) 

㸱㸬ㄪᰝ⤖ᯝ 
 ⾲ 5にバギー1号㌴の㑊㞴㏿度の 定⤖ᯝを♧す。平㠃
⤒㊰ Y2における㏿度の平均は 2.26 m/sとなった。傾ᩳ⤒
㊰ S㸦勾㓄 15.1%㸧では、市⾤地で㑊㞴を㛤始してから
64⛊Ⅼ㸦傾ᩳ⤒㊰ S㧗さ⣙ 10メートル地Ⅼ㏻㐣㸧に
おいてバギー前᪉左側に㓄⨨する応援⫋員の交代が⾜わ

れた。傾ᩳ地における㏿度の平均については、応援⫋員

交代前で 1.43 m/s、交代後で 1.33 m/sとなった。全体ⓗに
は傾ᩳ⤒㊰上の㏿度の平均値は平㠃⤒㊰上で 定された

値より⣙ 4 割低下する傾向にあった。また傾ᩳ地で 定
された᭱大値は 1.95 m/s、᭱低値は 1.00 m/sであり、スロ
ープでは㧗さ⣙ 1 メートル上るẖに㏿度が⣙ 7%低下する
傾向にあることが☜ㄆされた。 

⾲ 5 バギー1号㌴の㑊㞴㏿度の 定⤖ᯝ 

㑊㞴⤒㊰ ⛣動 
所せ㛫 ㏿度㸦ıᶆ‽偏差㸧 

平㠃⤒㊰ Y2 
㉮⾜㊥㞳㸸40.71 m 

0⛊ဵ1㹼18⛊ 
㸦18⛊㸧 

᭱大 2.59 m/s, ᭱低 1.45 m/s 
平均㸸2.26 m/V (ı0.31) 

傾ᩳ⤒㊰ S 
㉮⾜㊥㞳㸸81.6 m 
㧗さ 12.5 m  
勾㓄 15.1% 

18⛊㹼64⛊ဵ2 
㸦46⛊㸧 

᭱大㸸1.95 m/s, ᭱低㸸1.00 m/s 
平均㸸1.43 m/V (ı0.21) 

64⛊ဵ2㹼76⛊ 
㸦12⛊㸧 

᭱大㸸1.47 m/s, ᭱低㸸1.17 m/s 
平均㸸1.33 m/V (ı0.09) 

※1市⾤地㑊㞴㛤始㸦園⯋ᩜ地の㠀常出口を㏻㐣したⅬ㸧
※2 市⾤地㑊㞴㛤始後 64⛊Ⅼで応援⫋員の交代が⾜われた

㸲㸬まとめ 
 保⫱タのὠἼ㑊㞴カ⦎のほ により、急勾㓄スロー

プにおける多人ᩘ⏝ベビーカーのᦙ㏦㏿度について事例

ㄪᰝを⾜った。ᩘ分後にὠἼが到㐩する想定で、勾㓄

15.1%のスロープにおける㏿度の平均は⣙1.4m/sとなった。
㏿度は傾ᩳ地を上がるほど低下し、ᦙ㏦㔜㔞による影㡪

がよりⴭしくなると思われる。今後のㄢ㢟として、急勾

㓄スロープにおいて多人ᩘ⏝ベビーカーのᦙ㏦が⾜われ

る㝿の保⫱⫋員の㌟体ⓗ㈇担とᦙ㏦㏿度の㛵係を᫂らか

にする必せがある。 

ㅰ㎡ 
ᮏ◊✲を⾜うにあたってご協力を㡬いた保⫱タのⓙᵝ㸪また㸪

㑊㞴カ⦎⎔境のドローン✵・ 㔞にご協力を㡬いた⚄戸大学

ῶ⅏デザインセンター㸦CResD㸧のⓙᵝに感ㅰを⏦し上げます㸬 

ὀ㔘 
1) 年㱋別平均体㔜は厚⏕労働┬「平成 22 年乳幼児㌟体Ⓨ⫱ㄪᰝ
報告᭩」に基づき、ᮏ✏では 0 ṓ児の体㔜を⏕後 12 カ᭶の⏨
性の平均値㸪1ṓ児の体㔜を⏕後 24カ᭶の⏨性の平均値とした㸬 

参⪃文⊩ 
1) ピニェイロ アベウ タイチ コンノ㸪北後 ᫂彦㸪す㔝 ᬛ◊㸪 
多人ᩘ⏝ベビーカーによる市⾤地㑊㞴カ⦎の‽備㛫及び

㑊㞴㏿度分ᯒ,᪥ᮏ建⠏学会ィ⏬⣔ㄽᩥ㞟, 79(704), pp.2117-
2125 (2014)㸬 

 

←介助職員（常時） 

←介助職員（常時） 

←介助職員（常時） 

介助職員（常時）→ 

応援職員→ 

（傾斜経᎓ S搬送時） 

進行方向↑ 

バ
ギ
⺳

１秒間隔移動距離：2.07 m 

(避難速度：2.07 m/s) 0 2 4 m 

訓練開始後 148秒時点 訓練開始後 149秒時点 
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リスク回㑊ⓗな❧地㑅択の意向を㧗める

イメージトレーニングに㛵する基♏ⓗ検ウ
A Basic Study on Image Training to Enhance Intention of Risk-Avoiding Location Choice 

藤本 一㞝
1
㸪坂巻 哲2

Kazuo FUJIMOTO1 and Satoshi SAKAMAKI2

1 千葉科学大学 危機管理学科 
     Department of Risk and Crisis Management, Chiba Institute of Science 
2 NTTアーバンソリューションズ総合研究所 
     NTT Urban Solutions Research Institute 

In this study, with the aim of enhancing intention of risk-avoiding location choice among young people, we conducted 
image training for high school students to imagine a disaster-affected situation from the standpoint of a future 
economically independent member of society.  As a result, we pointed out that, in order to promote risk-avoinding 
location choice, it may be effective to take up location choice of housing as a theme and present a concrete situation 
after the disaster, as well as to have students think from the standpoint of protecting those who are vulnerable.  In 
addition, when the theme is the location choice for a company, it is expected to have the effect of making people aware 
of the need for risk reduction as well as risk avoidance. 

Keywords : location choice, image training, risk avoidance, risk reduction, young people 

㸯㸬はじめに 
佐藤 1)は㸪㜵災・減災をリスク対応の観点から整理し㸪

㜵災は㺀リスクの回㑊㺁と㺀リスクの緩和㸦低減㸧㺁に㸪減

災は㺀リスクの㌿嫁㸦共有㸧㺁と㺀リスクの受容㸦保有㸧㺁

にそれぞれ対応すると㏙べている㸬その上で㸪これらの

リスク対応のうち㸪今後の若者に対する㜵災教育におい

ては㸪㺀住まいを㑅択すること㸦リスクの回㑊㸧㺁に㛵す

る内容の充実が必要であると指摘している 1)㸬表 1に示す

㏻り㸪リスク回㑊とは㺀リスクを生じさせる活動を㛤始又

は継続しないと決定することによってリスクを回㑊する㺁

と定義されている 2)㸬したがって㸪㜵災分㔝でのリスク

回㑊とは㺀災害危㝤度の㧗い場所での立地を㛤始又継続し

ないと決定すること㺁と言える㸬

しかし㸪経済的に自立していない若者㸦大学生㸪㧗校

生など㸧にとっては㸪㺀リスク回㑊㺁㸦立地の㑅択㸧はも

ちろんのこと㸪㺀リスク低減㺁㸦耐㟈補強など㸧や㺀リスク

共有㺁㸦保㝤加入など㸧も実行に移すことは困㞴であり㸪

実行可能なリスク対応は㺀リスク保有㺁を前提とした対策

㸦㑊㞴行動など㸧に㝈られるであろう㸬このため㸪㧗校

生や大学生が将来㸪経済的に自立した社会人になったと

きに㸪㺀リスク回㑊㺁㸦危㝤な場所での立地を㛤始又は継

続しない㸧を㑅択することの必要性を認㆑・理解できる

ようにしておくことが必要と考える㸬 
目㯮 3)は㸪㐺切な㜵災対策をㅮずることができないの

は㸪災害に対する人々のイマジネーション能力の欠如が

一つの原因であると指摘し㸪個人が災害に襲われた状況

をイメージするトレーニングツール㸦目㯮巻㸧を提唱し

ている㸬これを㋃まえると㸪若者に多様なリスク対応

㸦㺀リスク回㑊㺁を含む㸧の必要性を気付かせるための方

法の一つとして㸪若者自㌟が将来経済的に自立した自分

になりきって㸪災害に襲われた状況をイメージさせるこ

とが有効ではないかと考えた㸬 

以上を㋃まえて本研究では㸪若者のリスク回㑊的な立

地㑅択の意向を㧗めることを目的として㸪㧗校生を対㇟

として㸪㧗校生自㌟が将来経済的に自立した社会人とし

ての立場で被災した状況を想像させるイメージトレーニ

ングを実㊶した結果について報告する㸬

㸰㸬イメージトレーニングの方法 
 矢守・杉山 4)は㸪出来事を先取りして㸪㺀まだ㺁おきて

いない出来事をあえて㺀もう㺁おきてしまったものとして

語ることは㸪出来事の事前にある人びとを災害回㑊のた

めに有効な行為に導くとㄽじている㸬また㸪藤本・他 5)

は㸪㑊㞴行動意図を㧗める上で㸪事後の後悔の場㠃を想

像させることが効果的である可能性を指摘している㸬こ

れらの知見を㋃まえて㸪本研究のイメージトレーニング

の方法としては㸪災害が㉳きたらどのような状況になる

かを想像するのではなく㸪災害がすでに㉳きてしまった

という状況下でのイメージトレーニングの方法 6), 7)を参

考にすることとした㸬 
加藤・他 6)の㺀復興状況イメージトレーニング㺁では㸪

生活再建シナリオや市街地復興シナリオを検討するため

の前提として㸪生活再建の当事者となる世帯の属性を設

定するとともに㸪地域の具体的な災害状況像をイメージ

できるように地㟈被害想定ㄪ査の結果を参考にした図㠃

を作成・提示している㸬 
山本・他 7)は㸪㧗校生が復興の合意形成を学ぶための

ロールプレイング・ディスカッション授業を提案してお

り㸪その中で㸪生徒は割り当てられた立場㸦住民㸪企業㸪

行政など㸧に沿って考えることが求められ㸪ディスカッ

ションのテーマ㺀生活再建の意向㸸あなたは㸪このまちに

住み続ける㸽㺁に対して㸪㺀住む㺁㺀住まない㺁㺀その他㺁のい

ずれかを㑅択し㸪理由とともに発表するものである㸬

これらの先行研究を参考にして㸪本研究のイメージト
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レーニングとしては㸪まず㸪将来経済的に自立した仮想

的な個人・世帯属性㸪社会的属性を設定した上で㸪その

時点で災害が㺀もう㺁おきてしまったという前提で㸪実㝿

の被害想定ㄪ査の結果に基づく被災状況を提示する㸬そ

の上で㸪立地㑅択に㛵する意向として㸪リスク保有的な

㑅択肢㸦立地継続を希望する㸧とリスク回㑊的な㑅択肢

㸦立地継続を希望しない㸧のいずれかを㑅んでもらい㸪

その理由も尋ねることとした㸬

 今回のイメージトレーニングの対㇟は㸪千葉県㖯子市

のA㧗等学校1年生である㸬A㧗校を対㇟とした理由は㸪

2019 年から流行を続けている新型コロナウイルス感染症

のため㸪㧗校生を対㇟とした対㠃授業を行うことが㞴し

い状況の中㸪同校から㜵災に㛵するㅮ演会の依㢗を受け

るとともに㸪本研究テーマへの協力を得ることができた

ことによる㸬 
被災状況の設定に㛵しては㸪図 1 に示す千葉県の津波

浸水想定の結果 8)を用いることとした㸬この津波浸水想

定は㸪㺀津波㜵災地域づくりに㛵する法律㺁に基づいて㸪

発生㢖度は極めて低いものの㸪発生すれば甚大な被害を

もたらす㸪㺀最大クラスの津波㺁が沿岸に到㐩した場合の

浸水域を設定したものである㸬この想定結果を㋃まえて㸪

今回設定したイメージトレーニングのテーマ㸦個人・世

帯属性㸪社会的属性㸪被災状況など㸧を表 2 に示す㸬 
テーマ 1 は㸪家族で居住している自宅が津波で被災し

た状況を㸪テーマ 2 は㸪経営者が所有する工場等が津波

で被災した状況を㸪それぞれ想定したものである㸬これ

らのテーマを設定した理由は二つあり㸪一つはレベル 2
の津波に対する土地利用に㛵しては居住系と業務系で分

けて設定する必要性が指摘されていること 9)㸪もう一つ

は経済的に自立した社会人としての立場のうち㸪生計維

持者としての立場㸦テーマ 1㸧と企業経営者としての立

場㸦テーマ 2㸧によって立地㑅択の傾向に㐪いがみられ

るのかを把握したいと考えたためである㸬なお㸪被災状

況を設定する㝿㸪人的被害が発生するかどうかは様々な

要因が影㡪するため㸪今回は㸪人的被害は発生せず㸪被

害想定ㄪ査の結果 7)に基づく物的被害のみが発生する被

災状況を提示することとした㸬 
A㧗校 1 年生㸦125 名㸧に対するイメージトレーニング

は㸪筆者による㜵災に㛵するㅮ演会㸦2022年 2月 17日 13
時 30 分㹼15 時 00 分㸧の一㒊を利用して行った㸬当初㸪

対㠃形式でㅮ演を行う予定であったが㸪まん延㜵止等㔜

点措置の発令・延㛗に伴い㸪ㅮ演はオンライン形式

㸦Zoom㸧で行った㸬ㅮ演の内容のうち㸪復旧・復興に㛵

する話㢟の中で“事前復興”や“Build Back Better”の考

え方を紹介した後で㸪イメージトレーニングの時㛫㸦15
分程度㸧を設けて実施した㸬 

㸱㸬イメージトレーニングの実施⤖果 
(1) ❧地㑅択の意向

立地㑅択に㛵する意向を尋ねた結果を図 2 に示す㸬テ

ーマ 1㸦住まいの立地㸧に㛵しては㸪㺀住み続けない㺁

㸦リスク回㑊㸧という回答が約 9 割を占める結果となっ

た㸬これに対して㸪テーマ 2㸦企業の立地㸧では㸪㺀会社

を続ける㺁㸦リスク保有㸧と㺀会社を続けない㺁㸦リスク回

㑊㸧がほぼ同数であった㸬このように㸪住まいの立地㑅

択をテーマとした場合㸪ほとんどがリスク回㑊的な回答

であったのに対して㸪企業の立地㑅択をテーマとした場

合は㸪リスク保有的な回答とリスク回㑊的な回答が拮抗

する結果となった㸬

(2) テーマ 1㸦住まいの❧地㸧の㑅択理由

つぎに㸪各テーマについて㸪それぞれの㑅択肢を㑅ん

だ理由を自由記㏙で尋ね㸪その内容を整理・分㢮した結

果を表3に示す㸬テーマ1で㺀住み続ける㺁㸦リスク保有㸧

を㑅択した理由は㸪㺀子供が㸰人いる状態で住んでいる環

境を変えるのは㞴しい㺁㸪㺀引㉺しなどをしてしまうと環

境の変化が大きすぎて㸪家族に㈇担がかかってしまうと

考えたので㺁などの㺀環境変化に伴う家族の㈇担㺁㸦5 名㸧

が最も多かった㸬その他には㸪㺀新居に住むより㈝用がか

からないため㺁などの㺀引㉺㺃新築よりも㈝用がかからな

い㺁㸦3 名㸧㸪㺀とても思い入れのある地域であり㺁などの

㺀住み慣れた土地への愛着㺁㸦2 名㸧が挙げられた㸬 
これに対して㸪㺀住み続けない㺁㸦リスク回㑊㸧を㑅択

した理由については㸪㺀また㸪大津波が来たとき㸪同じ被

害にあってしまうことになるから㺁㸪㺀一度浸水したら次

⾲ 2 イメージトレーニングのテーマ 

䝔䞊䝬㻝䠖住䜎䛔䛾立地

䛒䛺䛯䛿䠈子䛹䜒䠎人䛜䛔䜛夫婦䠄30歳代䠅䛷䛩䠊㖯子市䛜大
津波䛻襲䜟䜜䠈幼稚園䛸小学校䠄浸水䛫䛪䠅䛻䛔䛯子䛹䜒䠎人
䛿無事䛷䛧䛯䛜䠈自宅䛿1䝯䞊䝖䝹浸水䛧䛯䛯䜑䠈大䛝䛺被害
䜢受䛡䜎䛧䛯䠊䛒䛺䛯䛿䠈䛣䛾場所䛻住䜏続䛡䜎䛩䛛䠛䚷䛭䜜
䛸䜒住䜏続䛡䜎䛫䜣䛛䠛䚷䜎䛯䠈䛭䛾理由䜢教䛘䛶䛟䛰䛥䛔䠊

䝔䞊䝬㻞䠖企業䛾立地

䛒䛺䛯䛿䠈㖯子市内䛾水産加工会社䠄従業員30人䠅䛾経営
者䠄50歳代䠅䛷䛩䠊㖯子市䛜大津波䛻襲䜟䜜䠈従業員䛿㑊㞴
䜢䛧䛶全員無事䛷䛧䛯䛜䠈会社䛿2䝯䞊䝖䝹浸水䛧䛯䛯䜑䠈工
場䛾建物䜔加工機械䛜大䛝䛺被害䜢受䛡䜎䛧䛯䠊䛒䛺䛯䛿䠈
䛣䛾場所䛷会社䜢続䛡䜎䛩䛛䠛 䛭䜜䛸䜒続䛡䜎䛫䜣䛛䠛
䜎䛯䠈䛭䛾理由䜢教䛘䛶䛟䛰䛥䛔䠊

図 1 津波の浸水想定⤖果 8) 

⾲ 1 リスク対応(ISO 31000:2018)の㑅択⫥ 2) 

䞉䝸䝇䜽䜢生䛨䛥䛫䜛活動䜢㛤始又䛿継続䛧䛺䛔䛸決定䛩䜛䛣

䛸䛻䜘䛳䛶䝸䝇䜽䜢回㑊䛩䜛䠊䛆䝸䝇䜽回㑊䛇

䞉䛒䜛機会䜢㏣求䛩䜛䛯䜑䛻䠈䝸䝇䜽䜢取䜛又䛿増加䛥䛫䜛䠊

䞉䝸䝇䜽源䜢㝖去䛩䜛䠊

䞉起䛣䜚䜔䛩䛥䜢変䛘䜛䠊䛆䝸䝇䜽低減䛇

䞉結果䜢変䛘䜛䠊㻌䛆䝸䝇䜽低減䛇

䞉䠄例䛘䜀䠈契約䠈保㝤購入䛻䜘䛳䛶䠅䝸䝇䜽䜢共有䛩䜛䠊䛆䝸䝇

䜽共有䛇

䞉 情報䛻基䛵䛔䛯意思決定䛻䜘䛳䛶䠈䝸䝇䜽䜢保有䛩䜛䠊䛆䝸

䝇䜽保有䛇
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に被害が大きい災害が来たらもっと被害が大きくなると

思うから㺁などの㺀再び津波が襲来・被災する可能性㺁㸦75
名㸧が最も多かった㸬その次に多かった理由は㸪家族の

生命の安全確保に㛵するものであり㸪その内訳は㸪㺀子ど

も㸰人が幼く㸪㑊㞴するのも大変なので㺁㸪㺀家に子供㐩

しか居なかった場合にとても危㝤だと思ったから㺁などの

㺀子どもの生命の安全確保㺁㸦53 名㸧が㸪㺀老後に津波が

来てしまったら㏨げ㐜れてしまうかもしれないから㺁㸪

㺀もし㸪住み続けたとして㸪自分たちが㧗㱋者㸪子供が自

立して一緒に住んでいない場合㸪㏨げることが不可能に

㏆いと思ったから㺁などの㺀自分㸦夫婦㸧の生命の安全確

保㺁㸦8 名㸧を大きく上回る結果となった㸬 
(3) テーマ 2㸦企業の❧地㸧の㑅択理由

テーマ 2 において㺀会社を続ける㺁㸦リスク保有㸧を㑅

択した理由に㛵しては㸪㺀従業員 30 人の仕事が無くなっ

てしまうから㺁㸪㺀30 人の従業員の働き場所がなくなって

しまうから㺁などの㺀従業員の仕事㺃収入の確保㺁㸦30 名㸧

が最も多かった㸬その他の理由としては㸪㺀移動や建て直

しの㈝用が修理㈝用よりかかると思う㺁㸪㺀建物や加工機

械などが大きな被害を受けたとしても他の場所を見つけ

るのが大変だと思ったから㺁などの㺀建物㺃機械の修理より

も工場の移㌿㺃新築が困㞴㺁㸦15 名㸧㸪㺀水産加工会社な

ので海の㏆くになってしまうのは仕方がない㺁㸪㺀水産加

工会社は海沿いにある方が㒔合が良いため㺁などの㺀海岸

付㏆の立地は仕方がない㺁㸦13 名㸧㸪㺀自分が経営してい

る会社なので㺁などの㺀経営者としての㈐任㺁㸦11 名㸧な

どが挙げられた㸬 
一方㸪㺀会社を続けない㺁㸦リスク回㑊㸧を㑅択した理

由は㸪㺀いつまた同じような津波またはそれを㉸える津波

が来るか分からないため㺁㸪㺀また津波が来たら同じこと

の繰り㏉しで意味がないと思うから㺁などの㺀再び津波が

来襲㺃被災する可能性㺁㸦28 名㸧と㸪㺀もし㑊㞴できてい

なかったら㸪従業員は亡くなっていたかもしれないので㺁㸪

㺀今回は大丈夫だったけど㸪従業員が全員㑊㞴できるかわ

からない㺁などの㺀従業員の生命の安全確保㺁㸦28 名㸧が

最も多かった㸬その次に多かった理由は㸪㺀建物や機械を

㈙い直すのに莫大なお㔠がかかるから㺁㸪㺀また工場の建

物や加工機械に大きな被害が出たら㸪とても大きな出㈝

がまた必要になるから㺁などの㺀建物㺃機械の修理に㈝用が

かかる㺁㸦23 名㸧であった㸬 
(4) イメージトレーニングの教⫱効果

今回のイメージトレーニングの教育効果を確認するた

めに㸪学習指導要㡿で示されている育成すべき㈨㉁・能

力のうち㺀知㆑㺁㸪㺀思考力㺁㸪㺀判断力㺁㸪㺀表現力㺁の必要

性について㸪㺀とても感じた㺁㸪㺀やや感じた㺁㸪㺀あまり感

じなかった㺁㸪㺀まったく感じなかった㺁の 4 件法で尋ねた

㸦図 3㸧㸬その結果㸪㺀とても感じた㺁との回答は㸪知㆑㸪

思考力㸪判断力に㛵しては 8㹼9 割であったが㸪表現力に

㛵しては 6 割程度にとどまった㸬 
図 3 の結果に有意な差があるのかを確認するため㸪自

治医科大学で㓄付されている統計ソフト㺀EZR ソフト㺁を

用いて検定を行った㸬知㆑㸪思考力㸪判断力㸪表現力の

4 群㛫で Friedman 検定を行ったところ㸪有意差が認めら

れた㸦p<.001㸧㸬そのため㸪Bonferroni の方法による多㔜

比㍑検定㸦有意水準 5%㸧を行った結果㸪表現力とそれ以

外㸦知㆑㸪思考力㸪判断力㸧のペアにおいて㸪それぞれ

有意な差が認められた㸬これらの結果より㸪今回のイメ

ージトレーニングは㸪特に知㆑㸪思考力㸪判断力の必要

性を自覚させる効果が期待できる㸬 

㸲㸬⪃察 
 立地㑅択の意向を尋ねた結果㸦図 2㸧から㸪企業の立

地㸦テーマ 2㸧よりも㸪住まいの立地㸦テーマ 1㸧の方が

リスク回㑊的な㑅択肢を㑅ぶ割合が㧗いことを確認でき

た㸬さらに㸪テーマ 1㸦住まいの立地㸧において㺀住み続

けない㺁㸦リスク回㑊㸧を㑅択した理由を見ると㸪㺀再び

津波が襲来・被災する可能性㺁が最も多かった㸬同様に㸪

図 2 ❧地㑅択の意向㸦n=125㸧 

住䜏続䛡䛺䛔, 

90.4%

住䜏続䛡䜛, 

9.6%

テーマ1㸸住まいの❧地

会社䜢続䛡䛺䛔, 

52.0%

会社䜢続䛡䜛, 

48.0%

テーマ2㸸企業の❧地

⾲ 3 ❧地㑅択の理由 

住䜏続䛡䜛䠄㻝㻞名䠅

䞉環境変化䛻伴䛖家族䛾負担䠄㻡名䠅

䞉引越䡡新築䜘䜚䜒費用䛜䛛䛛䜙䛺䛔䠄㻟名䠅

䞉住䜏慣䜜䛯土地䜈䛾愛着䠄㻞名䠅䚷䛺䛹

住䜏続䛡䛺䛔䠄㻝㻝㻟名䠅

䞉再䜃津波䛜襲来䡡被災䛩䜛可能性䠄㻣㻡名䠅

䞉子䛹䜒䛾生命䛾安全確保䠄㻡㻟名䠅

䞉自分䠄夫婦䠅䛾生命䛾安全確保䠄㻤名䠅䚷䛺䛹

会社䜢続䛡䜛䠄㻢㻜名䠅

䞉従業員䛾仕事䡡収入䛾確保䠄㻟㻜名䠅

䞉建物䡡機械䛾修理䜘䜚䜒工場䛾移転䡡新築䛜困㞴䠄㻝㻡名䠅

䞉海岸付㏆䛾立地䛿仕方䛜䛺䛔䠄㻝㻟名䠅

䞉経営者䛸䛧䛶䛾責任䠄㻝㻝名䠅䚷䛺䛹

会社䜢続䛡䛺䛔䠄㻢㻡名䠅

䞉再䜃津波䛜襲来䡡被災䛩䜛可能性䠄㻞㻤名䠅

䞉従業員䛾生命䛾安全確保䠄㻞㻤名䠅

䞉建物䡡機械䛾修理䛻費用䛜䛛䛛䜛䠄㻞㻟名䠅䚷䛺䛹

䝔䞊䝬㻝䠖住䜎䛔䛾立地

䝔䞊䝬㻞䠖企業䛾立地
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テーマ 2㸦企業の立地㸧においても㸪㺀会社を続けない㺁

㸦リスク回㑊㸧を㑅択した理由で最も多かったのは㺀再び

津波が襲来・被災する可能性㺁であった㸬

今回のイメージトレーニングでは㸪㺀被災後㺁㸦被害を

もう受けてしまった㸧の状態を提示した上で立地㑅択を

考えてもらった㸬意思決定問㢟において損失の㡿域では

リスク志向的になることが知られており 10)㸪仮に㸪㺀被

災前㺁㸦被害をまだ受けていない㸧の状態で立地㑅択を考

えてもらった場合㸪津波襲来による不確実な損失㸦人

的・物的被害に㐼う可能性㸧よりも㸪引㉺・新築に伴っ

て生じる確実な損失㸦㈝用㸪時㛫など㸧を嫌って㸪現状

維持㸦リスク保有㸧的な立地㑅択をしていた可能性が考

えられる㸬このため㸪リスク回㑊的な立地㑅択の意向を

㧗めるためには㸪㺀被災前㺁ではなく㸪㺀被災後㺁の状況を

提示することが有効であろうと考えられる㸬

また㸪テーマ 1㸦住まいの立地㸧において㺀住み続けな

い㺁㸦リスク回㑊㸧を㑅択した理由を見ると㸪㺀自分㸦夫

婦㸧の生命の安全確保㺁に比べて㸪㺀子どもの生命の安全

確保㺁を挙げる者がかなり多かった㸬この結果は㸪自分を

守ることよりも㸪他者㸦特に㸪自分より弱い立場の者㸧

を守ることが求められる場合の方が㸪よりリスク回㑊的

な㑅択に繋がることを示唆している㸬このため㸪リスク

回㑊的な立地㑅択の意向を㧗めるためには㸪弱い立場の

者㸦今回の場合は㸪将来の自㌟の子ども㸧を保ㆤする者

としての視点で考えてもらうことも有効であろう㸬 
以上のことから㸪リスク回㑊的な立地㑅択の必要性を

意㆑させるには㸪企業の立地㑅択よりも住まいの立地㑅

択をテーマとして取り上げた上で㸪被災後の状況を提示

するとともに㸪弱い立場の者を保ㆤする者としての視点

で考えてもらうことが有効であると言えよう㸬 
一方㸪企業の立地㑅択㸦テーマ 2㸧に㛵しては㸪従業

員の生命の安全確保の観点からリスク回㑊的な㑅択肢

㸦会社を続けない㸧を㑅ぶ者がいる一方で㸪従業員の仕

事㺃収入を確保することの必要性や建物㺃機械の修理より

も工場の移㌿㺃新築が困㞴であると考えて㸪リスク保有的

な㑅択肢㸦会社を続ける㸧を㑅ぶ者も数多く存在した㸬 
リスク保有的な㑅択肢を㑅んだ理由を詳細に見ると㸪

㺀続けるためにその前の場所に堤㜵や波を㜵ぐものを作り㸪

その時よりも被害が㉳きないように変える㺁㸪㺀場所は変

えず㸪社員を守るために会社を津波に強い対策をしたも

のに建て直すのがいいと思う㺁㸪㺀なんで浸水してしまっ

たのか考えて㸪次㸪浸水しないように工場に手㛫を加え

る㺁などのように㺀リスク低減㺁に言及している回答㸦10
名㸧も見られた㸬この結果から㸪企業の立地㑅択をテー

マとして取り上げることは㸪㺀リスク回㑊㺁だけでなく㸪

㺀リスク低減㺁の必要性も意㆑させる効果があることを示

唆している㸬

 なお㸪本研究では㸪㧗校生の立地㑅択に㛵するおおよ

その傾向を把握するために㸪共㏻の仮想的な将来像㸦子

ども㸰人の夫婦世帯㸪企業の経営者㸧に基づいてイメー

ジトレーニングを行ってもらった㸬今後は㸪㧗校生のキ

ャリア教育の中で将来のライフプランを考える㝿 11)㸪各

自が考えた個別の将来像㸦家族像㸪社会人像など㸧に基

づいてイメージトレーニングを行ってもらい㸪立地㑅択

に㛵してどのような傾向が見られるかを確認していく必

要があると考えている㸬 

㸳㸬まとめ 
 本研究では㸪若者のリスク回㑊的な立地㑅択の意向を

㧗めることを目的として㸪㧗校生を対㇟として㸪㧗校生

自㌟が将来経済的に自立した社会人としての立場で被災

した状況を想像させるイメージトレーニングを実㊶した㸬

その結果㸪リスク回㑊的な立地㑅択の意向を㧗めるには㸪

住まいの立地㑅択をテーマとして取り上げた上で㸪被災

後の状況を提示するとともに㸪弱い立場の者を保ㆤする

者としての視点で考えてもらうことが有効である可能性

を指摘した㸬また㸪企業の立地㑅択をテーマとした場合㸪

リスク回㑊だけでなく㸪リスク低減の必要性にも気付か

せる効果が期待できることを確認した㸬

 なお㸪今回のイメージトレーニングの実㊶によって得

られた知見は㸪㝈られたデータからの結果に基づくもの

であるため㸪今後㸪イメージトレーニングの実㊶を積み

㔜ねて㸪本手法の有効性を検証していく必要があるもの

と考えている㸬 
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図 3 イメージトレーニングに対するホ価(n=124) 
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⿕⅏⤒㦂が大学の㜵⅏カ⦎を改善させるか 
Whether Disaster Experience Improves Universit\¶s Emergency Training 

〇中村 ㈏志1
㸪小山 ┿⣖2

Kanji NAKAMURA1 and Maki KOYAMA2

1 岐㜧大学大学㝔 ⮬然⛉学技⾡◊✲⛉ 
     Graduate School of Natural Science and Technology, Gifu University 
2 岐㜧大学 流域圏⛉学◊✲センター 
     River Basin Research Center, Gifu University 

   According to the disaster response report of universities affected by past disasters, the common problems were that 
it took time to confirm the safety of students and the importance of emergency training during normal times. The 
disaster response report of universities disaster response to the 2011 Great East Japan Earthquake and the 2016 
Kumamoto Earthquake describe common issues suggests that the experiences of universities affected by past disasters 
have not been shared with other universities. Therefore, a questionnaire survey was conducted to determine whether 
the disaster experience had an impact on the content of emergency training. The results show that disaster experience 
does not necessarily promote emergency training. 

Keywords : emergency training, safety confirmation training, university, disaster prevention, experience of being 
victimized 

㸯㸬 はじめに 
2011年3月にⓎ⏕した東日本大㟈災では㸪東北・㛵東地
方を中心に甚大な⿕害をもたらした㸬東北大学のグ㘓1)

によると㸪人ⓗ⿕害が最小㝈にとどまったせ因として㸪

Ⓨ災時は春期休業中であったため㸪◊✲室を㝖けば学⏕

はほとんど滞在していなかったことが指摘されている㸬

2016年4月にⓎ⏕した熊本地㟈は㸪㟈度7の前㟈・本㟈と
もに夜㛫にⓎ⏕しており㸪こちらも学⏕がほとんど滞在

していない時㛫帯であった㸬このように㸪㏆年の激甚な

地㟈災害は㸪幸いにも学⏕の多くが学内に滞在している

時㛫にⓎ⏕しておらず㸪全国の大学において学⏕に対す

る㑊㞴ㄏ導のカ⦎などが実効性のあるカ⦎か否かは不明

である㸬 
東北大学及び熊本大学のグ㘓1), 2)によると⿕災時㸪全員

の安否☜ㄆの完了までに東北大学では⣙20日㸪熊本大学
では⣙10日をせしている㸬東北大学1)のグ㘓では安否☜

ㄆの㔜せ性が指摘されていたが㸪5年後にⓎ⏕した熊本地
㟈でも同様に安否☜ㄆがㄢ㢟となっており㸪㐣去の災害

の教カが他大学の対⟇には反映されていないことが推察

される㸬 
大学の㜵災対⟇・災害対⟇に㛵する⥙⨶ⓗな◊✲はあ

まりなされておらず㸪全国の大学を対㇟としたㄪ査で文

献検⣴できるものは宮⬥3)によるㄪ査のみである㸬宮⬥3)

は全国の大学の㜵災体制に㛵するㄪ査を実施しており㸪

㜵災ィ⏬に基づいたカ⦎の実施内容について明らかにし

ている㸬本◊✲では㸪実効性のあるカ⦎の実現に向けて㸪

カ⦎の内容に加えて実施㢖度やカ⦎を㏻じたㄢ㢟を明ら

かにすることを┠ⓗとしたㄪ査を実施する㸬このとき㸪

⿕災⤒㦂㸦⮬然災害によってキャンパス➼㸪あるいは構

成員が⿕害を受けた⤒㦂㸧についても合わせてㄪ査する

ことで㸪⿕災を㏻じてㄆ㆑されたㄢ㢟を明らかにする㸬 

2㸬ㄪᰝᴫせ 
文㒊⛉学┬がまとめている令和 2年度全国大学一ぴ 4)に

掲㍕されている 4年⏕大学ィ 770大学㸦国❧大学 82大学㸪
公❧大学 92大学㸪⚾❧大学 596大学㸧を対㇟にアンケー
トㄪ査を⾜った㸬回収率は㸪全体では 22.7%㸦175/770㸧
であったが大学✀別によって回収率は␗なり㸪国❧大学

では半数の回⟅を得られた㸬次いで公❧大学が 31.5%
㸦29/92㸧㸪⚾❧大学が 17.6%㸦105/596㸧であった㸬
また㸪⿕災⤒㦂の有無は「あり」の大学が 48%
㸦84/175㸧㸪「なし」の大学が 52%㸦91/175㸧であり㸪
およそ半数の大学において⿕災⤒㦂が☜ㄆされた㸬 

3㸬大学全体の㜵⅏カ⦎ 
各大学における大学全体の一斉㑊㞴カ⦎に㛵して⿕災

⤒㦂別に㸪実施回数を図 1 に㸪カ⦎時のㄢ㢟㸦」数回⟅
有㸧を図 2に♧す㸬カ⦎回数は「1年に 1回」が最も多く
なっている㸬また㸪「1年に 0回」や「数年に 1回」の大
学も存在することが分かった㸬さらにㄢ㢟に㛵しては次

のような点が挙げられた㸬2020 年から始まった新型コロ
ナウイルス感染パンデミックの影㡪により㸪参㞟型の

カ⦎が困㞴になったというㄢ㢟が最も多かった㸬また㸪

「カ⦎内容」として㸪⿕災⤒㦂の有無にかかわらず「毎

年内容が変わらず実㝿の災害時に有効であるかわしい」

や「マンネリ化」が指摘された㸬「授業や実⩦によりカ

⦎に全員参加できない」など「参加率」の指摘もぢられ

た㸬

4㸬事務⫋員➼のカ⦎ 
各大学における事務⫋員➼の災害対応カ⦎に㛵して㸪

⿕災⤒㦂別に㸪実施回数を図 3 に㸪カ⦎時のㄢ㢟㸦」数
回⟅有㸧を図 4♧す㸬 
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図 1 ⿕⅏⤒㦂別の全学の㜵⅏カ⦎の回数 

図 2 ⿕⅏⤒㦂別の全学カ⦎時のㄢ㢟 

大学全体のカ⦎と同様に「1年に 1回」が最も多かった㸬
また㸪「数年に 1 回」という大学もある一方で㸪「常勤
⫋員の␗動を㋃まえ月 1回実施しており年にィ 10回カ⦎
を⾜っている」という大学もあった㸬ㄢ㢟としては次の

ような点が挙げられた㸬「体制整備」としては㸪「人事

␗動があり中々定╔しない」や「在宅勤務を含めた勤務

体制での点呼方法」などが挙げられた㸬また㸪「毎年役

割が同じになる」や「内容の充実性が必せ」など「カ⦎

内容」に㛵してのㄢ㢟が大学全体のカ⦎と同様に多く指

摘されていることが分かった㸬 

図 3 ⿕⅏⤒㦂別の事務⫋員➼のカ⦎回数 

図 4 ⿕⅏⤒㦂別の事務⫋員➼のカ⦎時のㄢ㢟 

5㸬安否☜ㄆカ⦎ 
各大学における安否☜ㄆカ⦎に㛵して⿕災⤒㦂別に㸪

実施回数を図 5 に㸪カ⦎時のㄢ㢟㸦」数回⟅有㸧を図 6
に♧す㸬カ⦎回数は「1年に 1回」が最も多かったが㸪全
体のカ⦎と比㍑して㸪「1年に 0回」が多くなっている㸬
また㸪災害を⤒㦂していても安否☜ㄆカ⦎を実施してい

ない大学が14.3%㸦25/175㸧存在することが分かった㸬ま
た㸪カ⦎回数が「1年に 0回」を大学区分別に比㍑してみ
ると㸪国❧大学が 14.6%㸦6/41㸧㸪公❧大学が 20.7%
㸦6/29㸧⚾❧大学が 32.4%㸦34/105㸧であり㸪特に 3割以
上の⚾❧大学でカ⦎が実施されていないことが分かった㸬 
安否☜ㄆの回⟅率は未回⟅を㝖くと 80㹼100%が 15.4%
㸦27/175㸧と最も㧗かったが㸪40㹼59%の大学が 11.4%
㸦20/175㸧存在した㸬さらに㸪回⟅属性は⫋員㸪教員㸪
学⏕の㡰に回⟅率が低下していることが分かった㸬 
ㄢ㢟としては㸪「回⟅率の向上」が最も多く挙げられ

ている㸬また㸪「安否☜ㄆシステムへのⓏ㘓を⾜ってい

ない⪅がいる」と挙げた大学もあった㸬 

図 5 ⿕⅏⤒㦂別の安否☜ㄆカ⦎の回数 

図 6 ⿕⅏⤒㦂別の安否☜ㄆカ⦎時のㄢ㢟 

6㸬おわりに 
本◊✲では㸪アンケートㄪ査に基づいて㸪㜵災カ⦎の

実施㢖度㸪ㄢ㢟及び⿕災からㄆ㆑されたㄢ㢟について明

らかにした㸬実施回数に㛵しては 3 つのカ⦎すべてにお
いて⿕災⤒㦂による㐪いはぢられなかった㸬しかし㸪事

務⫋員➼のカ⦎のㄢ㢟に㛵しては㸪⿕災⤒㦂がある大学

では「⫋員の意㆑」に㛵することより「体制整備」をㄢ

㢟としてㄆ㆑しており㸪実㝿の対応では㸪動ける体制が

できていることが㔜せであることが♧唆される㸬ただし㸪

ㄢ㢟に␃まっているという点で㸪改善にまでは⮳ってな

い状況も推察される㸬⿕災の有無に㛵わらず㸪カ⦎内容

に㛵するㄢ㢟が多いが㸪⿕災していない大学の⮬⏤グ㏙

の中には「災害がこないと思っている⪅がいる」や「実

㝿の災害時に有効であるかわしい」など㸪実効性のあ

るカ⦎のあり方について悩んでいる状況が❚える㸬 
また㸪⿕災を⤒㦂していても安否☜ㄆカ⦎に取り⤌ん

でいない大学が⣙ 14%存在することなどから㸪必ずしも
⿕災⤒㦂がカ⦎の改善に影㡪を与えるわけではないこと

が⪃えられる㸬ただし㸪今回は⿕災⤒㦂の有無のみ⪺い

ており㸪⿕災⛬度に㛵しては問うていない㸬そのため㸪

⿕災⛬度が小さく㸪⿕災⤒㦂が㜵災カ⦎に影㡪を与えな

かったと回⟅した大学が多かった可⬟性も⪃えられる㸬

㏆年は新型コロナウイルスの影㡪により参㞟型のカ⦎を

実施することが困㞴という大学が最も多かったことから㸪

新しいカ⦎の方法や体制を⪃えていくことが㔜せとなっ

てくる㸬 
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ᒾᡭ┴ᐑྂᕷ⏣⪁ᆅ༊ࡿࡅ࠾ኪ㛫㑊㞴カ⦎ࡳ⤌ࡾྲྀࡢ

-NPOἲேࡿࡼ㑊㞴カ⦎⏬ྍࡢ⬟ᛶ-
Case Study on the Night Evacuation Drill in the Taro district of Miyako 

City, Iwate Prefecture 
-Possibility of Evacuation Drill Planning by NPO-

ᮡᏳ ஓࠐ
1
㸪Ᏹబ⨾ ㄔྐ

1
㸪Წ ⚽୍

2 

Kazuya SUGIYASU1, Seiji USAMI1 and Shuichi DAIBO2,  
1 ᒾᡭ┴❧Ꮫ ⥲ྜᨻ⟇Ꮫ㒊 
     Faculty of Policy Studies, Iwate Prefectural University 
2 ≉ᐃ㠀Ⴀάືἲே ὠἼኴ㑻 
     Advanced Nonprofit Organization, Tsunami Taro 

  At 2022, the residents of the Tohoku region at Japen had experienced a few times earthquake or tsunami evacuation 
warning at midnight by 2022 Tonga volcanic eruption, 2022 Fukushima Offshore Earthquake and so on. The night 
evacuating action has some difficulty to keep safety of evacuee compared daytime’s evacuation. Because It’s hardly to 
find the damaged part by earthquake and also need take care of Hypothermia measures at midnight and winter season. 
Tsunami Taro, they are one of  the advanced nonprofit organization has been activing Taro district of Miyako City, 
Iwate Prefecture after 2011 Great East Japan Earthquake. And they conducted the night evacuation drill at the same 
situation of 1933 Sanriku earthquake. This paper will report the result of this drill and the possibility of evacuation drill 
planning by NPO.  

Keywords : 1933 Sanriku earthquake, Night Evacuation Drill, Advanced Nonprofit Organization, Iwate 
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࡛ࡣ㸪ኪ㛫 20-22 ྎࡢ㛫ᖏ࡛⾜ࡿ࠸࡚ࢀࢃࡀ

ከ࠸㸬ࡢࡇ㛫ᖏࡣከࡢࡃఫẸࡀᖐᏯ῭ࡳ㸪ᑵᐷ๓࡛࠶

ಖ☜ࢆ⪅ཧຍࡢᐃᩘ୍ࡘἣ☜ㄆ≦ࡢ㸪ኪ㛫ࡽࡇࡿ

 㸬ࡿ࠶࡛ࡁࡿࡍ⏝᥇ࢆ㛫ᖏࡢࡇ㸪ࡣほⅬ࡛࠺࠸ࡿࡍ
୍᪉࡛㸪ᅇࡢኪ㛫㑊㞴࡛ࡣ㸪୕㝣ᆅ㟈ࡢⓎ⏕

㸪༗๓ࡋ㔜どࢆࡇ࠺࠸ࡿࡍయ㦂ࢆ้ 2  30 ศ࠺࠸

㛫㛤ദࡓࡋ㸬ࡣࢀࡇᐇ㝿ࡢࡇ㛫ᖏࡢ⎔ቃࢆ☜ㄆ

ࢸࢵࣂ㸪㝿ࡢ⦏ᮏカ㸬ᐇ㝿ࡿ࠶ࡶⅬ࠺࠸ࡿࡁ࡛

࣮ࣜෆⶶᆺࡢ⾤㢌↷୍᫂ࡢ㒊㸪Ⅼⅉ࡞ࡢࡶ࠸࡞࠸࡚ࡋ

ࡣ㛵ಀࡢ㸪ཧຍ⪅ᩘ☜ಖ࠺ࡼࡢࡇ 㸬ࡓࡁㄆ࡛☜ࡀ

ࡿࡍㄆ☜ࢆ≦⌧ࡢ㸪⅏ᐖࡢࡢࡶࡿ࡞ࣇ࢜ࢻ࣮ࣞࢺ

࠼ゝࡿ࠶ࡀ⩏ពࡶ㛤ദࡢ⦏カࡢኪᖏ῝ࡣព࡛࠺࠸

࠸ࡿࢀࡽᚓࢆᢎ๓ㄝ᫂ࡢ࿘㎶ఫẸࡋࡔࡓ㸬ࡿ

๓ࡢ㛵ಀྛᡤࡸ㸪ᆅ༊ఫẸࡵࡓࡿ࡞㸪๓ᥦࡀࡢ࠺

ㄪᩚಙ㢗㛵ಀࡢᵓ⠏ࡀ㔜せ࡛ࡿ࠶㸬

(3) ᚋࡢᒎ㛤࡚࠸ࡘ

ᐑྂᕷ⏣⪁ᆅ༊࡛ࡣ 2023 ᖺ 3 ᭶ࡶὠἼኴ㑻ദࡿࡼ

ኪ㛫㑊㞴カ⦎ࡢᐇ᳨ࢆウࡿ࠸࡚ࡋ㸬ᚋ㸪ᮏᖺࡾྲྀࡢ

ࡿࡍࡳ⤌ࡾྲྀ࡞⬟ྍ⥆㸪ᣢࡋࣉࢵࣗࢩࢵࣛࣈࢆࡳ⤌

㸬ࡿ࠶࡛➨ḟࡴ⤌ࡾྲྀ⏬㸪カ⦎ࡁ⥆ࡁ㸪ᘬࡃ

ㅰ㎡
ᮏ◊✲ࡣ㸪2021 ᖺᗘᮾᏛ⅏ᐖ⛉Ꮫᅜ㝿◊✲ᡤࡅ࠾

ࡢ㏆ᖺࡢ➼⚝ࢼࣟࢥ௧ඖᖺᮾ᪥ᮏྎ㢼࣭ࠕඹྠ◊✲ຓᡂࡿ
⅏ᐖ▱ぢᇶ࡙ࡃ㑊㞴カ⦎ࣈ࣮࢝ᵓ⠏㛵ࡿࡍ◊✲
㸦௦⾲㸸ᮡᏳஓ㸧ࠖࡿࡼᡂᯝ࡛ࡿ࠶㸬ࡇࡇឤㅰࡢពࢆ
 㸬ࡿࡍ⾲
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ㄒࡾ㒊Ꮫ⩦ࢆά⏝ࡓࡋ▷ᆺ࣭⅏ᐖఝయ㦂Ꮫ⩦࣒ࣛࢢࣟࣉ 

 ⾜ヨ㛤Ⓨࡢ࣑ࠖࣝࣜࢼࢶࠕ
A Learning Mehod of Pseudo Disaster Experience Utilized the Disaster Storytelling 

in a Short Time:  "Tsunami-Real" 

బ⸨ ⩧㍜ۑ
1
㸪㡲 Ṋ๎

2
㸪㯮⃝ ୍

2, 3

Shosuke SATO
1
 , Takenori OSU

2
 and Kenichi KUROSAWA
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1 ᮾᏛ ⅏ᐖ⛉Ꮫᅜ㝿◊✲ᡤ 

     International Research Institute of Disaster Science, Tohoku University 
2 ୍⯡♫ᅋἲே ▼ᕳ㟈⅏ఏᢎࡢ 

     Ishinomaki Disaster Tradition Society 
 ࡢ㸟▼ᕳ࠺ࢁࡤࢇࡀ 3

 Ganbaro ! Ishinomaki. 

   In many disaster-affected areas, learning to listen to the disaster storytelling are actively carried out to convey disaster 

experience. Oral tradition of such disaster experience is said to be one of the effective learning methods to experience 

the process of disaster in a simulated manner. On the other hand, there are many issues such as the disaster storyteller 

giving a lecture for about one hour or more, and the storyteller staying in one-way communication with the listener. In 

order to solve these problems, the authors are developing "Tsunami Real" as a method to effectively learn the process 

of disaster experience in a short time. In this presentation, we report the outline of the learning method and its practical 

examples. 

Keywords : disaster storytelling, leaning method, active learning, pseudo experience, disaster education, workshop 

㸯㸬ࡵࡌࡣ 

� ከࡢࡃ⿕⅏ᆅ࡛ࡣ㸪⿕⅏ࡸ⅏ᐖᑐᛂ㛵ࡿࡍయ㦂ࢆㄒ

ࡿ࠼ఏ࡚ࡗࡼࡾㄒࡀ㒊㸧ࡾ㒊㸪㟈⅏ㄒࡾ㒊㸦⅏ᐖㄒࡾ

Ꮫ⩦ࡿ࠸࡚ࢀࢃ⾜ࢇ┒ࡀ 1㸧㸪2㸧㸪3㸧㸬ὠἼ⅏ᐖ࡛ࡓࡗ࠶

ሙྜࡣ㸪ἢᓊ㒊ࡣὠἼ࡚ࡗࡼ㸪ከࡢࡃᵓ㐀㒊ࡀὶኻ㸪

ᦆቯࡋ㸪ࡢࡑᚋ࢟ࣞ࢞ࡢ᧔ཤࡾࡼ㸪ከࡃሙᡤࡀ᭦ᆅ

ࡼ㸪ཱྀᢎࡶࡾࡼఏᢎᣐⅬࡢ≀ᘓࡢ࡞㸬ᒎ♧タࡿ࡞

ᬒ⫼ࡓࡋάⓎࡀάືࡿ࠼ఏࢆయ㦂࣭≧ἣࡢ㟈⅏࡚ࡗ

 㸬ࡿࢀࡽ࠼⪄ࡀࡇࡿ࠸࡚ࡋᏑᅾࡀせᅉ࡞࠺ࡼࡢࡇ㸪ࡣ

ᨃఝⓗࢆ⛬㐣ࡢ㸪⅏ᐖࡣᢎཱྀࡢ⅏ᐖయ㦂࡞࠺ࡼࡢࡇ

య㦂ࡿࡍຠᯝⓗ࡞Ꮫ⩦ᡭἲࡔࡘ୍ࡢゝࡿ࠸࡚ࢀࢃ㸬୍

᪉࡛㸪ㄒࡾ㒊ࡿࡼㅮヰࡣᴫࡡ 1 㛫௨ୖ࡛ࡇࡿ࠶㸪

ㄒࡾ㒊ࡁ⪺ࡽᡭ୍ࡢ᪉ྥⓗࣥࣙࢩ࣮ࢣࢽ࣑ࣗࢥ࡞

ࡽࢀࡇ㸪ࡣࡽ⪅㸬ⴭ࠸࡞ࡃ࡞ᑡࡶㄢ㢟ࡢ࡞ࡇࡿࡲ␃

㛫࡛㸪࠸▷ࢆ⛬㐣ࡢ㸪⿕⅏య㦂ࡵࡓࡿࡍゎỴࢆㄢ㢟ࡢ

ຠᯝⓗᏛ⩦ࡢࡵࡓࡿࡍᡭἲ㸦▷ᆺ⅏ᐖㄒࡾ㒊Ꮫ⩦ᡭ

ἲ㸧ࢆ࣑ࠖࣝࣜࢼࢶࠕ࡚ࡋ㛤Ⓨ୰࡛ࡿ࠶㸬ᮏ✏࡛ࡣ㸪

ྠᏛ⩦᪉ἲࡢᴫせࡢࡑᐇ㊶࡚࠸ࡘሗ࿌ࡿࡍ㸬 

㸰㸬ࡢ࣑ࠖࣝࣜࢼࢶࠕヨస 

� ⾲ 1 㸬タࡍ♧ࢆ⛬⾜ࡢ࣑ࠖࣝࣜࢼࢶࠕࡓࡋ㸪タィ

ィ㝿࡚ࡋ㸪␃ពࡓࡋෆᐜࡣḟࡿ࠶࡛ࡾ࠾ࡢ㸬 

1㸧30 ศ࡛ࡿࡍ㸸๓㏙࠺ࡼࡓࡋ⅏ᐖㄒࡾ㒊࠸࠾

ࡡᴫࡣ㛫ࠖࡃ⫈ࢆࡾㄒࠕ࡚ 1 㛫⛬ᗘせࡀࡇࡿࡍ

ከ࠸㸦➹⪅㞧ឤ㸧㸬⿕⅏య㦂ࡣኊ⤯࡛ࡾ࠶㸪ㄒࡿෆ

ᐜࡀከࡣࡇ࠸ᙜ↛ࡿ࠶࡛ࡇࡢ㸬ࡋࡋ㸪⪺ࡁᡭ

㸦ཧຍ⪅㸪⏝⪅㸧ࡢどⅬࡤ࡚❧㸪࠸▷ࡾࡼ㛫

᮶ゼࡿࢀゼࢆ㸬⿕⅏ᆅࡿ࠶ࡀሙ㠃ࡿࡵồࢆ⩦Ꮫࡢ࡛

㸪⅏ࡃ࡞࡛ࡅࡔࡃ⪺ࢆ㒊ࡾㄒࡢ㸪ᙜヱࡣ࡞ࡢ⪅

ᐖ㑇ᵓࡸᒎ♧タࢆぢᏛࡿࡍேࡿ࠸ࡀ㸬ࡶࡋ㸪」

㸪1ࡋᏑᅾࡶ⪅᮶ゼࡿࡍᅇ㐟ࢆሙᡤࡢᩘ ⟠ᡤ㛗࠸

㛫ᅾࢆࡇࡿࡍᅇ㑊࠸ࡓࡋேࡿ࠸ࡀ㸬ࡶᵝࠎ

ሙ㠃࠸࡞ࡁ࡛ࡀࡇࡿࡍಖ☜ࢆ㛫࠸㸪㛗࡛⏤⌮࡞

㸪30࡛ࡇࡑ㸬ࡿࡍᏑᅾࡀ ศ࡛ࢆ⛬⾜ࡢ࡚ࡍࡍ

ࡢᏛ⩦᪉ἲࡿࡍ㸪ᚋ㏙ࡵࡓࡢࡑ㸬ࡍᣦ┠ࢆᵝࡿ

ᕤኵ㸦2㸧㹼4㸧㸧࡚ࡅཷࢆ㸪ㄒࡾ㒊ࡿࡼㄒࡢࡑࡾ

ࡣࡢࡶ 10ศ⛬ᗘ⦰⣙ࢆࡇࡿࡍồࡿ࠸࡚ࡵ㸦⾲ 1㸸

ᒎ㛤 1㸧㸬 

2㸧⅏ᐖయ㦂ࢆࢸࣜࣜࡢᙉㄪࡿࡍ㸸⿕⅏⪅ࡢయ㦂ෆᐜ

ࡀᐇ⌧࡞ពእࡓࡗ࡞࠸࡚ࡋࡶീࡀᡭࡁ⪺㸪ࡣ

ከࡿ࠸࡚ࢀࡲྵࡃ㸬ࡋࡋ㸪ࠖࡃ⪺ࡔࡓࠕጼໃࡢ≧

ែ࡛ࡿ࠶㸪ࡢࡑពእᛶࢸࣜࣜࡸẼ࡙࠸࡞ࡅ

࣭ࡓࡁ⅏ᐖ࡛㉳ࠕࡿࢀࡽㄒࡽ㒊ࡾ㸬ㄒࡿ࠶ࡶࡇ

య㦂ࡓࡋᮏᙜࢆࠖࡇࡢẼ࡙ࡃឤᗘࢆ㧗ࡵࡓࡿࡵ㸪

࣮ࣃࠖࡿࡍീࢆෆᐜࡿࢀࡽㄒࡽࢀࡇࠕ๓ࡃ⫈

⾲㸦ࡓࡅタࢆࢺ 1㸸ᑟධ ᑟධ2 3㸪ᅗ 1㸸ᐃḍ A

ḍ㸧㸬ࡽࡉ㸪ㄒࡣࡁࡿ࡚࠸⪺ࢆࡾ㸪ࡢࡑẼ࡙

ࡓࡔពእࠕᡭ㸧ࡁ⪺ཧຍ⪅㸦ࡵࡓࡿࡍグ㘓ࢆࡁ

㸦ᅗ࠺ࡽࡶ࡚ࡋグධࢆࠖࡇ 1㸸B ḍ㸧㸬࣏ࣥࡢࡇ

㸬ࡓࡋ⛠ྡ࠺࠸࣑ࠖࣝࣜࢼࢶࠕ㸪ࡋ᮶⏤ࢺ

3㸧ཧຍ⪅ࡅཷࡀ㌟ࡎࡽ࡞㸪ཧຍࡿࡍ㸸ࡣࢀࡇ㸪ୖグ 2㸧

㸪ࡣ࡚࠸࠾⩦㸬Ꮫࡿ࠶࡛ࢺ࣏ࣥࡿࡍ㛵㐃ᐦ᥋

ࢺࢵࣉࢺ࢘ࢆࡇࡔࢇ㸪Ꮫࡃ࡞࡛ࡅࡔࢺࢵࣉࣥ

࡚ࢀࡽ▱ࡃࡼ⯡୍ࡣࡇࡿࡵ㧗ࢆຠᯝࡀࡇࡿࡍ

࠸ࡿࡍᏐᩥࢆࡇࡓ࠸㸪Ẽ࡙ࡇࡓࡗ▱㸬ࡿ࠸

ࢺ࣮ࢩࢡ࣮࣡ࡵࡓࡿࡍᐇࢆ⬟ᶵࢺࢵࣉࢺ࢘࠺

㸦ᅗࡓࡋసᡂࢆ 1㸧㸬ࡽࡉ㸪ࡎࡽࡲࢀࡑ㸪▱

ࡇࡁࡍࡀศ⮬ࠕ࡚ࡅཷࢆࡇࡓ࠸㸪Ẽ࡙ࡇࡓࡗ
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⾲㸦ࡓࡅタࢆ⛬⾜ࡴ㎸ࡋⴠࠖ 1㸸ᒎ㛤2㸪ᅗ1㸸

C ḍ㸧㸬ࡢࡵࡲẁ㝵࡛㸪ཧຍ⪅ࡽグධࡓࡋ A㹼C

ḍࢆࢺ࣓ࣥࢥࡶࢆồࡿࡵ㸬 

4㸧Ꮫ⩦ෆᐜࢆᣢࡕᖐࡿࡁ࡛ࡀࡇࡿ㸸ࡣࢀࡇ㸪ୖグ 3㸧

ࣉࢵࣙࢩࢡ㸬࣮࣡ࡿ࠶࡛ࢺ࣏ࣥࡿࡍ㛵㐃ᐦ᥋

どࢆෆᐜࡢࡑ㸪ࡋฟࡁ᭩ࢆఱ⟣㸪ࡣ࡞ࡢ

ぬⓗࡿࡍ⌮ᩚᙧᘧࡿ࠶ࡀࡢࡶࡢ㸬ࡢࡑሙྜ㸪ಶே

ಶேࡀᡂᯝ≀ࢆᣢࡕᖐࡣࡇࡿ㞴࠸ࡋ㸬࣮࣮࣡ࢩࢡ

ࠖࡿᖐࡕᣢࢆࡇࡔࢇᏛࠕ㸪࡛ࡇࡿ࠸⏝ࢆᙧᘧࡢࢺ

࠾࡞㸪ࡀ➼ᡭ㸧ࡋ㒊㸦ヰࡾ㸪ㄒ࠾࡞㸬ࡿࡁ࡛ࡀࡇ j

㛤ദົᒁഃࡢグ㘓✚㸦ࣈ࣮࢝㸧࡚ࡋ㸪ࡲ

ࢵࣂࢻ࣮ࣇ࠺࠸ࡢࡓࡋグධࢆఱࡀ⪅㸪ཧຍࡓ

㸬ࡓࡋ⏝⣬「ࡣሙྜࡢࡁ㸪ᡭ᭩ࡵࡓࡿᚓࢆࢡ

㸱㸬ヨ⾜ࢱ࣮ࢹ㞟 

㸪ḟࡵࡓࡿࡍホ౯ࢆࢫ࣐࣮࢛ࣥࣇࣃࡢ࣑ࣝࣜࢼࢶ

 㸬ࡓࡗ⾜ࢆヨ⾜㸦ᐇ㊶㸧࡞࠺ࡼࡢ

1㸧Ꮫ⏕ᑐࡿࡍヨ⾜㸦௨ୗ㸪ヨ⾜ A㸧㸸➹㢌ⴭ⪅ࡀ

ᢸᙜࡿࡍ▼ᕳᑓಟᏛࡿࡅ࠾㞟୰ㅮ⩏ࡢᒚಟ⪅㸦ᐃဨ

6 ྡ㸪➨ 2 Ꮫᖺ㸧㸪2 ேࡢヰࡋᡭࢆ࣑ࣝࣜࢼࢶࡢࡽ

య㦂ࡓࡗࡽࡶ࡚ࡋ㸬࠾࡞㸪࣐࣮࢛ࣥࣇࣃࡢ࣑ࣝࣜࢼࢶ

㒊ࡾㄒ࡞ⓗ⯡୍ࡿࡺࢃ࠸㸪ࡵࡓࡿࡍホ౯ᑐⓗ┦ࢆࢫ

ࡢᡭࡋ㸬ヰࡓࡗࡽࡶ࡚ࡋయ㦂ࡶᏛ⩦㸦㏻ᖖᙧᘧ㸧ࡃ⫈ࢆ

య㦂ෆᐜࡣ㸪ࡶࢀࡎ࠸ᮾ᪥ᮏ㟈⅏ࡿ࠶࡛ࡢࡶࡢ㸬㏻ᖖ

ᙧᘧࡢㄒࡾ㒊ࡣ㸪A Ặ㸦ᕝᑠᏛᰯ࣭ඣ❺㑇᪘㸧㸪B Ặ

㸦ᐑᇛ┴▼ᕳᕷෆࡢὠἼ⿕⅏ᑠᏛᰯࡢᙜᩍㅍ㸧ࡢ 2 ྡ

ࢀࡒࢀࡑࡣ୧ྡࡢ㸬㏻ᖖᙧᘧࡿ࠶࡛ 60 ศ㛫ࡢㄒࡗ⾜ࢆࡾ

㸪Cࡣᡭࡋヰࡢ࡛࣑ࣝࣜࢼࢶ㸬ࡓ Ặ㸦ᐑᇛ┴ᮾᯇᓥᕷ

ἢᓊ㒊ࡢ⿕⅏ఫẸ㸧㸪D Ặ㸧㸦ᐑᇛ┴▼ᕳᕷࡢ⿕⅏ఫẸ㸧

ࡢ 2 ࡍᑐ୧ྡࡢ࣑ࣝࣜࢼࢶ㸪ࡾ㏻ࡢ㸬๓㏙ࡿ࠶࡛ྡ

ࡣ⩦Ꮫࡿ 10 ศ㛫࡛ㄒ࠸⾜ࢆࡾ㸪⾲ 1 ᐇ࡛⛬⾜ࡓࡋ♧

ࡽࢀࡇ㸬ࡓࢀࡉ 4 ࢆࡘ 6 ⩦㸧㸪⅏ᐖᏛࡋ⩦㸦Ꮫࡁ⪺ࡀྡ

タၥࡿࡍホ౯ほⓗࢆ࠸ᗘྜࡢ 4㸧࠺ࡑࡶ࡚ࢆᛮࢆ࠺

5㸪࠺ࡑࡃࡓࡗࡲᛮࢆ࠸࡞ࢃ 1 ࡿࡍ 5 ௳ἲ࡛ホ౯ࡶ࡚ࡋ

ࡓࡗࢃ⤊ࡀ⩦Ꮫࡢ࡚ࡍ㸪ࡓࡲ㸬ࡓࡗࡽ 2 㐌㛫ᚋ㸪ࡑ

࡚ࡋฟࡁ᭩ࢆࠖࡇࡿ࠸࡚࠼ぬࠕ࡚࠸ࡘࡾㄒࡢࢀࡒࢀ

࣮ࢩࢡ࣮࣡ࡣࡽ⪅㸬ᒚಟࡓࡋ㞟ィࢆᩘ௳ࡢࡑ㸪࠸ࡽࡶ

ࣛࣥ࢜ࡶࢀࡎ࠸㸪࠾࡞㸬ࡿ࠸࡚ࡋᅇࢆ㸦」≀㸧ࢺ

ࣥᙧᘧ࡛ᐇࡓࡋ㸦ᅗ 2㸪ᅗ 3㸧㸬࠾࡞㸪ྠࡌヰࡋᡭࡽ㸪

㏻ᖖᙧᘧࡢㄒࡾ㒊ࡢ࣑ࣝࣜࢼࢶ୧᪉ࢆᐇ㊶࡚ࡋ㸪ࢶ

࠶ጇᙜ࡛ࡀࡇࡿࡍホ౯ࢆࢫ࣐࣮࢛ࣥࣇࣃࡢ࣑ࣝࣜࢼ

㸬ࡿ࠶ணᐃ࡛ࡿࡍᚋᐇࢆᐇ㦂࡞࠺ࡼࡢࡑ㸬ࡿ

ᅗ 1� 㸦A4ࢺ࣮ࢩࢡ࣮࣑࣡ࠖࣝࣜࢼࢶࠕ  㸧ࢬࢧ

2㸧⿕⅏⤒㦂ࡢ⯡୍ࡿ࠶ࡀ᪉ᑐࡿࡍヨ⾜㸦௨ୗ㸪ヨ⾜

B㸧㸸ࡢ࣑ࣝࣜࢼࢶయ㦂ᕼᮃ⪅ࢆເࢁࡇࡓࡗ㸪ᐑᇛ

┴ෆᒃఫࡿࡍᕷẸ 27ྡ㸦ဨዪᛶ㸪40㹼60௦㸧ࡀయ㦂

⾲ 1�  ⛬⾜ࡢ࣑ࠖࣝࣜࢼࢶࠕ

㐣⛬ ᑟධ1 ᑟධ2 ᑟධ3 ᒎ㛤1 ᒎ㛤2 䜎䛸䜑

ᡤせ㛫 0:03 0:02 0:05 0:10 0:05 0:05

䝍䜲䝖䝹 䛿䛨䜑䛻 ‽ഛ 䛂య㦂䜢ീ䛩䜛䛃 䛂య㦂䜢⫈䛟䛃 䛂䛣䜜䛛䜙䛾⚾䛃 䜎䛸䜑

㐩ᡂ䛩䜉䛝┠ᶆ
䝂䞊䝹䛸ὶ䜜䜢⌮ゎ䛩

䜛
䝽䞊䜽䜢㛤ጞ๓䛾‽ഛ

䛜䛩䜛

ヰ䛧ᡭ䛛䜙⤂䛥䜜䜛
⅏ᐖ䛾≧ἣ䜢๓䛻䜲

䝯䞊䝆䛩䜛

⮬ศ䛷䛿ീ䛷䛝䛺
䛛䛳䛯ពእ䛺≧ἣ䞉య

㦂䜢▱䜛

⫈䛔䛯య㦂䜢㋃䜎䛘䛶䠈
⅏ᐖ䛜㉳䛝䜛๓䛻䛩䜉
䛝䛣䛸䛾䜰䜲䝕䜱䜰䜢ฟ

䛩

ཧຍ⪅䛹䛖䛧䛷䠈ീ䛧
䛯䛣䛸䠈ᐇ㝿䛸䛾䜼䝱䝑
䝥䠈⮬ศ䛜䛩䜉䛝䛣䛸䛾
䜰䜲䝕䜱䜰䜢ඹ᭷䛩䜛

⏕ᡂ≀
䝽䞊䜽䝅䝵䝑䝥䛾┠ⓗ䛸

㐣⛬䛾⌮ゎ

グධ⪅䞉ᐃ䛾グධ῭
䝽䞊䜽䝅䞊䝖

ヰ䛧ᡭ䛾ᒓᛶ䛸ᐃ䝝
䝄䞊䝗䛾⌮ゎ

Aḍ䠄⮬ศ䛻㉳䛣䜛䛷䛒

䜝䛖༴ᶵ䜔Ỵ᩿䛻㏕䜙
䜜䜛ែ䛾䜲䝯䞊䝆䠅䛾
グධ῭䝽䞊䜽䝅䞊䝖

ヰ䛧ᡭ䛛䜙⤂䛥䜜䜛
⅏ᐖ≧ἣ䛾ീ

Bḍ䠄ᐇ㝿䛻䛒䛳䛯䜶䝢

䝋䞊䝗䜢⪺䛔䛶ពእ䛰䛳
䛯䛣䛸䠅䛾グධ῭䝽䞊䜽

䝅䞊䝖

ീ䛸䛾䜼䝱䝑䝥

Cḍ䠄䛩䛠䛻䛷䜒ྲྀ䜚⤌

䜣䛷䜏䛯䛔䛣䛸䠅䛾グධ
῭䝽䞊䜽䝅䞊䝖

ヰ䛧ᡭ䛾య㦂䜢⮬ศ䛾
ᮍ᮶䜈䛾⨨䛝䛘

䝽䞊䜽๓ᚋ䛾ཧຍ⪅䛾
ኚ

グධ῭䝽䞊䜽䝅䞊䝖

సᴗ༢ య ಶே ಶே య䞉ಶே ಶே య

㐍䜑᪉

ྖ䛛䜙⤂

ヰ䛧ᡭ䛾⤂

䝽䞊䜽䝅䝵䝑䝥䛾㐍䜑᪉
ㄝ᫂

ྖ䛛䜙䛾ㄝ᫂

ཧຍ⪅䛻䜘䜛グධ

ྖ䛛䜙䛾ㄝ᫂

ཧຍ⪅䛻䜘䜛グධ

ྖ䛛䜙䛾ㄝ᫂

ヰ䛧ᡭ䛛䜙䛾య㦂⤂

ཧຍ⪅䛻䜘䜛グධ

ྖ䛛䜙䛾ㄝ᫂

ཧຍ⪅䛻䜘䜛グධ

ྖ䛾㐍⾜

ཧຍ⪅䛛䜙䛾Ⓨゝ䠄Ⓨ
ゝ䛧䛶䜒䜙䛖ேᩘ䠖3䡚5

ྡ䠅

ヰ䛧ᡭ䛛䜙䛾䝁䝯䞁䝖

䝒䞊䝹
䝇䝷䜲䝗䠈ྖ䠈䝽䞊䜽

䝅䞊䝖
䝇䝷䜲䝗䠈ྖ䠈䝽䞊䜽

䝅䞊䝖
䝇䝷䜲䝗䠈ྖ䠈䝽䞊䜽

䝅䞊䝖
䝇䝷䜲䝗䠈ྖ䠈ヰ䛧ᡭ䠈

䝽䞊䜽䝅䞊䝖
䝇䝷䜲䝗䠈ྖ䠈䝽䞊䜽

䝅䞊䝖
䝇䝷䜲䝗䠈ྖ䠈ヰ䛧ᡭ䠈

䝽䞊䜽䝅䞊䝖

ሙᡤ ேᩘ䛻ᛂ䛨䛯ᗈ䛥䛾ሙ䠄䜸䞁䝷䜲䞁䜒ྍ䠅
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ཧຍࡓࢀࡃ࡚ࡋ㸬ࡶࢀࡎ࠸ᮾ᪥ᮏ㟈⅏ࡀⓎ⏕ࡓࡋ

Ⅼ࡛ᐑᇛ┴ෆᒃఫ⪅࡛ࡾ࠶㸪ࡢࡽࢇ࡞⿕⅏⤒㦂࠶ࡀ

ࡋເ㞟ࢆࠎ᪉ࡿ࠶ࡢ㸪⿕⅏⤒㦂࡚ࡋ㸦ពᅗࡿ࠶࡛ࠎ᪉ࡿ

㒔ྜୖ㸪ୖグࡢ㸧㸬ᣊ᮰㛫࡚ࡋ㸪⤖ᯝࡃ࡞࡛ࡅࢃࡓ

1㸧࡛ᐇࡣࢺ࣮ࢣࣥ࡞࠺ࡼࡓࡋᐇ࡛ࡀࡓࡗ࡞ࡁ㸪

࡚ࡋᡭࡋ㸬ヰࡿ࠸࡚ࡋᅇࢆ㸦」≀㸧ࢺ࣮ࢩࢡ࣮࣡

ࡢ㸪๓グࡣ C Ặ E Ặ㸦ᐑᇛ┴▼ᕳᕷࡢ⿕⅏ఫẸ㸪

♫ဨࡢ࡚ࡋ⤒㦂࡚࠸ࡘ㸧ࡢ 2 㸬ࡿ࠶࡛ྡ

� ࡢࢺ࣮ࢩࢡ㸪࣮࡚࣡ࡋᑐᏛ⩦ࡢ࡚ࡍ B ḍࡢグ

ධ௳ᩘࢆ㞟ィࡓࡋ㸬 

ᅗ 2� ヨ⾜ A  ቃ㸧⎔ࡢᡭഃࡋᵝᏊ㸦ヰࡢ

ᅗ 3� ヨ⾜ B  ᵝᏊࡢ

㸦ཧຍ⪅ࡀぢ࡚ࡿ࠸⏬㠃ࡢ㸧 

㸲㸬⤖ᯝ 

� ᅗ 4 ⾜ヨ A ࡎ࠸㸬ࡍ♧ࢆホ౯⤖ᯝࡿࡼ⏕Ꮫࡢ࡛

ぢࡣᕪ࡞ࡁ㛫࡛ࡢ࣮ࣥࢱࣃ⩦㸪Ꮫࡶ࡚࠸࠾タၥࡢࢀ

㸪ࡵࡓࡿ࡞␗ࢀࡒࢀࡑࡀෆᐜࠖࡿ࠸࡚ࢀࡽㄒࠕ㸬࠸࡞ࢀࡽ

༢⣧ẚ㍑ࡢࡢࡶ࠸࡞ࡁ࡛ࡣࡇࡿࡍ㸪࣑ࣝࣜࢼࢶ

㒊ࡾㄒࡢ㸪㏻ᖖᙧᘧࡶ࡚ࡗ࠶ᙧᘧ࡛ࡓࡋ⦰▷ࢆ㛫࠺࠸

 㸬ࡓࡗ࡞ࡽࢃኚࡰࡣホ౯ࡢ⪅ཧຍ

ᅗ 5 ௳ࡢࠖࡇࡿ࠸࡚࠼ぬࠕ࡚࠸ࡘෆᐜࡢࡾ㸪ㄒ

➨ࢆᯝ⤖ࡓࡵồࢆᖹᆒ್ࡈ࣮ࣥࢱࣃ⩦Ꮫࢆᩘ 1 ㍈

➨㸪ࡣ㸬ྠᅗࡍ♧ 2 ㍈ㄒࡢࡾ༢㛫ᙜࡾࡓ㸪ぬ

ࡇࡇ㸬ࡿ࠸࡚ࡋ♧ࢆᯝ⤖ࡓࡋ⟭ࢆᩘ௳ࡢࡇࡿ࠸࡚࠼

5ࠕࢆ༢㛫ࡣ࡛ ศࠖࡿ࠸࡚ࡋ㸦5 ศ㛫ᙜࡢࡾࡓぬ࠼

ࡢࡾㄒࡣ࡛࣑ࣝࣜࢼࢶ㸪ࡓࡲ㸧㸬ᩘ௳ࡢࡇࡿ࠸࡚

㛫㸦10 ศ㸧㸪Ꮫ⩦せࡓࡋయ㛫㸦30 ศ㸧࡛㝖ࡓࡋ 2

✀㢮ࡢ⤖ᯝࡿ࠸࡚ࡋ♧ࢆ㸬ࠕぬࢆᩘ௳ࡢࠖࡇࡿ࠸࡚࠼

Ꮫ⩦ࡈ࣮ࣥࢱࣃᖹᆒ್ࡣ㸪ࡢ࡚ࡍ㏻ᖖᙧᘧࡢㄒࡾ

㒊Ꮫ⩦࡛㸪ࡢ࣑ࣝࣜࢼࢶࡢ࡚ࡍᏛ⩦ࡶࡾࡼ㸪ぬࡽ࠼

ࡾ㸧㸬୍᪉࡛㸪ㄒࣇࣛࢢ㸦Წ࠸ከࡀᩘ௳ࡢෆᐜࡓ࠸࡚ࢀ

㸪4㹼ࡋ㌿ࡣഴྥࡢࡑ㸪ࡿࡳ༢㛫࡛ぢ࡚ࡓࡋせ

7 ಸ⛬ᗘࡢ࡛࣑ࣝࣜࢼࢶᏛ⩦ࡢ᪉ࡀぬࡓ࠸࡚ࢀࡽ࠼ෆ

ᐜࡀᩘ௳ࡢከ࠸㸦ᢡࣇࣛࢢ⥺ࢀ㸪ࢺࢵࣟࣉ㸸㯮㸧㸬ࡇ

ࡍࡰཬࠖࡉከࡢࡇࡿ࠸࡚࠼ぬࠕࡀࡾ㸪ㄒࡣࡇࡢ

㛫ࡣࢫ࣐࣮࢛ࣥࣇࣃࢺࢫࢥ㸪ㄒࡢࡾ㛗࠸▷ࡀࡉ᪉ࡀ㧗࠸

㛫ࡓࡋせ⩦㸪Ꮫࡋࡋ㸬ࡿ࠸࡚ࡋ♧ࢆࡇ 30 ศ࡛

ぢࡿ㸪ࡢ࡛࣑ࣝࣜࢼࢶぬࡣᩘ௳ࡢࡇࡿ࠸࡚࠼㸪㏻

ᖖᙧᘧୖࡾࡼᅇࡢࡢࡶࡿ㸪1.3㹼2.5 ಸࡢᕪࡓࡗࡲ

㸦ᢡࣇࣛࢢ⥺ࢀ㸪ⓑ㸧㸬ࡣ࡛࣑ࣝࣜࢼࢶ㸪㏻ᖖᙧᘧ

ෆᐜࡓࡗṧ᠈グࡢ⪅ཧຍ㸪Ꮫ⩦ᚋ࡚ẚ㒊ࡾㄒࡢ

ศ࡚ࡋ‽ᇶࢆ㛫ࡓࡋせࡾ㸪ㄒࡢࡢࡶ࠸࡞ᑡࡣ㔞ࡣ

ᯒࡿࡍ㸪▷࠸㛫ࡾࢃࡢከࡀࡇࡢࡃグ᠈ṧࡓࡗ

ࡿࡍࡃ▷ࢆ㸪㛫ࡣ࡛⾜ヨࡢ㸬ᅇࡓࡗ࡞ᯝ⤖࠺࠸

ࡶࡾࡼ㸪㏻ᖖᙧᘧࡶ࡚ࡗ࠶ᙧᘧ࡛ࡢ࣑ࣝࣜࢼࢶ࠺࠸

㸬ᚋ㸪Aࡓࡗ࡞ᯝ⤖࠺࠸ࡓ࠸࡚࠼ぬࡸࡸ ḍ㸪B ḍ

 㸬ࡿ࡞ᚲせࡀᐇ㦂ࡿࡍ⢭ᰝࢆᙳ㡪ࡿࡼࡇࡓࡋ⏝᥇ࢆ

ᅗ 4� Ꮫ⏕ࡿࡼᏛ⩦ࡢホ౯ 

ᅗ 5� ぬࡿ࠸࡚࠼ෆᐜࡢ௳ᩘ 

� ⾲ 㸦Bᩘ௳ࡢࡇࡓࡗᛮࠖࡓࡗࡔពእࠕࡀ⪅ཧຍ1

ḍ㸧࡚࠸ࡘ㸪ヰࡋᡭཧຍ⪅ࡢᒙ࡛ࢫࣟࢡ㞟ィࡶࡓࡋ

࡚ࡋ୰࡛㸪ᖹᆒ࣑ࣝࣜࢼࢶ㸬ࡍ♧ࢆࡢ 3.4 ࡔពእࡢ௳

࠸ከࡀᩘ௳ࡢࡑࡀ᪉ࡢ⪅㸪Ꮫ⏕ཧຍࡾ࠶ࡀࡁẼ࡙ࡓࡗ

⾲㸦ࡿศࡀࡇ 1㸧㸬ヨ⾜ B ࡀဨࡣ᪉ࡢ⯡㸪୍ࡣ࡛

ᮾ᪥ᮏ㟈⅏࡛ࡢ⿕⅏⤒㦂ࡿ࠶ࡀ᪉ࡀࡓࡗ࠶࡛ࠎ㸪⮬ศ

௨እࡢ⿕⅏⪅࡛ࡿ࠶ヰࡋᡭࡢయ㦂ࠕ࡚࠸࠾ពእࡓࡗࡔ

 㸬ࡿ࠶Ⅼ࡛ࡁࡍ➹≉ࡀࡇࡓ࠸࡚ࡋᏑᅾࡀࠖࡇ

� ཧຍ⪅ࡽ㸪㏻ᖖᙧᘧẚࡢ࣑ࣝࣜࢼࢶࡢࡁࡓ

Ꮫ⩦࡚࠸ࡘᚓࡓឤࢆ௨ୗࡍ♧㸬 

࣭⮬ศ࡚ࡋࡈᤊ࠺ࡼࡓࡗࡍࡸ࠼ᛮ࠺㸦Ꮫ⏕㸧㸬

࣭ᐇ㝿⮬ศࡢ㌟㉳ࡓࡁሙྜࢆᐃ࡛ࡀࡇࡃ⫈࡚ࡋ

㸦Ꮫ⏕㸧㸬ࡓࡁ

ࡵᨵࢆ࠼⪄࡚࠸ࡘ⅏ᐖࡓ࠸࡚࠼⪄ே࡛ࡲࢀࡇ࣭

ࡿ࠼⪄ࢆࡿࡍ࠺ࡽࡓࡗࡔ㸬⮬ศࡓࡗ࡞࠺ࡼࡿ

ື⾜ࡓ࠸࡚ࡋ㸧ᐃ࡚ࡗ▱ࢆࡉኚࡢ㸦⌧ᐇࡁ

㸦Ꮫ⏕㸧ࡓࡗ࡞Ᏻࡿࡁ࡛ࡾ࠾ࡢࡑࢆ

㸦Ꮫࡿ࠶ࡀ㇟༳ࡓࡗ࡞㌟ࡢ㸪⮬ศࡶࡾࡼࡃ⫈ࡔࡓ࣭

4.8

5.0

5.0

4.7

4.8

4.3

4.5

4.8

4.8

4.7

5.0

4.7

4.7

4.5

4.5

4.7

4.5

4.7

4.8

4.8

5.0

4.5

4.2

4.7

4.8

4.8

5.0

4.8

4.7

4.5

4.3

4.3

3.0 3.5 4.0 4.5 5.0 5.5

Q1䠖ᮾ᪥ᮏ㟈⅏䠖≀ⓗ⿕ᐖ䛻㛵䛩䜛▱㆑䛜ቑ䛘䛯

Q2䠖ᮾ᪥ᮏ㟈⅏䠖ேⓗ⿕ᐖ䛻㛵䛩䜛▱㆑䛜ቑ䛘䛯

Q3䠖ᮾ᪥ᮏ㟈⅏䠖㑊㞴⾜ື䛻㛵䛩䜛▱㆑䛜ቑ䛘䛯

Q5䠖䝝䝄䞊䝗䛻㛵䛩䜛▱㆑䛜ቑ䛘䛯

Q6䠖⅏ᐖ䛻㛵䛩䜛▱㆑䛜ቑ䛘䛯

Q7䠖㜵⅏䠄⿕ᐖᢚṆ䠅䛻㛵䛩䜛▱㆑䛜ቑ䛘䛯

Q8䠖ῶ⅏䠄⿕ᐖ㍍ῶ䠅䛻㛵䛩䜛▱㆑䛜ቑ䛘䛯
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発災10年㛫にみる⿕災地来ゼ⪅の「期待」の推移㸸 
東日本大㟈災⿕災地における㟈災学⩦への㛵心 

Transition of "Expectations" of Visitors to Disaster-Affected Areas in the 10 Years after 
the Occurrence of the Disaster: Interest in Learning about the Disaster in the areas 

affected by the 2011 Great East Japan Earthquake 

〇Ώ㑓 勇1,2
㸪佐⸨ ⩧㍜3

㸪今ᮧ 文彦3

Yu WATANABE1,2 , Shosuke SATO3 and Fumihiko IMAMURA3

1 ᮾ北大学大学㝔 工学◊✲⛉ 
     Graduate School of Engineering, Tohoku University 
2 日ᮏ学⾡振⯆会 
     Japan Society for the Promotion of Science 
3 ᮾ北大学 ⅏害⛉学国㝿◊✲所 
     International Research Institute of Disaster Science, Tohoku University 

   There are many disaster memorial facilities in the areas affected by the 2011 Great East Japan Earthquake. It is still 
unclear whether visitors' expectations of disaster-affected areas change over the years since the occurrence of the 
disaster. Therefore, in this study, we conducted a web-based survey of visitors to disaster-affected areas in order to 
clarify changes in visitors' expectations. The results were as follows.1) Visitors had high expectations for learning about 
the details and damage of the disaster, eating local specialties, and listening to the stories of disaster victims, regardless 
of the year of their visit. 2) At the beginning of the disaster, the need to learn about emergency response was high, but 
it decreased over the years, and after 2016, expectations for restoration and reconstruction increased. 
Keywords: Disaster Memorial Facilities, the 2011 Great East Japan Earthquake, disaster tradition, expectations 

㸯㸬はじめに 
ᮾ日ᮏ大㟈⅏の⿕⅏地では㸪㟈⅏伝承のための取り⤌み

が┒んに⾜われている㸬ᮾ日ᮏ大㟈⅏の⿕⅏地には㸪

2022年 3᭶Ⅼで 302 件の㟈⅏伝承施タがⓏ㘓されてお
り㸪㟈⅏の実態と教カがⓎ信されている 1㸧㸬 
これまで㸪⿕⅏地への᮶ゼ⪅が何をᮇ待してゼれてい

るかについて◊✲が㐍められてきた㸬㜰ᮏは 2㸧㸪㜰⚄・

ῐ㊰大㟈⅏の⿕⅏地の人と㜵⅏ᮍ᮶センターの᮶㤋動ᶵ

は「㜰⚄・ῐ㊰大㟈⅏を▱りたいから」「学ᰯ⾜事で」

が᭱も多いことを報告している㸬山㷂ら 3㸧は㸪中㉺地㟈

⿕⅏地のᮌ⡲メモリアルパークの再ゼ⪅の多くは地域住

Ẹとの交ὶをồめていることを᫂らかにしている㸬Ώ㑓

ら 4㸧は㸪ᮾ日ᮏ大㟈⅏の⿕⅏地への 2011年から 2020年
までの᮶ゼ⪅が㸪 地㟈・ὠἼ・原Ⓨ事故の内容や⿕害を
学ぶこと㸪⿕⅏地の名⏘≀を㣗べること㸪㟈⅏㑇ᵓをゼ

れることをᮇ待していることを報告している㸬しかし㸪

᮶ゼ⪅が⿕⅏地へᮇ待している内容はⓎ⅏からの⤒㐣年

数によって変化するのか㸪変化する場合はどのように変

化するのかは᫂らかになっていない㸬᮶ゼ⪅の「ᮇ待」

の推⛣を᫂らかにすることは㸪今後のᮾ日ᮏ大㟈⅏⿕⅏

地や 2011年以㝆にⓎ⅏した⅏害の㟈⅏伝承において᮶ゼ
⪅のᮇ待や㛵心に応えるために㔜せである㸬 
ᮏ◊✲は㸪Ⓨ⅏から 10年㛫のᮾ日ᮏ大㟈⅏⿕⅏地への

᮶ゼ⪅のゼ問の「ᮇ待」をゼ問ᮇ別に᫂らかにする

ことで㸪⿕⅏地への᮶ゼ⪅の「ᮇ待」が変化するのか㸪

変化する場合はどのように変化するのかを᫂らかにする

ことを┠ⓗとする㸬  

㸰㸬手法 

(1)ㄪ査概せ
ᮏ◊✲は㸪2021年 1᭶ 20日から 1᭶ 27日の㛫にイン
ターネットㄪᰝを実施したΏ㑓ら 4㸧のデータを⏝いた㸬

ㄪᰝ対㇟は㸪2011年 3᭶ 12日から回⟅日までにᮾ日ᮏ大
㟈⅏のἢ岸⿕⅏地及び㟈⅏伝承施タ㸦➨ 3 分㢮㸧のⓏ㘓
がある市⏫ᮧにゼれたことがある人 600 名㸪学⩦┠ⓗで
はないがゼれたことのある人 600 名㸪⿕⅏地をゼれたこ
とのない人 600名であり㸪それぞれ 20代から 60代以上
の⏨女を性年代別の均➼割付でサンプリングした㸬㟈⅏

伝承施タ㸦➨ 3分㢮㸧は㸪2021年 1᭶ 10日ⅬでⓏ㘓さ
れていた 46施タを対㇟にした㸬ᮏ◊✲は㸪ゼ問⤒㦂のあ
る᭷効回⟅ 1,175名のうち㸪ゼ問回数が 1回の᮶ゼ⪅ 509
名を対㇟にして分ᯒを⾜った㸬⾲ 1 に回⟅⪅の性別㸪年
㱋㸪ᮾ日ᮏ大㟈⅏の⿕⅏地ゼ問⤒㦂㸪居住地方㸪ᮾ日ᮏ

大㟈⅏の⿕⅏⤒㦂を♧す㸬また㸪図 1 に回⟅⪅のゼ問
ᮇを♧す㸬2018年㸪2019年に⿕⅏地にゼ問した人が᭱も
多く㸪ᮏ◊✲の分ᯒ対㇟⪅のゼ問ᮇは㸪Ώ㑓ら 5㸧の全

体傾向と整合している㸬

(2)分析手法
ᮏ◊✲では㸪᮶ゼ⪅がᮾ日ᮏ大㟈⅏⿕⅏地をゼれる㝿

にᮇ待していることがゼ問ᮇによって変化するのか㸪

変化する場合は何がどのように変化するのかを᫂らかに

するために㸪⿕⅏地での㟈⅏学⩦・体㦂内容についてそ

れぞれ「ゼ問にᮇ待していた人数」をゼ問ᮇごとに

⟬出してẚ㍑した㸬⿕⅏地での㟈⅏学⩦・体㦂内容は㸪

⿕⅏地で学⩦する内容㸦8 㡯┠㸧や体㦂する内容㸦10 㡯
┠㸧のィ 18㡯┠について㸪⿕⅏地をゼれる㝿にᮇ待して
いた㡯┠を」数回⟅で回⟅をồめた㸬  
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㸱㸬結果・⪃察 
 㟈⅏学⩦内容への「ᮇ待」の推⛣を図 2 に♧す㸬学⩦
内容 8 㡯┠のそれぞれにおいてゼ問ᮇごとに「その年
の᮶ゼ⪅数に対するゼ問にᮇ待していた᮶ゼ⪅の割合」

を⟬出したものを丸印でプロットして推⛣を太⥺で♧し

ている㸬ゼ問ᮇごとの「ᮇ待」の推⛣を᫂░にするた

めに㸪各学⩦・体㦂内容に対して㸪ᮇ待していた᮶ゼ⪅

の割合の中央値を図♧した㸬また㸪ほかの学⩦内容との

ẚ㍑のために㸪全学⩦内容の「その年の᮶ゼ⪅数に対す

るゼ問にᮇ待していた᮶ゼ⪅の割合」の平均値を併せ

て♧している㸬 
 ᮇ待している᮶ゼ⪅の割合の上位 2 㡯┠である「地㟈
やὠἼ㸪原Ⓨ事故の内容㸦中央値 55.2%㸧」「㟈⅏によ
る人ⓗ⿕害や≀ⓗ⿕害㸦中央値 52.6%㸧」は㸪どのゼ問
ᮇにおいてもᮇ待している᮶ゼ⪅の割合が他の学⩦内

容とẚ㍑して㧗い㸦ともに図 2 一⾜┠㸧㸬これは㸪地㟈
やὠἼ㸪原Ⓨ事故の内容や⿕害については㸪ゼ問ᮇに

かかわらず᮶ゼ⪅の㛵心が㧗いことを♧している㸬᮶ゼ

⪅のᮇ待に応える⅏害伝承を⾜うためには㸪これらの内

容は常にⓎ信する必せがあると⪃えられる㸬 
それぞれの学⩦内容に対する「ᮇ待」の⤒㐣に╔┠す

ると㸪「Ⓨ⅏のᵝ子や㑊㞴⾜動などのⓎ⅏に命を守

るための対応㸦Ⓨ⅏のᵝ子・⥭急対応㸪図 2 二⾜┠㸧」
は⤒年ⓗにῶ少し㸪「復旧・復⯆㸦図 2 三⾜┠㸧」への
ᮇ待は⤒年ⓗに増加していることがㄞみ取れる㸬 Ⓨ⅏⩣
年の 2012 年には 65.2%の᮶ゼ⪅がゼ問にⓎ⅏のᵝ
子・⥭急対応を学⩦することをᮇ待しており㸪同年の全

体平均の 44.0%より 21.2%㧗かった㸬しかし㸪Ⓨ⅏のᵝ
子・⥭急対応をᮇ待するゼ問⪅は⤒年ⓗにῶ少し㸪Ⓨ⅏

から 5 年┠の 2015 年には全体平均の 32.3%とẚ㍑して
6.8% 㧗い 39.1% となり㸪2016年以㝆は⣙ 38%であった㸬
一方㸪「復旧復⯆」をᮇ待するゼ問⪅は 2012 年には

26.1%㸦同年の全体平均 -17.1%㸧であった㸬2015 年には
11.1% 㸦同年の全体平均 +6.8%㸧となり㸪Ⓨ⅏のᵝ
子・⥭急対応よりᮇ待するゼ問⪅が多くなった㸬Ⓨ⅏か

ら 8, 9年┠の 2018年㸪2019年には㸪復旧復⯆をᮇ待する
ゼ問⪅は㸪それぞれ各年の全体平均を 14.4%㸪16.9%上回
った㸬 
以上より㸪Ⓨ⅏後㛫もない 2~4 年┠にはⓎ⅏のᵝ
子・⥭急対応の学⩦への㛵心が㧗く復旧復⯆への㛵心は

低いが㸪Ⓨ⅏から㛫が⤒㐣した 5, 6 年┠以㝆には㸪⥭
急対応の学⩦への㛵心は低くなり㸪復旧復⯆への㛵心が

㧗くなることを♧している㸬これは㸪Ⓨ⅏当初はⓎ⅏

のᵝ子や㸪㑊㞴⾜動などの「Ⓨ⅏」についての㛵心が

㧗いが㸪Ⓨ⅏から㛫が⤒㐣して⿕⅏地の復旧復⯆が㐍

むと㸪᮶ゼ⪅の㛵心もゼ問の⿕⅏地の≧ἣに合わせて

復旧復⯆の㛵心が㧗くなるためだと⪃えられる㸬このこ

とから㸪᮶ゼ⪅のᮇ待に応える⅏害伝承を⾜うためには㸪

⿕⅏地にある㟈⅏伝承施タの展♧・◊修や㟈⅏伝承団体

の㟈⅏学⩦プログラムは㸪その々の⿕⅏地の≧ἣに合

わせて᭦新していく必せがあると⪃えられる㸬 
応急対応㸦図 2 二ẁ┠㸧については㸪ῶ少傾向にあっ
たが㸪 2017年には 30.0%の᮶ゼ⪅がᮇ待しており㸪前年
ẚ 13.7%ᮇ待が上᪼している㸬これは㸪2016 年 4 ᭶にⓎ
⅏した⇃ᮏ地㟈において㸪仮タ住宅の入居⪅が同年 12᭶
にピークの⣙1.2万名となったことが㛵㐃している可⬟性
がある㸬㏆年の⅏害との㛵㐃性について分ᯒすることを

今後のㄢ㢟とする㸬 
ḟに㸪⿕⅏地での体㦂内容への「ᮇ待」の推⛣を図 3
に♧す㸬ᮇ待している᮶ゼ⪅の割合が᭱も㧗い「⿕⅏地

で名⏘≀や≉⏘≀などを㣗べた㸦⿕⅏地の㣗㸪中央値

26.8%㸪図 3四ẁ┠㸧」は㸪 2013年㸪2020年を㝖き㸪ᮇ
待している᮶ゼ⪅の割合が᭱も㧗い㸬二␒┠に㧗い「⿕

⅏⪅㸦ㄒり㒊やガイドなど㸧のヰを⪺いた㸦図 3 三ẁ
┠㸧」も㸪2012 年㸪2017 年㸪2018 年㸪2019 年を㝖き㸪
᮶ゼ⪅の割合が二␒┠に㧗い㸬これは㸪学⩦内容の地㟈

やὠἼ㸪原Ⓨ事故の内容や⿕害と同ᵝに㸪「⿕⅏地の㣗」

や「⿕⅏⪅のヰを⪺くこと」については㸪ゼ問ᮇにか

かわらず᮶ゼ⪅の㛵心が㧗いことを♧している㸬  
それぞれの体㦂内容に対する「ᮇ待」の推⛣に╔┠す

ると㸪㟈⅏㑇ᵓのぢ学への「ᮇ待」がゼ問ᮇによって

変化していることがㄞみ取れる㸦図 3一ẁ┠㸧㸬「㟈⅏
㑇ᵓをゼれた㸦建≀内に入らず外ほのみ㸧」をᮇ待して

いた᮶ゼ⪅は㸪2012年㸪2013年にはそれぞれ 34.8%㸪
23.5%であり㸪それぞれ同年の全体平均より 14.3%㸪7.9%
㧗かったが㸪2014年㸪2015年にはそれぞれ 3.6%㸦平均 -
7.9%㸧㸪8.7%㸦平均 -2.0%㸧と低下した㸬その後 2016
年㸪2017年にはそれぞれ 24.5%㸦平均+8.2%㸧㸪24.0%
㸦平均+4.4%㸧に上᪼し㸪2018年からは⣙ 18%にやや低
下している㸬「㟈⅏㑇ᵓをゼれた㸦建≀内に入って内ほ

した㸧」については㸪2017年までは「㑇ᵓ㸦外ほ㸧」と
㢮似の傾向であるが㸪2018年以㝆からは「㑇ᵓ㸦外
ほ㸧」と␗なり㸪⣙ 20%で推⛣している㸬 
これらは㸪ᮾ日ᮏ大㟈⅏⿕⅏地の㟈⅏㑇ᵓへの᮶ゼ⪅

の㛵心は㸪Ⓨ⅏ 2㸪3年┠は他の体㦂より㧗いが㸪4, 5年
┠で低下し㸪6年┠以㝆に再び上᪼したことを♧してい
る㸬これは㸪Ⓨ⅏ 2㸪3年┠は㸪Ⓨ⅏のᵝ子・⥭急対応
への㛵心が㧗い㸦図 2㸧ために㸪Ⓨ⅏の㏣体㦂ができ
る㑇ᵓへの㛵心が㧗く㸪Ⓨ⅏ 4㸪5年┠ではⓎ⅏への㛵
心とともに㑇ᵓへの㛵心が低くなったと⪃えられる㸬Ⓨ

⅏ 6年┠以㝆に㑇ᵓへの㛵心が㧗くなったのは㸪⿕⅏地
の復⯆が㐍み㸪Ⓨ⅏のままṧ存する建≀が少なくなっ

⾲ 1 回答⪅属性㸦N=509㸧 

図 1 年代別の来ゼ⪅数 
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たことや㸪Ⓨ⅏から㛫が⤒㐣してⓎ⅏のグ憶がⷧれ

てきたことから㸪㑇ᵓの㔜せ性が増したためだと推察さ

れる㸬以上より㸪㑇ᵓについては᮶ゼ⪅のᮇ待がⓎ⅏か

らの⤒㐣年数で変化する㸬≉に㛗ᮇⓗなどⅬで保存を㆟

ㄽする必せがあると⪃えられる㸬 

㸲㸬おわりに 
 ᮏ◊✲は㸪ᮏ◊✲は㸪Ⓨ⅏から 10年㛫の⿕⅏地への᮶
ゼ⪅のゼ問の「ᮇ待」をゼ問ᮇ別に᫂らかにするこ

とで㸪⿕⅏地への᮶ゼ⪅の「ᮇ待」が変化するのか㸪変

化する場合はどのように変化するのかを᫂らかにするこ

とを┠ⓗとし㸬インターネットㄪᰝとその分ᯒを実施し

た㸬その⤖ᯝ㸪Ⓨ⅏ 10 年㛫のᮾ日ᮏ大㟈⅏の⿕⅏地の
「ᮇ待」はḟのとおりに推⛣していた㸬 
1㸧 Ⓨ⅏┤後から変わらず他の㟈⅏学⩦とẚ㍑して「ᮇ

待」が᭱も㧗い内容は㸪地㟈やὠἼ㸪原Ⓨ事故の内

容や⿕害を学ぶこと㸪⿕⅏地の名⏘≀を㣗べること㸪

⿕⅏⪅のヰを⪺くことであった㸬 
2㸧 Ⓨ⅏後㛫もない 2~4年┠にはⓎ⅏のᵝ子や⥭急対

応の学⩦に対する㛵心がそれぞれ⣙ 60%と㧗く㸪復
旧復⯆の学⩦への㛵心は⣙ 35%と低かった㸬

3㸧 Ⓨ⅏から㛫が⤒㐣した 5, 6年┠以㝆には㸪Ⓨ⅏
のᵝ子や⥭急対応の学⩦への㛵心は⣙ 40%と低くな
り㸪復旧復⯆への㛵心が⣙ 50%と㧗くなった㸬

4㸧 㟈⅏㑇ᵓのぢ学については㸪Ⓨ⅏ 2㸪3 年┠には⣙
25%であり㸪4, 5年┠で⣙ 10%にῶ少し㸪6年┠以㝆
に再び上᪼した㸬

以上の⤖ᯝを㋃まえて㸪᮶ゼ⪅のᮇ待に応える⅏害伝承

を⾜うために㸪ḟの 3Ⅼを提する㸬 
1㸧 ⅏害の内容と⿕害㸪⿕⅏地の「㣗」と「人㸦ㄒり

㒊・ガイド㸧」については㸪Ⓨ⅏からの⤒㐣年数に

よらず᮶ゼ⪅の㛵心が㧗いため㸪学⩦・体㦂できる

図 2 ゼ  に各学⩦内容を期待していた来ゼ⪅の割合の推移 
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⎔境をタけ⥆けること㸬 
2㸧 一方で㸪⥭急対応や復旧復⯆など㸪その々の⿕⅏

地の≧ἣに合わせて伝承内容の᭦新をしていくこと㸬 
3㸧 㟈⅏㑇ᵓについては㸪Ⓨ⅏から年᭶が⤒㐣後に᮶ゼ

⪅のᮇ待が㧗まることがあるため㸪㛗ᮇⓗなどⅬで

保存を㆟ㄽすること㸬

ゼ問ᮇごとの᮶ゼ⪅の≉性との㛵㐃の分ᯒや㸪Ⓨ⅏

11 年以㝆の◊✲㸪他の⿕⅏地の᮶ゼ⪅の「ᮇ待」を᫂ら
かにするための◊✲を⾜い㸪ᮏ◊✲で得られた⤖ᯝの外

ⓗ妥当性や⿕⅏地㛫の差␗を᫂らかにすることを今後の

ㄢ㢟とする㸬  

ㅰ㎡ 
ᮏ◊✲は㸪2021 年度国❧大学ἲ人ᮾ北大学・国土交㏻

┬ᮾ北地方整備局共同◊✲「㟈⅏伝承施タをά⏝した㜵

⅏教⫱に㛵する共同◊✲」㸦代⾲㸸佐⸨⩧㍜㸧および㸪

⛉学◊✲㈝㸦基┙◊✲㸦B㸧「⛉学ⓗエビデンスが支え

る効ᯝⓗで持⥆ⓗな⅏害伝承」㸦◊✲代⾲⪅㸸佐⸨⩧㍜㸧

の助成を受けて実施された㸬 
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震災伝承の「担い手」研修と活動評価に関する実態把握

－東日本大震災被災地；岩手・宮城・福島の3県を対象に－ 
Training for People who Provide Disaster Education and Impact Assessment of their 

Activities – from a 2021 Survey in Iwate, Miyagi and Fukushima Prefecture– 

浅利 満理子1,2
，佐藤 翔輔2

，中川 政治1

Mariko ASARI1,2, Shosuke SATO2 and Masaharu NAKAGAWA1 

1 公益社団法人3.11みらいサポート 
     3.11 Future Support Association 
2 東北大学 災害科学国際研究所 
     International Research Institute of Disaster Science, Tohoku University 

   In this paper, we grasped the actual situation of training and impact assessment from a questionnaire targeting 
groups and facilities which provide disaster education in the 3 prefectures of Iwate, Miyagi, and Fukushima. Most of 
them provide training to their staff, but the implementation rate of their impact assessment was lower. In order to 
expand the development of human resources who provide disaster education, it is required to share the information 
among related parties, set a common scale, consider burden reduction measures and provide introduction support.  

Keywords : disaster education, human resource development, impact assessment, the 2011 Great East Japan 
Earthquake 

１．はじめに

2011 年東日本大震災で被災した地域では，民産官学の

多様な主体により，震災伝承活動が行われてきた．一方，

この 11 年間の地域や社会を取り巻く環境や人の意識・関

心の変化に伴い，伝承活動主体も，南海トラフ地震など

の新たな巨大災害への対応，新型コロナウイルス影響下

での活動手法の模索，「復興・創生期間」終了後の活動

資金の確保など，種々の課題に直面している．将来にわ

たり伝え「続ける」ことによって，今後，低頻度だが大

規模な災害が発生した際に，守れる生命や財産を最大化

することが「伝承」の意義であるとするならば，こうし

た変化にも適応しながら活動が継続される必要があり，

実際にそれを担う人材の確保・育成が欠かせない．

すでに複数の自治体や民間団体によって人材育成の研

修事業が実施されており，例えば，宮城県では，2020 年

度から伝承活動団体・個人，震災伝承施設関係者，自主

防災組織，教育機関を対象に「宮城県震災伝承活動推進

研修」が実施されている 1) ．さらに，こうした募集型の

研修や認定制度以外に，個々の団体・施設レベルでの視

察や研修も行われていることがわかっているが 2) ，その

実態・全体像は明らかになっていなかった．

本稿では，岩手・宮城・福島の 3 県で震災伝承に取り

組む団体・伝承施設を対象に実施したアンケート結果か

ら，研修の実施状況，震災学習参加者等からの活動評価

の実施状況を把握し，震災伝承の「担い手」育成の取り

組みの現状と今後の課題を整理することを目的とする．

２．調査方法
筆者が所属する公益社団法人 3.11 みらいサポートでは，

2017 年以降毎年「東日本大震災伝承活動調査」を実施し

ている． 2021 年 12月までの活動状況を対象に受入人

数・活動状況アンケートを実施し，19 団体・21 施設から

回答の協力を得ることができた．本稿では，このアンケ

ートの研修と活動評価に関する回答について集計を行う．

３．「担い手」研修の実施状況

 各団体・施設の研修実施状況について，「実施してい

る研修の手法」「研修での学びの内容」「一人あたりの

年間研修時間」「研修実施の意図」の 4点について回答

を得た．

図 1，2 に各団体・施設で実施されている「研修の手法

（選択式，複数回答可）」の結果を示す．

図 1 震災学習プログラム提供団体(19 団体)の研修手法 

図 2 震災伝承施設(21 施設)の研修手法 

19 団体中 17 団体，21 施設中 18 施設で，何らかの研修

が行われており，研修手法としては，団体・施設とも約
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半数以上が「東日本大震災他被災地域の視察」「他者企

画の研修やシンポジウムへの参加」と回答，前述の募集

型研修も活用されているようである．その他，伝承施設

はその性質上，人材育成の一環とみなして「避難訓練」

を実施している割合が多いことがわかった．

以下の図 3 は，「研修での学びの内容（選択式，複数

回答可）」の結果を示したものである．

図 3 震災学習プログラム提供団体(19 団体)及び震災伝承

施設(21 施設)の研修での学びの内容 

 回答した全団体・施設の半数以上が「自治体の復興の

取り組み」「自治体の被災状況」「他施設・団体の案内

方法」を選択している．

地域別の顕著な傾向は認められなかったが，「原子力

発電所事故の内容」の学びが，福島だけでなく岩手・宮

城でも意識されていることは，一つの特徴と言える．

４．参加者・来館者による活動の評価状況

 直接的な人材育成の手法ではないが，震災学習プログ

ラム参加者・伝承施設来館者からの活動に対する評価機

会の設定について，「参加者／来館者の『防災意識や行

動の変化』を測る取り組み有無（図 4）」及び「取り組

み事例（取り組んでいる方のみ）」の回答を得た．

図 4 震災学習プログラム提供団体(19 団体)及び震災伝承

施設(21 施設)の参加者／来館者評価の取り組み状況 

 震災学習プログラム提供団体は「取り組んでいる」

32%，「取り組もうとしているが方法がわからない」

26%，「取り組んでいない・取り組む予定もない」42%
であり，約 1/3 が評価を実施，約 1/4 が導入したいと考え

ていることがわかる．一方，伝承施設は「取り組んでい

る」14%，「取り組もうとしているが方法がわからな

い」14%，「取り組んでいない・取り組む予定もない」

72%と，プログラム提供団体の実施状況と比較し，評価

実施，導入希望の割合が少ない結果となった．

実際の取り組み事例については，次のような自由記述

があった（以下，要約）．

・学校に対しアンケートを実施 [岩手/施設]
・感想カードの自由記入 [宮城/施設]
・旅行会社へのヒアリング [岩手/団体]

・モニタープログラム実施（予定）[岩手/団体]
・ワークショップ等のアウトプット機会設定 [宮城/団体]
・感想文の回収（内容は学校による）[宮城/団体]

５．まとめ・今後の課題

本稿で，岩手・宮城・福島で震災伝承に取り組む団

体・施設の研修実施状況，震災学習参加者等からの活動

評価実施状況の把握を試みた結果，次のことが分かった．

1) 9割弱の団体・施設が，他地域視察，他者主催研

修・行事参加，避難訓練等の研修を実施し，半数以

上が地域の被災・復興状況，案内方法を学んでいる．

2) 32%の団体・14%の伝承施設が，伝承活動に対する評

価機会を設定している．取り組みたいが方法がわか

らず未実施の団体・施設も，各同数程度存在する．

3) 団体・施設ごとに伝承の「担い手」に求める資質や

研修や活動評価内容を設定しており，地域別の傾向

や共通の目的，指標の存在は確認されなかった．

 長期的な伝承実践の継続を目指して，今後さらに研修

や活動評価を通じた「担い手」育成の取り組み充実化を

図ろうとする場合，以下のような課題が考えられる．

1) 現行の研修や評価事例を団体・施設間で情報共有す

ることで，育成手法・内容改良の余地がある．

2) 研修の目標，震災学習の効果測定指標を言語化し，

複数の団体・施設で共用，継続的な分析による，育

成手法自体の効果測定，改良が望まれる．

3) 活動評価は，設計，説明，回収，分析，活用等に手

間がかかるため，団体・施設および参加者・来館者

双方の負担軽減の方策検討，導入支援が望まれる．

4) 多様な主体が参加可能な研修・行事，交流会，相談

会等の機会設定による現場の負担軽減が望まれる．

 これまでに進められてきた，災害時の「生きる力」の

尺度 3) や震災学習を通じた「災害共生文化態度尺度」4) 
の開発の動きと並行し，伝承の現場で実用可能な「担い

手」育成のあり方を検討していきたい．
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災害の記憶におけるパブリックヒストリーとダークツーリズム
Public History and Dark Tourism in the Memory of Disaster 
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In recent years, a new concept in historiography called “public history” has been gaining attention. Although its 
meaning is extremely broad, it is generally considered to be “a new trend in history that seeks to treat history as a value 
shared by the public in the region, rather than something reserved for specialists as in the past.” This new movement in 
historiography is expected to play a major role in future disaster management. This article examines the 
interrelationship between disasters, dark tourism, and public history, and discusses the possibilities for future 
collaboration among the three. 
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1．パブリックヒストリーとはなにか?
パブリックヒストリーという言葉で表現される概念に

は幅があるものの，概ね，「歴史をこれまでのような専

門家だけのものとせずに，地域の一般の人達によって共

有される価値として扱おうとする歴史学の新しい流れ」

と考えてよいであろう1．このパブリックヒストリーが生

まれてきた経緯については専門書に譲るが，今後防災の

世界においてこの歴史学の新潮流が，大きな役割を果た

すことが予想される．本稿では，災害とダークツーリズ

ムそしてパブリックヒストリーの相互関係について考察

し，今後の三者の協調の可能性について論じる．

２．災害と歴史学の関係
 従来，歴史というものは専門的教育を受けた歴史家に

よって記述されるものとされており，カーは 1961 年のケ

ンブリッジ大学における講演で「歴史とは歴史家と事実

との間の相互作用の不断の過程」という定義を述べてい

る．そこには，歴史家という専門家が歴史を担うという

構造が，いわば当然の理として現れている2．

 しかし，人類にとって重要な過去の記憶は，無論歴史

家によって叙述された記録だけにとどまらない．いや，

むしろ防災や災害対応の世界においては，無名の人々の

肌感覚のような記憶が教訓として重要な意味を持つこと

も多い．その祖も，防災の領域は，学者・研究者だけで

完結するということはありえず，一般市民や実務家たち

との協働は当然の前提となっている．

 その意味で，災害の記憶の承継は，パブリックヒスト

リーの概念と親和性が高いと言えよう．

３．ダークツーリズムとパブリックヒストリー
 パブリックヒストリーの概念が説明される際に，しば

しば，「大学の外に出て」というキーフレーズが用いら

れる．この「大学の外」という言葉が意味するところは，

博物館であったり，公民館のような社会学習施設である

ことも多いが，観光資源として歴史は大きな顧客誘引力

を持つため，いわゆる“観光地”がパブリックヒストリ

ーの実践場の主要な一つであることは疑いがないし，そ

れはパブリックヒストリーの専門家たちも認めるところ

である．

 特に，戦争や災害を始めとする悲劇の場で展開される

ダークツーリズムは，歴史学がこれまで軽視していた市

井の人々の言葉や知恵が観光シーンで表現されるため，

パブリックヒストリーの理想的な展開現場とも言える．

上記，２．および３．における理解を図解化したものが

図１である．

図 1

この図は，観光という営為の中に，ダークツーリズムが

ほぼ内包されるものの，ダークツーリズムには観光とい

う言葉では回収しきれない領域があることを示すととも

に，ダークツーリズムには戦争や災害を始めとし，様々

な領域があることを表している．そして，パブリックヒ

ストリーというある種の歴史の実践は，観光と重なる部

分が多くあるとともに，特にダークツーリズムにおいて，

その重なりが明確化するという構造を表している．

４．防災実践とパブリックヒストリーの相乗効果 
前掲菅・北條(2019)によれば，現在，パブリックヒス

トリーが直面する問題の一つに，歴史修正主義者との戦

いがある．歴史を専門家の独占対象としないパブリック

ヒストリーの理念はなるほど確かに素晴らしいところで

あるが，歴史学の大衆化に伴って訓練を受けていない

「素人」が発言する機会を得る以上，史料上ありえない
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解釈や論理の飛躍がしばしば語られることになる．「ア

ウシュヴィッツ否定論」などの荒唐無稽な言説にも，専

門家たちは粘り強く対応してきた．

 ただ，防災に関しては，関東大震災における朝鮮人虐

殺等の特殊なケースを除いては，現場で歴史修正主義と

対峙しなくてはならないという状況はあまりなく，その

意味ではパブリックヒストリーを実践しやすいと言える．

したがって，日本におけるパブリックヒストリーの実践

例として，防災教育を含めた災害のダークツーリズムは，

大きなポテンシャルを有している．

 また，日本において「歴史嫌い」という人々はかなり

の数に上ることがわかっているが，これは机上の勉強と

して暗記を強いられてきたことと無縁ではない3．現場で

防災に関する語りを聞いている最中，現状では当事者は

おそらく自分が歴史教育を受けているとは思わないであ

ろう．パブリックヒストリーを防災教育と結合させるこ

とは，歴史に関する拒否反応を示していた層に新たな歴

史との関係性を築くことにもなる．

５．まとめにかえて
ここまで，災害におけるダークツーリズムとパブリッ

クヒストリーの関係性について考察を深めてきた．日本

におけるパブリックヒストリーの研究は始まったばかり

でまだ明確な定義もない．しかしながら，パブリックヒ

ストリーに大きな期待が寄せられていることは確かであ

り，それに応える領域として，災害に係るダークツーリ

ズムが大きな将来性を有するという点は明確化出来たの

ではないだろうか．今後は，このパブリックヒストリー

が現実の災害対応や防災の活動とどのように関わるのか

注視していきたいと考えている．
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南海トラフ地震臨時情報を住民と一緒に考える勉強会の実践
Implementation of Study Sessions with Residents for 
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      In this paper, study sessions with residents for Nankai Trough Earthquake Extra Information in Toyohashi City 
were reported. In Toyohashi City, we held study sessions in 9 elementary school districts where there are residences 
among the areas subject to pre-evacuation. These study sessions are not information disclosure session that the 
government talks unilaterally. The study session result in that residents examine how to respond on equal footing with 
the government. We strongly believe that it will be helpful in enlightening the residents about Nankai Trough 
Earthquake Extra Information. 

Keywords : Nankai Trough Earthquake Extra Information, enlightening method 

１．はじめに
南海トラフ地震臨時情報については，その内容が住民

に浸透していないことが大きな課題となっている．NHK
が令和4年3月7日に公表した“「南海トラフ地震臨時情報」

に関する自治体アンケート”では，関東から九州の139自
治体を対象にアンケート調査が行われ，南海トラフ地震

臨時情報の内容が住民に浸透しているかという項目で，

約24％の自治体が「十分浸透している」「ある程度浸透

している」と回答している1)．また，倉田らは南海トラ

フ臨時情報について行政の意図と住民の行動志向に齟齬

が生じていることを指摘している2）．

豊橋市では，南海トラフ地震臨時情報発表時の対応に

ついて市の広報誌（令和3年6月号）で特集を組み全戸配

布するなどの情報啓発活動を行ってきた．しかしながら，

豊橋市在住の18歳以上を対象としたインターネットモニ

ターへのアンケートを令和3年9月から10月にかけて実施

したところ，南海トラフ地震について「内容を含めて知

っている」と98％の人が回答した一方で，南海トラフ地

震臨時情報という言葉を知っているかという問いに対し

ては「内容を含めて知っている」と回答したのは約27％
であった．

そこで，南海トラフ地震臨時情報の概要について住民

に知ってもらい，南海トラフ地震臨時情報発表時の対応

についての理解を促進することを目的とし，勉強会を企

画，実施した．なお，説明会でなく勉強会としたのは，

行政が一方的に情報提供するのではなく，住民と行政が

対等な立場で，臨時情報対応を一緒に考える機会とする

ためである．

図1 豊橋市位置図 

豊橋市では南海トラフ地震臨時情報発表時の事前避難

対象地域について，内閣府「南海トラフ地震の多様な発

生形態に備えた防災対応検討ガイドライン（第一版）」

や，愛知県「南海トラフ地震臨時情報発表時の事前避難

の検討手引き」に基づき，南海トラフ地震監視領域内に

おいて発生した地震による津波または地震動に伴う堤防

沈下等の影響により，30cm以上の浸水が地震発生から30
分以内に生じる地域を基本として検討し，後発地震が発

生してからの避難では間に合わない恐れがある地域を考

慮した上で，令和3年2月に12の小学校区の中で事前避難

対象地域を設定している．その設定範囲と小学校区の関

係を図2に示す．また，それぞれの小学校区に占める事前

避難対象地域に居住する人口を表1に示した．津田校区の

ように，対象者が校区人口の8割近くを占めるところもあ

れば，校区内のごくわずかな居住者のみが対象のところ

もあることがわかる． 

豊橋市 

地域安全学会梗概集 No.50, 2022.5

-  237 -



図2 豊橋市の津波浸水想定域（理論上最大モデル）と事前避難対象地域 

表１ 南海トラフ地震臨時情報事前避難対象者と勉強会実施状況（世帯数・人口算出令和2年度） 

校区名

校区の状況 事前避難対象者 勉強会

世帯数 人口 世帯 人口
占める

人口割合
実施日

参加者数

自治会役員 職員 教員

牟呂 6,063世帯 13,842 人 1,636世帯 3,072 人 22% R3.3.21 13 名 5 名 2 名 

吉田方 7,398世帯 8,809 人 362世帯 989 人 11% R3.3.27 35 名 7 名 3 名 

前芝 1,621世帯 2,060 人 269世帯 658 人 32% R3.5.22 13 名 5 名 2 名 

津田 1,653世帯 2,012 人 640世帯 1,586 人 79% R3.6.20 15 名 4 名 2 名 

磯辺 4,503世帯 5,541 人 78世帯 217 人 4% R3.9.18 9 名 4 名 1 名 

大崎 1,834世帯 2,159 人 3世帯 3 人 0.1% R3.11.14 14 名 4 名 1 名 

汐田 3,499世帯 4,119 人 41世帯 117 人 3% R3.11.20 13 名 4 名 1 名 

小沢 889世帯 1,169 人 58世帯 58 人 5% R4.1.14 8 名 1 名 −

杉山 1,434世帯 2,171 人 16世帯 58 人 3% R4.2.27 21 名 4 名 1 名 

２．南海トラフ地震臨時情報勉強会の概要
南海トラフ地震臨時情報勉強会（以下，勉強会）は，

まず，事前避難対象地域のある 12小学校区のうち，事前

避難対象地域に住家のある 9 校区を対象に実施すること

とした．住民の参加者は，表 1 のように各校区防災協議

会メンバーなど自治会役員に限定した．事前避難対象地

域の住民（以下，事前避難対象者）にも参加して欲しい

という思いがあったが，新型コロナウイルス感染対策の

ために人数を限定せざるを得なかった．このため，校区

自治会役員から校区住民に伝えてもらうことを狙いとし，

自治会役員を対象とすることとした．また，参加できな

い住民に対し「南海トラフ地震臨時情報にどう対応すれ

ばいいの？」という啓発動画を作成し，豊橋市の公式ホ

ームページ 3）に掲載した．

勉強会には豊橋市役所職員（管理職，担当グループ主

査，担当）と，名古屋大学減災連携研究センター教員数

名が参加した．

勉強会の流れは，内閣府の紹介動画や豊橋市の指針を

動画にまとめたものを活用しながら南海トラフ地震臨時

情報の概要について説明し，その後質問などを交えなが

ら南海トラフ地震臨時情報が発出された場合の対応につ

いて話し合っていくものとした．

図 3 勉強会（一例）の様子 
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表 2 南海トラフ地震臨時情報勉強会の流れ 

挨拶 

「豊橋市南海トラフ地震臨時情報に係る防

災対応指針」検討に地域の代表である自治

会長が参加し一緒に作ったこと，勉強会で

は具体的にどう行動するのかを参加者と一

緒に考えていきたい旨を伝える 

説明 

内閣府作成の動画，豊橋市作成の動画を交

えて，南海トラフ地震臨時情報の概要と，

臨時情報が発出された場合にどうなるのか

を伝える 

質疑 

議論 

説明部分について住民から疑問があるかを

聞き取ると同時に，行政，大学教員とで対

応について話し合いを行う 

勉強会という雰囲気作りのためにはコないしロの字に

なって話すことが理想的であるかもしれないが，南海ト

ラフ地震臨時情報の概要説明などを行うことを考え，さ

らに感染症対策のため，図 3 のように参加者が同じ方向

を向く講義形式の配席とした．

また，表 2 に示すように，参加者と一緒に考えていく

ということを挨拶の中に盛り込んだり，行政が住民に対

して質問をするなど，説明会とは違い住民と行政とが対

等に話し合い一緒に考えていく勉強会という場であるこ

とを，住民に理解してもらえるよう努めた．

南海トラフ地震や南海トラフ地震臨時情報について，

専門家や資料など科学的根拠に基づき伝えることを常に

心がけるとともに，わからないことや不確定な部分があ

ることも共有した．

３．勉強会参加者からの意見・疑問 
勉強会では，表 3 のように様々な意見や疑問が出され

た．なお，表中の「➡」は行政からの回答である． 

校区の指定避難所が事前避難対象地域に含まれる前芝

校区では，臨時情報が出された際に他の校区に避難する

必要がある．これまでのところ，校区内の指定避難所に

避難する訓練を行なってきており，他の校区に避難する

ことについて，他校区に対して迷惑になるのではないか

など不安があり，従来通り校区内指定避難所に避難した

いという声があった．そのうえで，指定避難所への避難

が最優先ではなく，親戚・知人宅などへの避難の考えも

共有した． 

津波ではなく河川浸水想定区域内に指定避難所がある

磯辺校区では、臨時情報が出た際に避難所が開設される

のか，また，避難してよいのかという懸念が示された．

これに対し，市対応計画では，この校区の指定避難所は

津波浸水想定区域外であることと，指定避難所は災害種

別に応じて開設することが確認された． 

大崎校区では，校区内にある企業について，臨時情報

が出た場合にどうなるのかと心配する声があった．事業

所には，対応はそれぞれだが，南海トラフ地震臨時情報

に対する原則として，地震に警戒しつつ事業継続をお願

いしている．この校区には工業団地があるため，市とし

ては今後住民との勉強会とは別の企業と話す機会を設け

たいと考え，アプローチをしているところである． 

また，汐田校区では，実際に事前避難対象地域内を歩

いてみる試みをした結果，津波がどのように遡上してく

るかということを住民が想像できたという意見があった． 

杉山校区では，事前避難対象地域の設定が過小ではな

いかという意見があった．この地域には紙田川という川

が流れており，過去にこの周辺で河川氾濫による浸水被

害があったことから，地域住民としてはそこが含まれて

いないのは何故なのかという疑問であった．河川氾濫と

津波浸水の想定が違うことを伝えた．津波の河川遡上に

ついて心配の声があったため，津波注意報・警報が発出

された場合は避難行動を取ることが原則であり，その上

で，後発地震に備えて避難を継続する目安として，南海

トラフ地震臨時情報があることを説明した． 

表 3 勉強会での参加者からの意見・疑問 

住民の意見・質問 

前芝 今まで校区内小中学校への避難訓練をおこ

なってきた．しかし，臨時情報が出される

と，他の校区に避難しなければならないこ

とがわかった．そんな訓練はしたことがな

いし，他の校区にも迷惑になる．地元で避

難することはできないだろうか？ 

➡避難所への避難が最優先ではない．まず

親戚・知人宅などへの避難を考えてほし

い．避難先校区と合同で防災訓練の実施に

ついて，検討していきたい．

津田 ほとんどの人が南海トラフ地震臨時情報に

ついて知らない．どうやって周知するかが

今後の課題だと考える． 

磯辺 校区が河川浸水想定区域に入っているが，

小学校が避難所で大丈夫か？ 

➡避難所は災害種別・規模に応じて開設す

る．河川浸水想定区域内であっても，津波

で影響がなければ指定避難所として開設で

きるものと考えている．

大崎 基本的にはライフラインは停止しないとあ

るが，校区内の事業所はどうなるのか？ 

➡事業所の対応はそれぞれだが，南海トラ

フ臨時情報に対する原則として，地震に警

戒しつつ事業継続をお願いしている．

大崎 校区内の事前避難対象者が少ないが，それ

でも学校は休校になるのか？ 

➡小学校が指定避難所であるため原則休校

となるが，避難者数により他の指定避難所

を使用するなど柔軟に対応を考える．

汐田 大学の先生が質問に答えてくれてわかりや

すかったので，このような機会を訓練に含

めてもいいのではないかと思った． 
汐田 校区内の事前避難対象地域を実際に見に行

って，校区を流れる河川だけでなく，少し

離れた河川からの影響もあることを初めて

知り，勉強になった． 
汐田 勉強会の内容を，今後の校区防災訓練に取

り入れてもらいたい． 

杉山 事前避難対象地域が狭すぎるのではない

か？過去の雨で，川の付近で浸水した場所

があるが含まれていない．どのように事前

避難対象地域が決まったのか？ 

➡内閣府ガイドライン及び愛知県の指針に

基づき，津波または地震動に伴う堤防沈下

等の影響で，30cm 以上の浸水が地震発生か

ら 30 分以内に生じる地域を基本とした上

で，後発地震発生後の避難で間に合わない

地域を事前避難対象地域を設定している．
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４.勉強会による結果と効果の考察
(1)臨時情報とその対応に関する課題の考察

今回は感染症対策により参加者数を限定せざるを得ず，

勉強会に事事前避難対象者全員に勉強会に参加してもら

うことが困難であった．この状況に対して，南海トラフ

地震臨時情報が発出された場合に，事前避難対象者がど

のような行動を取る必要があるのかを知ってもらうため

に動画を作成し，豊橋市のホームページ上で公開するな

どし，勉強会に先駆けて周知した． 

指定避難所が事前避難対象地域に含まれる校区では，

これまで校区の指定避難所に避難する訓練を行なってき

たが，臨時情報発表時には他の地域に避難することにな

るため，校区における避難訓練のあり方について再考す

る必要があることがわかった．校区人口の 32％が事前避

難対象者となっている前芝校区よりも事前避難対象者の

割合が多い地区においても，同様の課題が出てくること

が考えられる．勉強会の参加者は限定的であったが，そ

れぞれの地域特性にあった避難訓練を考える必要がある

ことがわかった．また，避難所への避難が最優先ではな

く親戚・知人宅に避難する分散避難についてさらに啓発

していく必要があるといえよう． 
また，河川浸水想定区域内に指定避難所がある磯辺校

区において，臨時情報が出た際に避難所が開設されるの

かという不安が述べられた．このことから今後，臨時情

報による避難時における風水害など複合災害対応につい

ても検討する必要性があることが分かった． 

事前避難対象地域について，1 章で触れたように，南

海トラフ地震監視領域内で起きた地震による津波または

地震動に伴う堤防沈下等の影響により，30cm 以上の浸水

が地震発生から 30 分以内に生じる地域だけでなく，後発

地震が発生してからの避難では間に合わない恐れがある

地域を考慮し設定しており，住民から「広すぎる」とい

う意見が出るものと勉強会実施前は想定していた．しか

しながら，勉強会では過小であるとの意見が出され，こ

の地区の住民の災害に備えようという防災意識が醸成さ

れてきていると推察された． 

（2）勉強会方式の考察 

勉強会に参加した住民からは，南海トラフ地震臨時情

報について知らなかったので勉強になったという感想が

一様に聞かれた．さらに，説明会と比較して和やかな空

気の中で今後どのように周知していくかという課題など

を共有し，みんなで一緒に対応を考えられるいい機会で

あったという意見が得られたことから，勉強会で設定し

た目的は一定度達成できたと考える． 

勉強会方式とするにあたり，地震災害についての知識

があり，かつ，俯瞰しアドバイスができる第三者として，

専門家が参画した．これにより，勉強会という雰囲気が

強くなり，住民対行政という状況にならなかったと考え

る．行政サービスや，住民サービスという言葉もあるよ

うに，住民と地方自治体とはサービスを受ける側と，提

供する側という立場にあることが多い．防災分野におい

ても，備えをすることも含め行政の処理すべきことと考

える住民もいる．協働したいという思いが住民に伝わら

ず，説明をしようにもなぜか対立するような構造になっ

てしまったり，一緒に考えるつもりが住民からの要望を

聞くだけになってしまうことに頭を悩ませる行政職員も

いる．このような状況がある中で，知識があり俯瞰して

アドバイスができる第三者が参加することは，勉強会の

実践で有用であったと考える． 

また，研究者の側も，地域住民の疑問に直接触れるこ

とができ，行政と住民とのやりとりの中に情報の理解促

進や地域としての対応にかかる課題を見出すきっかけを

つかむことができた．これは，アンケート調査などでは

得られない成果と言える．今回取り組んだ三者による勉

強会は，災害情報にかかる実践的研究を進めるひとつの

手段として有効であると示しえた． 

５．まとめ 
豊橋市の事前避難対象地域のある 9 校区について，南

海トラフ地震臨時情報勉強会を実施した．その結果，勉

強会という場で住民と行政が対等な立場で一緒に考える

機会を通して，現行の避難訓練内容と臨時情報発出時の

対応で齟齬があり訓練のあり方を再考する必要があるこ

とや，臨時情報による避難時における風水害など複合災

害対応について検討する必要性があることなど，住民も

行政も相互に気づくことが多くあった．また研究者も地

域でいかに共通認識を構築していくのか，実践上のプロ

セスとして理解することが出来た．本稿での南海トラフ

地震臨時情報勉強会の実践が，南海トラフ地震臨時情報

を通した地域防災力向上に向けた行政による住民啓発の

ひとつの手法であるといえた．

しかしながら，対象人数を絞らざるを得ず，事前避難

について，本当に避難できるのかなど，事前避難対象者

の生の声は十分に把握できなかった．また，事前避難対

象地域に住んでいない参加者は，事前避難対象者の置か

れる状況を想像することが困難であったといえる．今後，

事前避難対象者が，どんな事態に困るのかを知るための

ワークショップを通して，行政における事前対応につい

て検証することが求められる．

また，今回の勉強会では，南海トラフ地震臨時情報に

フォーカスを当てすぎた結果，基本的な地震に対する備

えがあった上での臨時情報対応であるということを，住

民がイメージできにくくなってしまう恐れがあると推察

される．したがって，今後は，南海トラフ地震臨時情報

のみに焦点を絞るのではなく，地域防災力向上の取り組

みの中で，起こりうる地震・津波災害のひとつとして，

南海トラフ地震臨時情報の啓発が必要である．
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まち保⫱における㜵⅏・ῶ⅏の取り⤌み 
㸫まちの㈨※を学ぶ㜵⅏教材「てくてくまっち」の㛤Ⓨ㸫 

Disaster Risk Reduction Activities in Child-Friendly Cities 
- Development of teku-teku match Aims to Teach 

Disaster Management Resources in Neighborhood and Community - 
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   This paper describes disaster risk reduction activities in the field of building and expanding child-friendly cities. 
Some nursery schools and kindergartens must prepare evacuation plans because they are located in the hazard area. In 
addition, it is also important for children to spend time outside and build a good relationship with their neighbors. 
Consequently, they will be able to find emergency evacuation sites and neighbors to support them during disasters. 
Based on the above, we developed an educational material, a memory card game called teku-teku match, to teach 
resources for disaster management in neighborhood and community. The materials will help children and staff of 
nursery schools and kindergartens to learn disaster management through playing and walking outside with cards. 

Keywords : children, nursery school, kindergarten, disaster education, card game, community-based disaster 
management 

㸯㸬はじめに 
ᶓ市⚄奈川区では㸪大つᶍ⅏害に備えて㸪保⫱所・

幼⛶園➼㸦以下㸪幼保タ㸧の㜵⅏対⟇を⾜ᨻと大学が

ᨭする取り⤌みを 2019 年度より㐍めてきた㸬2021 年
度には㸪幼保タに㏻う園児と⫋員が㸪᪥常のά動の延

㛗⥺上で㸪㜵⅏・ῶ⅏のどⅬからまちの㈨※とά⏝᪉ἲ

を学ぶことができるᩍᮦ「てくてくまっち」を㛤Ⓨした㸬

ᮏ報では㸪まち保⫱ 1) を推奨する❧場からこの㜵⅏ᩍᮦ

を㛤Ⓨした⫼ᬒと㛤Ⓨのプロセスについて報告する㸬 

㸰㸬「まち保⫱」と㜵⅏・ῶ⅏ 
まち保⫱とは㸪子どもの⫱ちの⯙台をまちに広げるᴫ

念である㸬子どもを「まちで⫱てる」ことで㸪やがて子

どもが主体性を持って「まちで⫱つ」ようになり㸪住Ẹ

の㛵心が広がり子どもを「まちが⫱てる」ようになり㸪

᭱⤊ⓗに子どもを㏻して「まちが⫱つ」ことにつながる

という⪃え᪉で㸪子どもの⫱ちのどⅬに加え㸪まちが⫱

つこともᮇ待している㸬幼保タの園外ά動㸪家庭⏕ά㸪

地域ά動などᵝ々な場㠃での実㊶が推奨される㸬 
しかし㸪まち保⫱を実する㝿は㸪保⫱⪅・ᩍ⫱⪅や

地域住Ẹ㸪保ㆤ⪅㸪子ども⮬㌟が「まち」にどのような

⅏害リスクと㜵⅏㈨※が存在するかを把ᥱし㸪㜵⅏・ῶ

⅏対⟇をㅮじる必せがある㸬一᪉で㸪まち保⫱を㏻して㸪

幼保タや子どもと地域コミュニティとの㛵係性が⠏か

れ㸪⅏害のᨭ体制をᵓ⠏できる可⬟性も᭷する㸬 
例えば㸪㒔心㒊では㸪園庭のない小つᶍな保⫱所が㥐

周㎶など利便性の㧗いエリアに᪂タされる傾向が⥆いて

いる㸬園庭のない保⫱所では᪥常ⓗにᩓṌなどの園外保

⫱が⾜われているため㸪タ周㎶の⅏害リスクと安全な

㑊㞴場所・⤒㊰の把ᥱはḞかせない㸬また㸪⫋員ᩘが㝈

られ㸪⅏害Ⓨ⏕には保ㆤ⪅が帰宅困㞴となる㸦お㏄え

が㐜くなる㸧可⬟性もあり㸪周㎶の住Ẹや事ᴗ所➼のᨭ

も必せである㸬平常の「まち保⫱」の取り⤌みが㸪

応急対応ᮇ㸪さらに復ᪧ・復⯆ᮇのせ㓄慮⪅㸦乳幼児㸧

ᨭの基┙となると⪃えられる㸬 

㸱㸬ᶓ市⚄奈川区における取り⤌み 
⚄奈川区㸦㠃✚ 23.9km2㸪人口 24.3 万人㸧はᶓ市北

ᮾ㒊のᪧᮾᾏ㐨ἢいのṔ史あるᪧ市⾤エリアに位⨨し㸪

ᮌ㐀密㞟地域も存在する㸬ᾏに㠃し㸪内㝣には急ᩳ㠃地

もあることから㸪ὠἼ㸪ᾮ≧化㸪㧗₻㸪ὥỈ㸪土◁⅏害

など多ᵝな⅏害リスクを᭷する㸬また㸪ᮾ⚄奈川㥐周㎶㸪

ᶓ㥐周㎶など⅏害の帰宅困㞴⪅のㄢ㢟を᭷するエリ

アもある㸬

➹⪅らは㸪2019 年度より 3 年㛫「まち保⫱」と㜵⅏対
⟇としての「共助」をキーワードに㸪ハザード情報をは

じめとする地域の⎔境とステークホルダの⌮ゎ㸪地域と

の㐃ᦠへの動ᶵ付け㸪幼保タ⮬らが地域との㛵係をᵓ

⠏していくための意㆑啓Ⓨ㸪地域とともに園児・保ㆤ⪅

を巻き㎸む体制づくりや手ἲを᳨ウしてきた㸬具体ⓗに

は㸪⚄奈川区内にある⣙ 130 の幼保タの保⫱⪅・ᩍ⫱
⪅を対㇟とした◊修会をィ 7回実するとともに㸪I保⫱
園と S幼⛶園㸪ἢ岸エリアの K地区で伴奏ᨭ㸦ワーク
ショップの企⏬・実など㸧を⾜いながら㸪各タの❧

地やつᶍ㸪各タを利⏝する乳幼児㸦就学前児❺㸧の≉

性➼をふまえてᩍᮦ㛤Ⓨに取り⤌んだ㸬
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㸲㸬⤮合わせカード「てくてくまっち」の㛤Ⓨ 
 保⫱スタッフからのᥦをᶵに㸪乳児ᮇの子どもたち

も㸪᪥常の㐟びのなかで⥅⥆ⓗに㜵⅏・ῶ⅏のどⅬから

まちの㈨※とά⏝᪉ἲを学ぶことができる⤮合わせカー

ド『てくてくまっち』を㛤Ⓨした㸬  
(1)イラストカードの㑅定

区内にあるタやタ備㸪ᶆ㆑㸪人・⏕き≀など地域㈨

※の候⿵を抽出し㸪大学⏕と保⫱士➼が㆟ㄽしながら㸪

子どもの┠⥺に❧って 20アイテムを㑅定しイラストカー
ド化した㸬ᵝ々な㐟び᪉に対応できるように各アイテム

2 ᯛ 1 ⤌とした㸬副ㄞᮏ 2) も作成し㸪各アイテムを「▱

り⫱つ」「つながる」「㜵⅏・ῶ⅏」「SDGs」の㸲つの
切り口でゎㄝしている㸬᪥常・㠀常を切り㞳さず㸪そ

れぞれの地域㈨※の存在意⩏を㸪多㠃ⓗなどⅬから⌮ゎ

することを┠指した㸬さらに㸪ⓑ⣬カードを 2 ⤌加え㸪
まちにある大切なもの・場所㸪つながりたい人・⤌⧊に

ついて⪃えることを促している㸬20 アイテムと「㜵⅏・
ῶ⅏」㛵㐃の子どもへの声かけ例を⾲㸯に♧す㸬 

⾲㸯㸬地域㈨※アイテムと子どもへの声かけ例 
地域資源 「防災䞉減災」関連の声かけ例 他の声かけ例 

学校 災害時に避難す䜛とこ䜝。生活す䜛ことが

あ䜛か䜒し䜜䜎せ䜣。 

卒園した䜙通う場所。 

公園  いざという時に避難場所にな䜚䜎す。䝖䜲

䝺䜔水道の様子䜒子ど䜒たちと確認して

おき䜎し䜗う。延焼防止機能䜒あ䜚䜎す。

䜏䜣なの遊䜃場。 

䜎ちの人の憩いの場。 

空き地 おさ䜣䜍途中で地震が起きた䜙ここに一

時避難。 

おさ䜣䜍途中のち䜗っと

した休憩場所。 

川䞉水路 大雨のときは水かさが増えて危険。見に

行かない、近づかない䜘うに。 

水路に䜘っては、水道が止䜎った時の生

活用水䠄 飲料不可䠅として使え䜎す。 

川の流䜜䜛音は聞こえ

䜛かな䠛 

生き物はい䜛かな䠛 

生垣 生木なので延焼防止に䜒な䜚、根が張っ

てい䜛ので転倒しにくいです。 

※䝤䝻䝑䜽塀䜔石垣は震災時に倒䜜あ䜛

か䜒し䜜ないので気つけて。

䜎ちに緑が増えて景観

が良くな䜚䜎す。 

䝬䞁䝩䞊䝹 消火栓は火事などの非常時に使い䜎す。 

大雨の時は下水道の䝬䞁䝩䞊䝹か䜙離䜜

䜎し䜗う。 

何種類あ䜛かな䠛 

道路の下には暮䜙し䜢

支え䜛䜒のが隠䜜てい

䜎す。 

交番  いざという時は駆け込䜣で。 

※䜎ちの消防署と䜒つなが䜚䜢深䜑ておき

䜎し䜗う。

落とし物䜢届けた䜚、道

䜢聞いた䜚でき䜎す。 

防災倉庫 一般的には非常食䜔飲料水などが保管さ

䜜てい䜎す。子ど䜒たちと見学す䜛機会䜢

作䜛の䜒䜘いですね。 

どこにあ䜛䠛 

ど䜣な䜒のが入ってい

䜛のかな䠛 

䜹䞊䝤䝭䝷䞊 車の往来が多いとこ䜝䜔見通しの悪いと

こ䜝に設置さ䜜てい䜎す。 

䜹䞊䝤䝭䝷䞊䜢見つけた䜙車䜔自転車に

注意䟿

鏡には何が映って見え

䜛かな䠛ど う してそ 

䜣な䜅うに見え䜛のか

な䠛 

津波䞉海抜

標識 

標識䜢確認して䜎ちの地形䜢把握し䜎し䜗

う。いざという時は数字が大きい方に逃げ

䜎す。 

おさ䜣䜍䝁䞊䝇の海抜

䠄海面か䜙の高さ䠅はど

䜜く䜙い䠛 

避難所標識 園にい䜙䜜ない時には避難所に行き䜎

す。 

避難所はどこにあ䜛䠛 

い䜝い䜝な標識䜢探して

䜏䜎し䜗う。 

公衆電話 災害䜔停電の時で䜒使え䜛ことが多いで

す。数が少なくなってい䜛ので場所䜢䝏䜵

䝑䜽。 

どこにあ䜛䠛 

どう䜔って使うのかな䠛 

110番, 119番は無料。 

自動販売機 夜は電気がついてい䜛か䜙明䜛いです。 

災害時には無料で飲䜏物䜢提供してく䜜

䜛「災害対応自販機」䜒あ䜚䜎す。 

住所表示䝇䝔䝑䜹䞊䜢

見䜜䜀住所が䜟か䜚䜎

す。 

䜎ちの 

〇〇さ䜣 

いざという時には、䜏䜣なで助け合い䜎し

䜗う。 

交流䜢積䜏重ね䜛と思

いがけないことが生䜎

䜜䜛か䜒し䜜䜎せ䜣。 

䜎ちの 

におい 

いつ䜒と違う不快なにおいがした䜙要注

意。土砂災害などの前兆か䜒。 

い䜝い䜝なにおいがあ

䜅䜜てい䜎す。 

䜲䝏䝵䜴 燃えにくい樹種なので延焼防止に役立ち

䜎す。 

いつ、ど䜣な色䞉形に変

䜟䜛䠛ど䜣なにおい䠛 

落ち葉で排水溝が詰䜎

䜙ない䜘うに掃除䜢して

く䜜䜛人がい䜎す。 

松䜌っく䜚 松䜌っく䜚は油分が多く、着火剤として使

え䜎す。 

実のな䜛木 䠉 何の木かな䠛 

虫 䠉 ど䜣な虫䜢䜏つけた䠛 

鳥 䠉 ど䜣な鳥䜢䜏つけた䠛 

(2)多ᵝな㐟び方

副ㄞᮏ 2) には㸪多ᵝな㐟び᪉のㄝ᫂㸦⾲㸰㸧やグ㘓シ

ートなどもᥖ㍕した㸬グ㘓シートには㸪㐟び᪉や人ᩘ➼

の基ᮏ情報の他に「ねらい」「エピソード」「とくにὀ

┠したカード・まちの㈨※」「子どもたちのẼづき・Ⓨ

ぢ・つぶやき」「保⫱⪅のẼづき・感想」「ḟ回に向け

てのㄢ㢟・‽備」をグ㍕するḍをタけ㸪いろいろな㐟び

᪉で⧞り㏉し㐟ぶこと㸪他のクラスや他の園㸪地域と情

報共᭷することを促している㸬 

⾲㸰㸬「てくてくまっち」の㐟び方 
遊䜃方 対象 

室内で 

子ど䜒たちと 

䜎ちの資源䜢

学䜆 

z 同じ䜹䞊䝗探し 乳児䡚 

z 䝯䝰䝸䞊䝀䞊䝮 幼児䡚 

z 名前当て䝀䞊䝮 乳児䡚 

z どこで見つけたかな䝀䞊䝮 幼児䡚 

z か䜛た䝀䞊䝮 幼児䡚 

おさ䜣䜍で 

子ど䜒たちと 

䜎ちとのつなが

䜚䜢つく䜛 

①おさ䜣䜍に持って行く䜹䞊䝗䜢、年齢䜔発

達、人数䜔䝹䞊䝖に応じて選䜆。

②䜹䞊䝗と同じ䜒のが䜎ちのどこにあ䜛か探

す。子ど䜒たちの発見䜒尊重す䜛。

③園に帰って今日のできごと䜢䜅䜚かえ䜛。

発見した䜒の䜢䜏䜣なで共有䞉記録す䜛。

乳児䡚 

図㸯 完成した⤮合わせカード「てくてくまっち」 

㸳㸬おわりに 
 ᮏ報では㸪᪥常のά動㸦おさんぽ➼㸧の延㛗⥺上で㸪

㜵⅏・ῶ⅏のどⅬからまちの㈨※とά⏝᪉ἲを学ぶこと

ができるᩍᮦ「てくてくまっち」のᴫせと㛤Ⓨの⤒⦋を

♧した㸬 
ᮏᩍᮦを⏝いた保⫱・ᩍ⫱ά動が㸪園内外での⅏害対

応力向上につながり㸪さらに㸪幼保タと子どもたちが

地域の一員としてㄆ▱され㸪⅏害にもᨭえ合う地域の

共助力向上に寄与することをᮇ待したい㸬また㸪子ども

たちの年㱋やⓎ㐩㸪まちの≧ἣに応じて㸪㐟び᪉や声か

けを変えることがᮃましく㸪今後㸪᪂しい㐟び᪉やカー

ドのᥦなど㸪保⫱・ᩍ⫱の⌧場からフィードバックを

得てアイデアを共᭷する仕⤌みがồめられる㸬保⫱・ᩍ

⫱スタッフも子どもたちとともに㸪㜵⅏・ῶ⅏のどⅬか

らまちへの⌮ゎを῝める必せがあり㸪このᩍᮦを持⥆ⓗ

にⓎ展させる取り⤌みが㸪保⫱・ᩍ⫱人ᮦの⫱成にもつ

ながることをᮇ待したい㸬  

ㅰ㎡ 
 ᮏ事ᴗはᶓ市❧大学ᩍ員地域㈉⊩ά動ᨭ事ᴗ㸦協働型㸧
『「まち保⫱」のほⅬから取り⤌む保⫱・ᩍ⫱タの共助ᵓ⠏

に向けた᳨ウ・実㊶』として実した㸬事ᴗ実にあたりご協

力いただいた学⏕および㛵係のⓙᵝにお♩⏦し上げます㸬 
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くり㸪ⴌᩥ♫㸪2017年 5᭶ 
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cu.ac.jp/Contributions/product/fukudokuhon_DW.html (2022.4.18) 
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谷戸地形の木造密集市街地を対象とした 
事前復興まちづくり訓練プログラムの検討 

㸫横浜での官学連携による事前復興システム構築のための取組み㸫 

A Study of a Pre-disaster Recovery Training Program for Densely Populated Urban 
Areas with Yato Topography  

- Building of pre-disaster recovery measures and systems through Collaboration
between Local Government and University in Yokohama- 
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   In Yokohama City, there is a "densely developed area that is extremely dangerous in the event of an earthquake" in 
the center of the city.Many of these residential areas have height differences due to the Yado topography.In these 
areas, there are many issues related to disaster prevention, such as difficulty in evacuating due to a fire during an 
earthquake.In addition, there are many problems in urban planning theory during reconstruction, unlike flat wooden 
densely populated urban areas. 

On the other hand, many "community design plans" are made by residents.In this study, we report on the pre-
reconstruction training programs for residents at many departments in Yokohama City Hall and public university. 

Keywords : Pre-disaster Recovery Training, Collaboration between Local Government and University, 
Densely Populated Urban Areas 

㸯㸬はじめに 
(1)研究の背景
災害前に㸪被害㍍減の㜵災まちづくりのみならず㸪被

災後の復興について事前に準備し実㊶的に取り組んでお

く「事前復興」の考え方は㸪㜰神・淡㊰大㟈災以㝆㸪自

治体レベルでの取り組みが始まった㸬「事前復興」は㜵

災基本計画㸦1995㸪国土庁㸧によって提唱され㸪東京㒔

では自治体職員向け復興施策・住民向け復興プロセスの

両マニュアルが復興ビジョンである㟈災復興グランドデ

ザインとともに作成され㸪その習熟のために復興まちづ

くり訓練が㛤始された㸦中林 1999㸧㸬東日本大㟈災の後㸪

事前復興の取組みは全国に広がり㸪特に南海トラフ地㟈

の津波被災想定地域で多様に展㛤してきている㸬 

本稿では㸪2021 年度から横浜市役所と筆者らにより検

討している横浜市での事前復興まちづくりの取組みを報

告する㸬全国に先㥑けてまちづくり条例を制定し㸪市民

主体のまちづくり活動に取り組んできた横浜市は㸪地域

まちづくりの目標・方㔪㸪課㢟解決に㸪地域まちづくり

組織で取り組み「地域まちづくりプラン」を策定し㸪

2022 年 3 月時点で 20 の計画が認定されている㸬一方㸪

㛵東地㟈で被災し復興を経㦂してきた横浜市には㸪㇂戸

地形で㧗低差のある木㐀密㞟市街地が広がり㸪「地㟈時

等に著しく危㝤な密㞟市街地」ではソフト・ハードの㜵

災まちづくりが検討され㸪㜵災に㔜点を置いたプランも

少なくない㸬 

しかし㸪横浜市では被災後の復興まちづくりを事前に

検討する事前復興の取組みは行政内でも活発とは言えず㸪

地域での取り組みはこれまで無かった㸬 

(2)横浜の木造密集市街地の特徴
国土交㏻省が 2021年 3月に「地㟈時等に著しく危㝤な

密㞟市街地」の各自治体の地区数等を公表した㸬横浜市

はそれに伴い㸪市内の対㇟地㸦29 地区㸪約 355ha㸧を公

表した㸬これは㸪これまでの指標における危㝤性未解消

の地区と㔜点対策地域㸦不燃化推㐍地域㸧の中から㸪①

延焼危㝤性 と ②㑊㞴困㞴性 の両指標が基準値以上の地

区を抽出したものであり㸪西区㸦7 地区㸧㸪中区㸦10 地
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区㸧㸪南区㸦6地区㸧㸪磯子区㸦6地区㸧と市内中心㒊に

分布している㸬加えて㸪横浜の特徴的な㇂戸地形による

㧗低差のある住宅地が多い㸬これらの地域は㸪地㟈火災

時に㑊㞴が困㞴なだけでなく㸪揺れや地㟈火災により被

害を受けると㸪㜰神・淡㊰大㟈災等の㒔市災害の復興で

用いられた㟈災復興土地区画整理事業等をそのまま用い

るのが㞴しく㸪復興まちづくりの手法や㐍め方について

事前の検討が㔜要な地域であるといえる㸬 

㸰㸬研究の目的と方法 
本研究の目的は㸪①横浜市と横浜市立大学の官学㐃携

により㸪事前復興としての「復興まちづくり訓練」を企

画し試行して㸪横浜事前復興まちづくり官学㐃携システ

ムを構築することにある㸬加えて㸪横浜に特徴的な点と

して㸪②研究対㇟地を市中心㒊に分布する㇂戸地形の木

㐀密㞟市街地とし㸪その地形および立地条件㸦交㏻の利

便性がよく土地の評価㢠も㧗い㸧に影㡪される㸪㜵災お

よび復興まちづくりに㛵わる課㢟と地域の特徴を生かし

た計画づくりの可能性を探り㸪市民向け復興まちづくり

訓練のプログラム㛤発を行う㸬

大学の㐃携研究として取り組むことで㸪横浜市の復興

に㛵係する複数の㒊局が参加し㸪㒊局を㉺えて事前復興

の知㆑を共有し㆟論する場となる㸬2021 年度は大学と市

職員の㐃携で復興まちづくりビジョンを想定し㸪市職員

による事前復興プログラムを評価分析した㸬2022 年度か

らは地域住民とともに取り組み㸪事前復興の効果分析を

行う予定である㸬本稿では㸪一㐃の研究のうち㸪2021 年

度のプログラム検討の内容の一㒊を紹介する㸬 

復興まちづくり訓練の取組みは㸪行政が㛵㐃㒊局の㐃

携で事前復興対策に取り組む必要性を確認することに有

効であるとともに㸪事前㜵災でも災害復興でもまちづく

りの主体である住民にまちづくりの新しい切り口と復興

に備えることを理解することにも有効である㸦中林

2017㸧㸬 

㸱㸬ワークショップ各回の内容 
復興まちづくり訓練は事前研修と㸱日のワークショッ

プで企画することにした㸬その概要は表㸫㸯である㸬各

回約㸰時㛫半で㸪市職員㸦事前研修 14 名㸪第㸯回 16 名㸪
第㸰回 17名㸪第㸱回 16名㸧と筆者らが参加した㸬 
住民向け事前復興プログラムの各回の内容検討のなか

で㸪特に①㇂戸地形の木㐀密㞟市街地に独特な内容㸪②

平時の地域まちづくりの目標・方㔪㸪課㢟解決のために

策定された「地域まちづくりプラン」策定済の地域で事

前復興を検討することを考慮した内容㸪の㸰点に㛵㐃す

る㒊分を中心に報告する㸬㔜要点を表㸫㸰に示す㸬 
なお㸪全回共㏻のシナリオは㸪㤳㒔直下地㟈㸦M7.3㸧
が発生し㸪A 町㸦横浜市中区内の「地㟈時等に著しく危
㝤な密㞟市街地」内の一地区内㸲か所から出火し㸪㢼㏿

㸳メートルの条件下でで延焼した場合で設定した㸬 

(1) 第㸯回「地震火災からの避難」復興訓練
第㸯回は㸪㧗低差や行き止まりに着目し㸪地㟈火災か

らの㑊㞴ルートの検討を行った㸬特に㸪地域組織が㜵災

活動に取組むなかで課㢟となっている「地㟈発生時の災

害時㑊㞴行動要支援者の㑊㞴支援」に㛵して㸪ソフト対

策としての事前の情報共有㸪地㟈火災発生時の地域のタ

イムラインの検討に加えて㸪消㜵大学が㛤発した火災延

焼シミュレーションの結果を考慮しながら㸪円滑な㑊㞴

に効果的な㑊㞴㊰を㸪紙地図や GIS を用いて㸪地域住民

が事前に話し合うグループワークの内容を検討した㸬

本研究の対㇟地は㸪①地域内にある主要㑊㞴㊰が㧗低

差がある㝵段状であり幅員が狭いことが多い㸬それに加

え㸪②地域内の主要㑊㞴㊰から分岐した㐨が㸪幅員㸲メ

ートル未満の私㐨で㸪行き止まりが多い㸬そのため㸪火

災時に地域全体での㑊㞴の流れを考えるマクロな視点だ

けでなく㸪各戸から主要㑊㞴㊰まで可能な㝈り二方向を

㏻っての㑊㞴㊰といったミクロな検討が㔜要となるエリ 

アが多い㸬

 表㸯 プログラムの概要 
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第㸯回は㸪日常から木㐀密㞟市街地の㜵災

に地域と㐃携して取組む㒔市整備局㜵災まち

づくり推㐍課が㛤催主体となり㸪まず㸪訓練

シナリオおよび地元まちづくり組織と市の㜵

災まちづくり活動の内容を共有した㸬続くグ

ループ検討㸦表―㸯㸧では㸪市職員が㸪ロー

ルプレイで住民役となり㸪シナリオに基き㸪

㑊㞴困㞴な小エリアごとの地域住民による㑊

㞴支援と安否確認のタイムラインを作成した㸬

その後㸪空き地や建物㛫の空㛫㸦民地内㸧を

利用した火災時の㏨げ㐜れ㜵止のための㑊㞴

㊰等を検討した㸦図㸫㸯㸧㸬まとめとして㸪

㑊㞴時の課㢟㸦予㜵的㜵災まちづくり㸧と復

興時の㑊㞴㊰整備の㔜要点について確認した㸬

(2) 第㸰回「被災後の仮住い」復興訓練
第㸰回は㸪災害後の仮住まいを担当する建

築局住宅政策課が主体となり㸪前回同様㸪市

職員が住民役となりロールプレイにより検討

した㸦表―㸯㸧㸬横浜市の仮住まいの確保に

㛵する取組みと災害後の行政の業務の流れを

共有した㸬訓練シナリオ㸦建物被害㸪土砂災

害㆙戒区域等の崖や㐨の被害㸪火災延焼被

害㸧にもとづき㸪㟈災から㸱㐌㛫で㸪市から

市民へ発信される被災者支援や仮住まい供給

情報㸦建設仮設住宅の供給場所と戸数㸪㈤㈚

型仮設住宅の申請条件や日程等の告知チラ

シ㸧や建築基準法 84 条による土地利用制㝈

の情報を付与し㸪参加者は各自与えられたロ

ールの条件をもとに㸪仮住まい先を検討した㸬

その後㸪各自の仮住まい先にあわせて㸪①仮

設住宅団地㸦A 町周㎶も㧗低差のある密㞟市

街地が広がり空地がないため広域㑊㞴場所に

も指定されている標㧗の㧗い場所にある大き

な公園内の広場㸧と㸪②㈤㈚型仮設住宅や地㟈時に居住

していた家に継続居住㸧に分かれた㸬①は建設仮設団地

のコミュニティ形成の課㢟や方法㸪建物レイアウト検討

㸦図―㸰㸧㸪②は仮住まいの確保の課㢟と被災市街地と

のつながり方について㆟論した㸬

 例えば①の班は㸪

設定した建設仮設団

地の敷地は㸪周囲の

市街地より標㧗が㧗

いところにあるため㸪

敷地内の移動がしや

すい入り口側に㧗㱋

者世帯を想定した住

宅を設置し㸪㧗㱋者

を中心に㈙物困㞴を

懸念し移動㈍売㌴の

導入を検討㸬停㌴場

所を敷地内のシンボ

ルツリーの下とし周

りをに交流スペース

にしつらえ不安点で

あったコミュニティ

形成の一助となるよ

う計画するなどの㆟

表㸫㸰 プログラムの着目点と検討事項 

図㸫㸰 建設仮設住宅団地の計画検討 

図㸫㸯 行き止まりエリアの避難検討 
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論がなされた㸬 

(3) 第㸱回「市街地まちづくり」復興訓練
第㸱回は㸬市職員は住民役ではなく㸪市職員のそれぞ

れの立場で参加し㸪被害把握から復興計画策定の流れと

地域へ提示する復興計画案の策定㐣程を体㦂するプログ

ラムとした㸬加えて㸪既に A 町の住民によるまちづくり

協㆟会が策定した㜵災まちづくりを中心とした地域まち

づくりプランが存在しているので㸪この計画をもとに事

前復興の視点を加味する方向で㆟論することとした㸬全

体の㑊㞴や小エリア内の㑊㞴時の行き止まり解消の㆟論㸪

第㸰回の仮住まい時の課㢟と被災市街地での居住継続と

市民による復興の㆟論の継続㸪といった内容を㸱回目の

復興まちづくりの㆟論につなげるよう設定した㸬

 参加者は㸰つの班に分かれて㸪地域まちづくりプラン

の㔜点整備エリア㸰箇所について㸪㜵災上の課㢟㸦建物

の構㐀や年代㸪狭㝼㐨㊰㸪古いブロック塀㸪㝵段状の㑊

㞴㊰㸪土砂災害の危㝤性㸪㧗低差や私㐨等により行き止

まりが多い等㸧と㸪地域住民のくらしの再建と地域復興

について㸪①復興の㦵子の作成㸪②㔜点整備エリアとそ

の周㎶の具体的な計画の方向性について㸪地図を用いて

検討を行った㸬興味深いのは㸪班によって復興計画の基

本的な考え方が多様である点である㸬㧗低差により災害

時の㑊㞴や日常生活の行動上ボトルネックとなっている

箇所の地形を大胆に改変して抜本的な改善をはかるが㸪

広い法㠃ができたり㸪周囲の建物の共同化が必要となる

案が㆟論される班と㸪公㐨が極端に少なく狭㝼な㐨㊰が

多いエリアで㸪最低㝈の効果的な場所での㐨㊰整備を中

心としながら㸪㧗低差にあった新しい地域内交㏻手段の

導入を中心とした㸪歩行者優先の住みやすいまちづくり

を提案する班があった㸬実㝿の地域住民の意見の多様性

を想像して行政としても多様な㆟論を行っておくことは㸪

事前復興訓練で㔜要なポイントであると考える㸬 

図㸫㸱 第㸱回復興訓練の様子 

㸲㸬参加市職員によるプログラム内容の評価分析 
参加した市職員を対㇟に㸪振㏉りとプログラム内容の

アンケートを実施した㸬一㒊を紹介する㸦図㸫㸲㸧㸬

各回単体の内容は㸪㜵災まちづくりや住宅政策が大き

く㛵わっていることもあり㸪㸱回を㏻して 2022年度に実

施する地域の住民が㸪プログラムを㏻して事前復興のイ

メージをもつことができるかが㔜要となる㸬「住民が㐃

続ワークショップに参加して事前復興のイメージを想像

できると思うか」については「やや思う」「どちらでも

ない」が多く㸪次年度に地域住民対㇟に実施するまでに

更なる改善が必要であることが示唆された㸬一方で㸪

「事前復興だけでなく現在実施している㜵災まちづくり

にも活かせると思うか」については「とても思う」「や

や思う」が大半で㸪事前復興プログラムを行うことで㜵

災まちづくりへの相乗効果も見㎸まれることがわかった㸬

図―㸲 参加者（市職員）によるプログラムの評価 

㸳㸬おわりに 
本研究の結果と考察は以下の㏻りである㸬 
①官学㐃携で地域住民対㇟の事前復興プログラムの検討

を行う㐣程で㸪市は㒊署を㉺えた㆟論を行い㸪災害後の

復興業務の具体的な流れのイメージが共有できた㸬

②平時の㒔市マスタープランや市民主体で作成した地域

まちづくりプランと事前復興の㛵係性を整理し㸪これま

での市民まちづくりを反映させた㸪住民組織を対㇟とし

た事前復興まちづくりプログラムを㛤発した㸬

③市中心㒊に点在する㇂戸地形の木㐀密㞟市街地の脆弱

性を整理し㸪横浜版事前復興プログラムの内容やツール

に反映させた㸬

 今後は㸪行政の復興計画策定プロセスを円滑にするた

めの事前復興に㛵する職員研修に協力しながら㸪今回検

討した住民を対㇟とした事前復興まちづくり訓練を㸪実

㝿に地域に入って実施し㸬効果の分析と改善を行ってい

く予定である㸬 
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沖縄県石垣市におけるほ光危機対策ユニットのタ置と 
目標管理型災害対応に基づいた災害対応図上カ練の実施 

Establishment of Tourism Risk Management Unit and implementation of disaster 
response simulation exercise based on disaster response by management by objectives 

in Ishigaki City, Okinawa Prefecture 

○㏆⸨ 伸也1
㸪宇⏣ 和2

Shinya KONDO1 and Nodoka UJITA2

1 宇㒔宮大学 地域デザイン⛉学㒊 
     School of Regional Design, Utsunomiya University 
2 ランドブレイン株式会♫ 
     Landbrains Co., Ltd. 

   The purpose of this study was to create a system for rapid assistance to tourists in Ishigaki City, Okinawa Prefecture, 
which is required to respond to crisis management for tourists in the event of a tsunami disaster. Specifically, the city 
established a Tourism Crisis Management Unit to unify awareness of the disaster response situation based on the 
information available to tourism businesses in the city and surrounding areas. The functionality of this unit was then 
verified by conducting disaster response simulation exercise based on management by objectives. 

Keywords : disaster response simulation exercise, tourism risk management, Okinawa 

㸯㸬はじめに 
Ἀ⦖┴▼垣市は南すㅖ島の先島ㅖ島にある▼垣島にあ

る㸬人口は 49,648人㸦2022年 2月⌧在㸧である一方で 1
年で▼垣市に来る推ィのほ光客数は㸪2019年で 1989年以
㝆最多の⣙ 147万人に㐩している㸬2020年㸪2021年は新
型コロナウイルス感染の影㡪により 2019年の半数以下
にとどまっている㸬また基幹⏘業はほ光・リゾート⏘業

である㸬▼垣市では㐣去に 1771年の明和の大ὠἼにより㸪
▼垣島でṚ亡⋡が 48.6%に㐩するほどの⿕害が出ている
ように⮬↛⅏害がⓎ⏕するところである㸬このことから

▼垣市では⮬↛⅏害に対してほ光客への対応を実施する

ほ光危機⟶⌮について検ウし㸪図上カ⦎の実施によりほ

光危機⟶⌮について検ドする必せがある㸬 
 ほ光㜵⅏や危機⟶⌮に㛵しては㸪安⚟ 1)が⅏害時にお

けるほ光客支援について㸪⮬体とほ光㛵㐃事業体のど

Ⅼからまとめているほか㸪2018 年北ᾏ㐨⫹振東㒊地㟈に
おけるほ光客支援について取りまとめている㸬またほ光

㜵⅏で図上カ⦎を⾜っているのは㸪櫻庭ら 2)が GIS を⏝
いてほ光客をいかに㑊㞴場所にㄏ導するかを⪃える図上

カ⦎を実施している㸬 
 本◊✲ではἈ⦖┴▼垣市において㸪⅏害対応の⪃え方

として┠標⟶⌮型⅏害対応を㋃まえたほ光危機⟶⌮に必

せな体制を検ウし㸪図上カ⦎を実施することによってそ

の体制について検ドする㸬 

㸰㸬ほ光危機管理ユニットのタ置 
 ▼垣市では㸪⮬↛⅏害Ⓨ⏕時および国Ẹ保ㆤ事案Ⓨ⏕

時には㸪▼垣市⅏害対⟇本㒊や▼垣市国Ẹ保ㆤ対⟇本㒊

➼の体制の下に官Ẹ㐃携による▼垣市ほ光危機対⟇ユニ

ット㸦以下ユニット㸧がタ⨨される㸬このユニットは㸪

平常時から⾜政とほ光事業⪅➼が㐃⤡体制を☜保する▼

垣市ほ光危機⟶⌮プラットフォーム㸦以下プラットフォ

ーム㸧が有事に対応する体制に切り替えたものである㸬

プラットフォームの構成員は㸪▼垣市㸪➉富⏫㸪宿Ἡ事

業⪅㸪レンタカー事業⪅㸪バス事業⪅㸪⯪⯧事業⪅㸪⯟

✵事業⪅㸪タクシー事業⪅㸪その他ほ光事業⪅㸪▼垣市

ほ光交ὶ協会㸪八㔜山ビジターズビューロー㸪その他㛵

係団体となっている㸬プラットフォームとユニットの役

割は㸪プラットフォームが平常時に㐃携構⠏と⥅⥆のほ

か㜵⅏カ⦎の実施㸪Ỵまり事の検ウとなっている㸬ユニ

ットが交㏻情報や宿Ἡ施タの✌働≧ἣなど帰宅支援の情

報提供㸪ほ光危機Ⓨ⏕時・Ⓨ⏕後にほ光客支援㸪ほ光業

の再㛤の方㔪をỴ定すること㸪㑊㞴場所の㛤タやほ光事

業⪅への対応せㄳ㸪帰宅の⯟✵機の搭乗⪅のỴ定などの

実務を実施することが挙げられる㸬 

㸱㸬災害対応図上カ練の実施 
 前❶でㄝ明したユニットが有事で対応できるのかを検

ドするために⅏害対応図上カ⦎を実施した㸬 
(1)カ練の目的
x ユニットを構成員に周▱して⌮ゎを㧗めること㸬

x 構成員がユニットのά動をヨ⾜ⓗに体㦂してồめら

れる役割を⌮ゎすること㸬

x ▼垣市のほ光危機⟶⌮を担う各主体㸦▼垣市、㜵⅏

㛵係機㛵、ほ光㛵係団体、ほ光事業⪅㸧が㸪ユニッ

トでのά動を㏻じて今後㐃携する㔜せ性を⌮ゎする

こと㸬

(2)カ練の概せ
▼垣市ほ光危機⟶⌮ィ⏬図上カ⦎は㸪2022年 3月 4日
に▼垣市市Ẹ会㤋にて実施された㸬ユニットは▼垣市役

所庁⯋内にタ⨨されるが㸪その前提で企⏬した㸬カ⦎参

加⪅はユニットの構成員とスタッフ㸪外㒊有㆑⪅➼ 33名
となった㸬カ⦎の方式はロールプレイング方式によるシ

ナリオ㠀㛤♧型のウ㆟型図上カ⦎とした㸬
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 カ⦎の想定は㸪Ⓨ⏕日時を新型コロナウイルス感染

の影㡪がⷧらいできた夏のハイシーズンとしている㸬想

定⅏害は▼垣島㏆ᾏを㟈※とした地㟈として㸪最大㟈度

は 6強にしているがὠἼは最大 15.1mとしている㸬 
(3)目標管理型災害対応
⅏害対応の⪃え方としては㸪人と㜵⅏未来センター3)

による┠標⟶⌮型⅏害対応を⏝いる㸬┠標⟶⌮型⅏害対

応は㸪①㛵係⪅全体で≧ἣㄆ㆑の⤫一を図る㸪②┠標を

明☜にした⅏害対応ィ⏬を⟇定する㸪③⬟動ⓗな広報の

3つからなる㸬 
(4)ユニットを前提とした災害対応の検ウ
ユニットの存在を前提とした⅏害対応を検ウするにあ

たって㸪本◊✲では┠標⟶⌮型⅏害対応を㐺⏝する㸬本

来は㸪▼垣市としての⅏害対応ィ⏬に従って㸪ユニット

としての┠標と対応方㔪を⟇定しなければならない㸬し

かし今回は㸪ユニットとしての⅏害対応ィ⏬を⟇定する

ものとする㸬 
(5)カ練スケジュール
⾲ 1がカ⦎スケジュールとなる㸬➨ 1ステージ㸦図 1㸧

では㸪各参加団体にㄆ㆑を共有すべき情報をもとに今後

1 㐌㛫の㛫にㄢ㢟となることを時㛫内で⪃える旨を≧ἣ
付与とした㸬検ウしたㄢ㢟は㸪➨ 2ステージ㸦図 2㸧のユ
ニット会㆟で共有されて㸪今後の┠標と対応方㔪が検ウ

された㸬
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⾲ 1 カ練スケジュール 

図 1 第 1ステージにおけるㄢ㢟の抽出 

図 2 第 2ステージにおける目標と対応方㔪の検ウ 

時間 プログラム 概ጅ 

1330 㕱．開会 事務局より開会する。 

㕲．あいさつ 観光文化課より実施ኬ的の説ነ等含

め、あいさつする。 

1335 㕳．事前説ነ会 

13351350 （㕱）（仮称）石垣市観光危

機管ጫ計画について 

策定の背景や経緯、素案の概ጅを説ነ

する。 

13501405 （㕲）本日の内ዴについ

て 

想定や各ステージの内ዴ、参加者に求

める作業を説ነする。 

14051420 （㕳）危機時に求められる

対応のጅ点について 

危機時に求められる対応のጅ点（ኬ標

管ጫ型対応、今回の訓ᎉでも危機時に

も必ጅな考え方）を指導する。 

休憩 

㕴．訓ᎉ 

14251445 （㕱）第 1ステージ 状況付ይをもとに報告事項を考える 

14451550 （㕲）第 2ステージ （仮称）石垣市観光危機管ጫ対策ユニッ

トの会議

15501600 㕵．講評 外部ዛ識者より講評や今後の活動に

ついて提言を行う。 

1600 㕶．あいさつ 石垣市観光文化課長より今回の学び

や今後の活動ያ定等を説ነし閉会の

あいさつを行う。 

1600 㕷．閉会 
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   This paper reports on the activities of the Practitioners and Academics Planning Committee of the Institute of Social 
Safety Science in fiscal year 2021, which consisted of six online seminars and a field survey of Nagano Prefecture 
affected by the 2021 August heavy rain. More than 100 participants participated in each online seminar. The target 
demographic of the participants was expected to be local administrative officers, but the total number of participants 
was 15-22%. Based on the result of the questionnaire survey, it is considered highly beneficial to continue to provide 
online seminars for exchange among various stakeholders and provide opportunities for study to resolve issues related 
to regional disaster prevention. 

Keywords: regional disaster prevention, online seminar, multidisciplinary linkages, building human networks 

㸯㸬はじめに 
2020年4月より㸪地域安全学会の「地域㜵災促㐍のため

のICTの活用に㛵する研究小委員会㸦代⾲㸸岐㜧大学小
山真紀㸧」が3カ年の予定で発㊊した㸬当ヱ小委員会は⾜
政⫋員6名と研究⫋3名のィ9名で構成されていた㸬この研
究小委員会では㸪ICTの活用によりウェビナーやオンラ
イン勉強会を㛤催することで㸪災害対策に係る⮬治体や

事業所⫋員の参加しやすさやニーズ㸪地域㜵災に㛵する

オンラインネットワークのあり方を明らかにすることを

目的として㸪⾜政⫋員などとも㐃携した㸪実㊶的な研究

を⾜おうとしていた㸬

小委員会の活動とほぼ同時期に新型コロナウイルス感

染症のパンデミックが発生し㸪オンラインによる勉強会

ニーズは急㏿に㧗まった㸬加えて㸪それまでオンライン

ツールの利用ができなかった人や㸪オンラインツールの

利用をしたいと思わなかった人もオンラインツールの利

用をせざるを得ない状況が発生し㸪多くの実務⪅がICT
を利用したウェビナーやオンライン勉強会に参加できる

ようになった㸬小委員会主催のオンライン勉強会もニー

ズが㧗く㸪多数の参加があり㸪また㸪参加⪅の満㊊度も

㠀常に㧗かった㸬このような状況を受け㸪2021年に当ヱ
小委員会を母体として㸪常タ委員会である㸪実務⪅企画

委員会㸦以下㸪「委員会」という㸬㸧がタ立された㸬こ

の委員会の目的は㸪分㔝を㉸えた様々な㛵係⪅㛫の交流㸪

ネットワークを構築するためのイベントや研究会などを

実施し㸪実務に役立つ実㊶的な知ぢを得て各々の業務に
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活かし㸪地域安全の向上に㈨することである㸬委員には

新に研究⫋1名を㏣加し㸪ィ10名の体制となった㸬 
小委員会1年目であった2020年度は㸪⮬治体や事業所⫋

員などから㸪地域㜵災のオンラインコミュニティや勉強

会のあり方に㛵するヒアリングを⾜った㸬その⤖果㸪㐌

末に㛤催するオンライン勉強会のニーズが㧗いことが把

握された㸬勉強会のテーマに㛵しては㸪「福祉と㜵災と

の㐃携」や「ハザードマップの扱い方」といった㸪実務

⪅が㜵災施策を㐍めるにあたり㸪現状悩みを抱えている

内容への㛵心が㧗いことが明らかになった㸬そこで㸪小

委員会2年目㸦委員会としては1年目㸧である2021年度は㸪
地域㜵災に㛵するオンライン勉強会を6回㛤催し㸪そのフ
ィードバックを㏻じて㸪地域㜵災に㛵するㄢ㢟㸪ICTの
活用とその効果を明らかにした㸬 
そこで㸪本稿では㸪委員会の2021年度活動内容である

ィ6回のZoomによるオンライン勉強会と⿕災地での現地
ㄪ査の報告を⾜う㸬 

㸰㸬実務⪅企⏬委員会のά動内容 
(1) オンライン勉強会の内容

オンライン勉強会㸦以下㸪「勉強会」という㸬㸧6 回
の㛤催日時とテーマを⾲ 1 に示す㸬委員会は月に 1 度㛤
催され㸪㜵災の実務⪅である⾜政⫋員の委員との㆟ㄽに

より㸪各勉強会のテーマを決定し㸪各テーマに沿ったㅮ

師を委員会で㑅出して依㢗した㸬㛤催にあたり㸪地域安

全学会のホームページでの案内に加え㸪各委員のコミュ

ニティでの情報発信を積極的に⾜った㸬

勉強会は㸪㡢声㸪ビデオ㸪画㠃共有による双方向㏻信

ミーティングができるプラットフォームのひとつである

Zoomで実施した㸬勉強会の構成は㸪各回2㹼3名のㅮ師か
らのヰ㢟提供を各30分程度㸪最後に30㹼50分程度の㉁疑
応答と意ぢ交換の時㛫をタけた㸪ィ2時㛫の構成である㸬
ㅮ師に対する㉁問は㸪Zoomのチャット機⬟を用いて㝶時
募㞟した㸬

⾲ 1 オンライン勉強会のヲ⣽ 

回数 㛤催日時 テーマ

第 1回 2021年 
3月 7日 

福祉と㜵災の最前⥺-㐃携の取
り⤌みとㄢ㢟 

第 2回 2021年 
6月 13日 

福祉と㜵災の最前⥺-福祉施タ
の災害時業務⥅⥆ 

第 3回 2021年 
7月 31日 

福祉と㜵災の最前⥺-⦪割りを
㉺えるための悩みと実㊶ 

第 4回 2021年 
11月 3日 

洪水ハザードマップのㄞみ方

と使い方 
第 5回 2022年 

1月 22日 
水災害リスク㸸広域㑊㞴とま

ちづくり 
第 6回 2022年 

2月 19日 
水災害リスク㸸流域治水と土

地利用 

第1回勉強会のテーマは㸪「福祉と㜵災の最前⥺-㐃携
の取り⤌みとㄢ㢟」であり㸪大分県別府市や兵庫県で⾜

われている災害時ケアプランなどの福祉と㜵災の取り⤌

み⤂介であった㸬同志社大学の立木ⱱ㞝教授から地域内

の福祉と㜵災の㐃携について㸪㡲坂市役所の山岸ⱱ幸氏

から㜵災に必せな福祉のど点㸪福祉との㐃携で動き出す

地域について本委員でもある小松剛からもヰ㢟提供を⾜

った㸬 
第2回勉強会のテーマは㸪2021年度の介ㆤ報㓘改定で業

務⥅⥆ィ画の策定が⩏務化されたことを㋃まえ㸪「福祉

と㜵災の最前⥺-福祉施タの災害時業務⥅⥆」であった㸬

㊧ぢ学園女子大学の㘽屋一教授から国の動きも㋃まえた

福祉施タの業務⥅⥆について㸪グリーンヒルみふねの吉

本洋氏から2016年熊本地㟈における㧗㱋⪅施タの事例を
㏻じた対策とㄢ㢟㸪下呂市の田㇂ㅍ志氏から2020年7月
㞵における介ㆤ保㝤施タの㑊㞴対応の事例を㏻じた対策

とㄢ㢟についてヰ㢟提供いただいた㸬 
第2回までの参加⪅から寄せられたアンケートより㸪福
祉分㔝と㜵災分㔝の㐃携が㐍まない㸪㛵係㒊㛛との相互

理ゎが十分でないなどとのㄢ㢟が把握された㸬そこで㸪

第3回勉強会のテーマは㸪「福祉と㜵災の最前⥺-⦪割り
を㉺えるための悩みと実㊶」とした㸬⦪割りを指摘され

ることの多い⾜政⤌⧊内において㸪福祉㒊㛛と㜵災㒊㛛

との㐃携の現状㸪ㄢ㢟㸪取り⤌み事例などについて㸪本

委員でもある㸪兵庫県立大学大学㝔の㜰本真由⨾からㄝ

明を⾜った㸬さらに㸪実務を担っている⾜政⫋員の方々

㸦京㒔府庁の宮村匡彦氏㸪精⳹町役場の㔝村佳正氏、岐

㜧県庁の岩垣津信太朗㸦本委員㸧㸪㛵市役所の中村淳代

氏㸧から事例⤂介をいただいた㸬  
第4回勉強会のテーマは㸪「洪水ハザードマップのㄞみ
方と使い方」であった㸬水㜵法第15条により㸪国または
㒔㐨府県から提供された浸水想定区域図を基に㸪住民に

対して浸水想定区域や㑊㞴情報等をわかりやすく作図・

グ㍕した洪水ハザードマップの作成が市町村㛗に⩏務付

けられた㸬一方で㸪実務を担っている⾜政⫋員はL1㸦ィ
画つ模㸧とL2㸦想定最大つ模㸧の㐪いや㑊㞴⾜動への活
用について悩みを抱えているという声が多数あった㸬そ

こで㸪東京大学の知ⰼ武佳准教授より洪水ハザードマッ

プの基礎知㆑㸪岐㜧大学の原田守啓准教授より地形と水

災害についてㅮ演いただいた㸬 
第5回勉強会のテーマは㸪全国各地で㢖発する水災害を
㋃まえたまちづくりに焦点を当て㸪「水災害リスク㸸広

域㑊㞴とまちづくり」であった㸬㒔市㒊における広域㑊

㞴の⪃え方を東京大学の加⸨孝明教授にごㅮ演いただき㸪

東京㒔ⴱ㣭区役所の情㔝正彦氏と愛知県庁の平田恵梨奈

氏より現状の取り⤌みについてヰ㢟提供いただいた㸬 
 第6回勉強会のテーマは㸪全国各地で㢖発する水災害
を㋃まえた流域全体での土地利用に焦点をあて㸪「水災

害リスク㸸流域治水と土地利用」とした㸬第5回オンライ
ン勉強会では㒔市㒊を対㇟とした広域㑊㞴の⪃え方に㛵

するテーマであったが㸪第6回は㸪㒔市㒊以外を主な対㇟
とした内容であった㸬立地㐺正化ィ画制度に㛵する社会

の㛵心が㧗まっていることを㋃まえ㸪滋㈡県立大学の瀧

健太㑻准教授と兵庫県立大学の㤿場⨾智子教授よりㅮ演

いただいた㸬

委員会ではYouTubeチャンネル㸦チャンネル名㸸地域
安全学会実務⪅企画委員会, リンク㸸https://www.youtube.
com/channel/UCDXIGrVxWFmEU1krBNZ6Iow/playlists㸧を
㛤タし㸪勉強会のㅮ師からチ可が得られた動画を公㛤し

ている㸬2022年4月1日時点でのチャンネル登㘓⪅数は122
人である㸬⮬治体や事業所によっては直接参加型の勉強

会や研修などへの参加が㞴しいという事情があるが㸪動

画であればど⫈可⬟な時㛫帯にどこでもど⫈することが

できる㸬このチャンネル㛤タにより㸪⾜政等の実務⪅が

㜵災に㛵わる内容を広く学ぶことが可⬟となった㸬さら

に㸪勉強会の復⩦や実務⪅の教材としての活用なども期

待される㸬 
(2) ⿕⅏地での⌧地ㄪᰝ

㛗㔝県では㸪2021年8月13日からの大㞵で⿕害が発生し
た㸬特に㸪㛗㔝県岡㇂市において2021年8月15日の早朝に
発生した土石流で3名が亡くなった㸬大㞵による住宅の浸
水⿕害もあり㸪㛗㔝県全域で564世帯の住家⿕害が報告さ
れている㸦2021年11月16日15:00時点の情報1㸧㸧㸬そこで㸪
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2021年11月22㹼23日の2日㛫で㛗㔝県岡㇂市・ⱴ㔝市にお
ける現地ㄪ査とヒアリングㄪ査を⾜った㸬  

㸱㸬オンライン勉強会のアンケート⤖ᯝと⪃察 
アンケートの内容は㸪①回答⪅の所属㸪②地域安全学

会の会員について㸪③ㅮ師のおヰが参⪃になったかどう

か㸪④ㅮ師への感想㸪⑤勉強会を㏻して参⪃になった点㸪

⑥各テーマに㛵してㄢ㢟だと感じていること㸪⑦地域安

全学会に望まれているサービスやニーズについて㸪⑧今

後取り扱ってもらいたいテーマについてから構成される㸬

アンケートフォームは㸪各勉強会⤊了時に Zoom のチャ
ット機⬟を利用して㓄布㸪各勉強会⤊了後に勉強会登㘓

⪅全員に対してメールにて㓄布, の 2㏻りで案内した㸬
各勉強会に対する登㘓⪅㸪参加⪅㸪アンケート回収人

数㸪回収率を⾲ 2 に示す㸬ここで㸪登㘓⪅とは勉強会の
案内に対して⫈ㅮ登㘓した方の人数であり㸪参加⪅とは

勉強会当日に参加した方の人数を指す㸬アンケートの回

収率は㸪参加⪅に対する割合である㸬本稿では㸪アンケ

ート⤖果の一㒊を㸦1㸧から㸦4㸧に示す㸬 

⾲ 2 オンライン勉強会のヲ⣽ 

登㘓⪅ 参加⪅ アンケート回収人数

第 1回 166人 132人 65人(回収率 49.2㸣) 
第 2回 259人 160人 114人(回収率 71.3㸣) 
第 3回 195人 120人 68人(回収率 56.7㸣) 
第 4回  235人 198人 64人(回収率 32.3㸣) 
第 5回 320人 188人 70人(回収率 37.2㸣) 
第 6回  286人 191人 93人(回収率 48.7㸣) 

(1) 参加⪅の属性

参加⪅の所属を図 1 に示す㸬⾜政⫋員㸦福祉㸪㜵災㸪
その他㸧の参加⪅は㸪第 1回で 21.5㸣㸪第 2回で 9.6㸣㸪
第 3回で 14.7%㸪第 4回で 15.6㸣㸪第 5回で 15.7%㸪第 6
回で 16.1㸣を占める㸬委員会の目的の一つが⾜政⫋員へ
の勉強会などの機会提供であったが㸪実㝿の参加状況は

15㹼22%であった㸬民㛫企業からの参加は㸪第 3 回を㝖
き㸪20㹼30%であった㸬同様に㸪大学生・大学㛵係⪅も
第 3 回を㝖き㸪20㹼30%の参加であった㸬⮬治会・⮬主
㜵災⤌⧊の参加⪅は㸪回においてばらつきはあるものの

最も多い回㸦第 3 回㸧で 17.6㸣㸪団体⫋員の参加は最も
多い回㸦第 3 回㸧で 13.2㸣であった㸬民生委員・児童委
員㸪社会福祉協㆟会㸪社会福祉施タ㸪ボランティアから

の参加⪅は㸪どの回も 10㸣以下㸪回によっては 0㸣であ
った㸬「その他」には㸪㜵災士㸪報㐨機㛵㸪気㇟予報士

などが含まれる㸬 

図 1 参加⪅の属性 

次に㸪地域安全学会の会員か㠀会員かを図 2 に示す㸬
なお第 1 回勉強会ではこの㉁問をタけていなかったため
⤖果がない㸬地域安全学会の会員であると回答した参加

⪅は㸪第 2回で 26.3㸣㸪第 3回で 29.4㸣㸪第 4回で 37.5㸣㸪
第 5回で 27.1㸣㸪第 6回で 25.8㸣であった㸬アンケート
回答⪅の㐣半数が㸪地域安全学会の㠀会員であり㸪民㛫

企業や⮬治会・⮬主㜵災⤌⧊からの参加も多く㸪㜵災に

㛵する㛵心は㧗いことが推察される㸬また㸪オンライン

での勉強会かつ参加㈝無料であることも影㡪し㸪㠀会員

でも参加しやすい勉強会であったともゝえる㸬本委員会

の勉強会への参加を契機に地域安全学会の活動を知って

もらうことで㸪学会への入会が期待される㸬 

図 2 地域安全学会の会員/㠀会員 

(2) 各勉強会に対するホ価

ㅮ師に対する 5 段㝵ホ価の回答⤖果を図 3 に示す㸬ど
の内容に対しても㸪アンケートを回答した 90㸣㏆くの参
加⪅が「参⪃になった㸪ある程度参⪃になった」と回答

した㸬 

図 3 各ㅮ師に対するホ価 
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(3) 地域㜵⅏におけるㄢ㢟

各回において「ㅮ演があったテーマについて知りたい

こと㸦または㸪回によって困っていること㸧㸪ㄢ㢟だと

感じていることがあれば教えて下さい.」という問いに対
する⮬由グ㏙㒊分を整理する㸬  
第 1 回と第 2 回の勉強会は㸪福祉と㜵災の㐃携がテー

マであったため㸪福祉担当と㜵災担当を⼥合させたチー

ム⦅成の体制づくりとその㐠用に㛵するㄢ㢟㸪福祉と㜵

災の㐃携の㔜せさに対する意㆑共有㸪福祉業界の人材不

㊊㸪福祉施タの BCP策定への戸惑いといった意ぢがあっ
た㸬第 3回勉強会も第 1回と第 2 回同様㸪福祉に㛵㐃す
る㒊⨫・㛵㐃機㛵との㐃携が㧗く求められているようで

ある㸬また㸪個別㑊㞴ィ画に㛵わる個人情報の取り扱い

など市町村によって温度差があるとの意ぢもあった㸬個

別㑊㞴ィ画を作成する側の困㞴さだけでなく㸪㑊㞴する

せ㓄慮⪅側の実㝿㑊㞴した後の不安等も指摘された㸬第

4 回勉強会は㸪洪水ハザードマップのㄞみ方と使い方が
テーマであったため㸪住民に対するインタラクティブな

情報伝㐩の必せ性㸪紙媒体による情報㔞の㝈界㸪一方で

Web 媒体になると情報㔞が多くなる点㸪災害が発生する
と時々刻々と変化する状況を時系列的にわかりやすく⾲

現することの困㞴さ㸪ハザードマップをどう人々の⾜動

に⤖びつけるかに㛵するㄢ㢟への意ぢが多くぢられた㸬

第 5 回勉強会は㸪水災害リスクに対する広域㑊㞴とまち
づくりがテーマであり㸪⾜政域を㉸えた㐃携㸪国・県・

地方⮬治体㛫の㐃携㸪⾜政・学校・医療・福祉・地域住

民・NPO・企業など様々な機㛵との多ゅ的なつながりの
㔜せ性㸪⾜政のまちづくりと㜵災との⼥合に㛵するㄢ㢟

が挙げられていた㸬さらに㸪住民への広域㑊㞴の周知㸪

広域㑊㞴が⮬治体単位の㑊㞴ィ画にどのような時㛫㍈で

⤌み㎸まれ㸪その情報が住民にㄆ知されているのか㸪広

域㑊㞴する側と㑊㞴⪅を受け入れる側双方のまちづくり

の㐃携はどうなっているのか等の意ぢもあった㸬第 6 回
勉強会は㸪水災害を㋃まえた流域全体での土地利用がテ

ーマであった㸬昔は人が住んでいなかった場所に人が住

むようになり㸪流域治水㸪ハザードそのもの㸪水害のリ

スクを地域住民にどのように理ゎしてもらうのか㸪伝え

るのか㸪流域治水のほ点から㸪どの程度のリスクは保有

し㸪どの程度以上は回㑊策を取るのかといったㄢ㢟が挙

げられていた㸬

全体を㏻して㸪国・県・地方⮬治体㛫の㐃携㸪⾜政内

での地域㜵災に㛵わる㒊⨫㛫の㐃携㸪⾜政㸪その他のあ

らゆる機㛵㸪住民との⧅がりへのㄢ㢟が多い㸬地球温暖

化などによる災害の激甚化㸪南海トラフ巨大地㟈のため

の準備の本格化など㸪これからの㜵災は単一㒊⨫㸪団体

で対応できる㡿域を㉺えるため㸪これらのㄢ㢟への㎿㏿

な対応が求められている㸬さらに㸪⾜政が発信する情報

を住民に周知・ㄆ知・理ゎし㸪⾜動に⤖びつけてもらう

ためのさらなる工夫の必せ性も示唆された㸬  
(4) 参加⪅のニーズ

地域安全学会に望まれているサービスやニーズの㉁問

に対して㸪「今回のような形式のテーマを⤠った勉強会㸪

実務⪅同士の意ぢ交換会㸪㜵災専㛛家のㅮ師⤂介㸪コン

サルティング㸪その他」の」数㑅択可⬟の回答⤖果を図

4 に示す㸬その⤖果㸪テーマを⤠った勉強会に㧗いニー
ズがあることが把握された㸬

図 4 地域安全学会にᮃまれているニーズ 

㸲㸬⥲ᣓ 
(1) オンライン勉強会のᡂᯝ

勉強会の参加⪅はどの回も100人以上であった㸬勉強会
の主たる対㇟は⾜政⫋員を想定していたが㸪全体に対す

る⾜政⫋員の割合は15㹼22%程度であった㸬この値は必
ずしも少ないとはゝえないが㸪今後はさらに多くの⾜政

⫋員に参加いただけるよう㸪周知方法などを検ウする必

せがあると⪃えられる㸬また㸪アンケート回答⪅の㐣半

数が地域安全学会の㠀会員であるため㸪本勉強会を㏻じ

て㸪地域安全学会を知ってもらう機会になっていると⪃

えられる㸬YouTubeでのど⫈回数も18本のうち12本の動
画が100回を㉸えており㸪勉強会後の㓄信によって勉強会
の振り㏉りや参加できなかった方のど⫈ニーズに対応す

るものとなっている㸬以上から㸪このような勉強会への

ニーズは㧗く㸪分㔝を㉸えた様々な㛵係⪅㛫の交流の場

を⥅⥆して実施していくことの意⩏は㧗いと⪃えられる㸬

一方で㸪勉強会の構成に㛵して㸪学㆑⪅と実務⪅の意

ぢの相互交換の時㛫を増やすなどの工夫も今後検ウする

必せがある㸬  
(2) 実務⪅委員がᡤ属する各ᶵ㛵での取り⤌みの事例

勉強会での気付きや学びを㋃まえて㸪本委員会の実務

⪅委員が所属する各機㛵での福祉と㜵災の取り⤌み事例

を 2 点⤂介する㸬岐㜧県庁では㸪㑊㞴⾜動せ支援⪅名簿
及び個別㑊㞴ィ画における市町村の取⤌状況を共有する

ことを目的とし㸪岐㜧県内の状況を把握する取り⤌みが

始まった㸬京㒔府庁では㸪福祉㒊㛛と㜵災㒊㛛との㐃携

に㛵して㸪地域福祉推㐍ㄢと災害対策ㄢで意ぢ交換会を

㛤催し㸪相互理ゎのため定期的に勉強会を㛤催している

ほか㸪府内市町村との会㆟には両ㄢで参加するなど㸪㐃

携を密にした取り⤌みが㐍められている㸬  
⮬治体の人事異動の状況も㋃まえると㸪⥅⥆的に㛤催

される本委員会などの勉強会の必せ性は㧗く㸪本委員会

の活動が㸪各⮬治体の地域㜵災へのㄢ㢟ゎ決の加㏿に向

けたひとつの推㐍力になることも期待される㸬  

ㅰ㎡ 

 ㅮ師をお引き受けいただきました皆様に心より感ㅰ申し上げ

す㸬2021年 11月の現地ㄪ査に㛵して㸪ご協力いただきました㸪
岡㇂市・ⱴ㔝市の㛵係⪅の皆様に感ㅰ申し上げます㸬 

参⪃ᩥ⊩ 

1㸧㛗㔝県ホームページ㸸令和 3年 8月 13日からの大㞵による⿕
害㸦令和 3年 11月 16日公⾲㸧https://www.pref.nagano.lg.jp/bosai/
documents/shiryo1118-8.pdf㸦2022年 4月 1日㜀ぴ㸧. 
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熊本県益城町における熊本地震の経験・教訓を踏まえた 
防災アクションカードの開発 

Development of ³disaster prevention action card´ based on the experience and lessons 
of the Kumamoto earthquake in Mashiki Town, Kumamoto Prefecture 

○⛅元 康⏨
1
㸪ᮡ山 㞝基

1
㸪小島 㞝♸

1
㸪平㔝 ㄔ也

1
㸪岩ᮏ Ṋ⥅

2
㸪

今▼ 佳太
3
㸪⣚㇂ ᪼平

3

Yasuo AKIMOTO1 ,Yuuki SUGIYAMA1, Yuusuke KOJIMA1, Seiya HIRANO1,
Taketsugu IWAMOTO2, Keita IMAISHI3 and Shohei BENIYA3

1 三⳻UFJリサーチ㸤コンサルティング㈱ ᨻ⟇◊✲事ᴗᮏ㒊 ◊✲㛤Ⓨ➨1㒊/➨2㒊 
     Research and Development Dept.1&2, Mitsubishi UFJ Research and Consulting Co., Ltd. 
2 ⇃ᮏ┴┈城⏫ 危ᶵ⟶⌮ㄢ 
     Crisis Management Division, Mashiki Town, Kumamoto Prefecture 
3兵庫┴❧大学大学㝔 ῶ⅏復⯆ᨻ⟇◊✲⛉ 

   Graduate School of Disaster Resilience and Governance, University of Hyogo 

   In the event of a large-scale earthquake disaster, in order for municipalities to respond smoothly and steadily, it is 
necessary to promptly set up disaster response headquarters. Mashiki Town was heavily damaged by the 2016 
Kumamoto Earthquake. We had developed "Disaster Prevention Action Cards" by utili]ing the reflection and lessons 
learned from the Mashiki Town. The action cards allow all the staff members who gathered just after a disaster respond 
to establish the disaster countermeasures headquarters intuitively. The action cards made it possible for the disaster 
response headquarters to make decisions at an early stage. This report mentions the outline and features, and the 
possibility of further improvement and development. 

Keywords : acWiRQ caUd, diVaVWeU UeVSRQVe, PXQiciSaOiW\, 2016 KXPaPRWR EaUWhTXake 

㸯㸬背景㸸平成28年熊本地震時の益城町の対応 

⇃ᮏ┴┈城⏫㸦以下㸪⏫㸧では㸪平成 28 年⇃ᮏ地㟈で

2 度の㟈度 7 を⤒㦂し㸪⏫内に大きな⿕害が⏕じた㸬 
⤒㦂したことのない大つᶍな地㟈にぢ⯙われ㸪⏫の⅏

害対応体制は大きくΰ乱した㸬≉に㸪⅏害対⟇ᮏ㒊せ員

として割り当てていた⫋員が㑊㞴所ᴗ務➼に㏣われたた

め㸪⅏害対⟇ᮏ㒊事務局㸪すなわち⅏害対⟇ᮏ㒊㛗㸦㸻

⏫㛗㸧を⿵佐する人員の不㊊もあり㸪⅏害対⟇ᮏ㒊ᶵ⬟

は㯞⑷した㸦⾲ 1㸬⏫作成「平成 28 年⇃ᮏ地㟈 ┈城⏫

㟈⅏グ㘓ㄅ㸦令和 2 年 4 ᭶㸧」より㸧㸬 

表 1 応急期における災害対策本部の状況 

5 応急ᮇにおける取り⤌み 
5.1 ⅏害対⟇ᮏ㒊 
1 ᴫせ 
㸦冒㢌┬␎㸧 
⏫役場では平成27年┈城⏫地域㜵⅏ィ⏬において㸪

⅏害対⟇ᮏ㒊⤌⧊図および各ㄢ分ᤸ事務をỴ定してい

た㸬しかし㸪⇃ᮏ地㟈Ⓨ⏕には㸪⅏害対⟇ᮏ㒊せ員

として割り当てていた⫋員が㑊㞴所ᴗ務➼に㏣われた

ため㸪人員不㊊となった㸬したがって㸪⅏害対⟇ᮏ㒊

事務局はそのᶵ⬟をᯝたすことができず㸪⅏害対⟇ᮏ

㒊㛗㸦㸻⏫㛗㸧を⿵佐する人員不㊊もあり㸪⅏害対⟇

ᮏ㒊ᶵ⬟は㯞⑷した㸬 
㸦㏵中┬␎㸧 

しかし㸪᪤存の各ㄢ➼が所属⫋員のほとんどが㑊㞴

所ᴗ務を担当し㸪必せ᭱小㝈度の㏻常ᴗ務と⅏害対応

ᴗ務を実するにとどまり㸪⅏害対⟇ᮏ㒊のỴ定事㡯

が担当ㄢおよび担当⫋員にᾐ㏱しなかった事例も報告

された㸬 
㸦以下┬␎㸧 

⏫が実した⏫⫋員向けのアンケートㄪᰝ㸦⾲ 2㸬⏫

作成「平成 28 年⇃ᮏ地㟈 ┈城⏫による対応の᳨ド報告

᭩㸦平成 29 年 11 ᭶㸧」より㸧でも㸪初動の参㞟後のᴗ

務実体制について㸪多くの⫋員が「指♧⣔⤫がはっき

りしなかったり㸪」ᩘの指♧があったりして㸪ΰ乱した」

及び「参㞟したあと具体ⓗに何をすべきか指♧がなかっ

た」の 2 Ⅼを㸪ㄢ㢟として挙げている㸬 

表 2 参集後の業務実施体制の課題 

前㟈┤後の初動のᴗ務体制について㸪どのようなこと

がㄢ㢟でしたか㸬㸦〇はいくつでも㸧n㸻161 
・指♧⣔⤫がはっきりしなかったり㸪」ᩘの

指♧があったりして㸪ΰ乱した

53.4㸣 

・参㞟したあと具体ⓗに何をすべきか指♧が

なかった

34.2㸣 

・ᴗ務執⾜中に㌟の危㝤を感じることがあっ

た

28.0㸣 

・参㞟はしたが㸪できることがなかった 3.7㸣 
・その他 13.0㸣 
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㸰㸬目的㸸熊本地震時の対応課題を解決するため

の「防災アクションカード」の開発経緯の紹介 

⏫では㸪平成 28 年⇃ᮏ地㟈の⤒㦂も㋃まえ㸪⾲ 3 の 2
Ⅼを㸪⏫⫋員の勤務㛫外に⅏害がⓎ⏕した場合におい

て参㞟した⏫⫋員が少ᩘであったとしても㸪対応すべき

初動ᮇのㄢ㢟として⪃えた㸬 

表 3 平成 28 年熊本地震の経験を踏まえた 
対応すべき初動期の課題 

㸯 ㎿㏿な⅏害対⟇ᮏ㒊の❧ち上げ 
・㎿㏿に⅏害対⟇ᮏ㒊を❧ち上げ㸪指命令⣔⤫を

ᵓ⠏することができるようにする

㸰 優先㡰位の㧗い⅏害対⟇ᴗ務を実する 
・平常の所属に㛵係なく㸪優先すべきᴗ務を実

する

➹⪅ら㸦⏫及び三⳻ UFJ リサーチ㸤コンサルティング

㈱➼㸧は㸪このㄢ㢟ゎỴのため㸪参㞟した⏫⫋員が㸪参

㞟した㡰にㄡでも⅏害対⟇ᮏ㒊の❧ち上げ➼に向けた⾜

動をとることができるよう㸪その手㡰をわかりやすく♧

した「㜵⅏アクションカード」を㛤Ⓨすることとした㸬

ᮏ✏では㸪平成 30 年度から令和 2 年度にかけての 3 年㛫

にわたる「㜵⅏アクションカード」の㛤Ⓨ・ᨵ善➼の取

⤌について⤂介する㸬 

㸱㸬災害対策本部向け防災アクションカードの開

発㸦平成30年度㸧 

㜵⅏アクションカードについて㸪まず⏫⫋員の勤務

㛫外に平成 28 年⇃ᮏ地㟈と同➼の大つᶍ地㟈がⓎ⏕した

場合を想定したものから㛤Ⓨすることとした㸬ᥖ㍕する

内容は㸪初動ᮇの⅏害対⟇ᮏ㒊を❧ち上げるまでに㸪参

㞟した⏫⫋員が対応するά動を対㇟とすることとした㸬 
勤務㛫外に大つᶍ地㟈がⓎ⏕し㸪᭱初に参㞟した⏫

⫋員を役⫋に㛵係なく「初動リーダー」と定⩏した㸬ア

クションカードの 1 ᯛ┠にはまずその初動リーダーが対

応する事㡯をグ㍕し㸪「初動リーダー」の指のもと㸪2

␒┠以㝆に参㞟した⫋員が対応すべき事㡯を 2 ᯛ┠以㝆

のカードに㡰にᥖ㍕するᵓ成とした㸦図 1㸧㸬各カード

は初ぢ⪅でも内容が⌮ゎできるよう㸪➃ⓗなᩥゝでグ㏙

し㸪㎿㏿にά動が⾜えるよう命令ㄪの⾲⌧を᥇⏝するこ

ととした㸬㸦例「住Ẹの安全のため人命᭱優先で⾜動せ

よ㸟」㸧 

図1 アクションカードを利用した職員の動き(イメージ) 

㜵⅏アクションカードの㛤Ⓨに㝿しては㸪平成 28 年⇃

ᮏ地㟈Ⓨ⏕当に実㝿に⅏害対⟇ᮏ㒊の❧ち上げ・㐠営

にᦠわった⏫⫋員へᨵめてヒアリングを実し㸪当の

ㄢ㢟をάかせるよう㓄慮した㸬≉に㸪平成 28 年⇃ᮏ地㟈

は㸪前㟈の後にᮏ㟈がⓎ⏕しその後も度㔜なる余㟈がⓎ

⏕したことから㸪⅏害対⟇ᮏ㒊を 4 度⛣㌿しており㸪⅏

害対⟇ᮏ㒊をタ⨨する庁⯋の安全性☜ㄆも㔜せなポイン

トであった㸬そこで㸪㜵⅏アクションカードにも㸪参㞟

した⫋員が実する事㡯として㸪庁⯋の応急危㝤度判定

を加え㸪写┿➼のゎㄝも入れて㸪⡆᫆に庁⯋の安全☜ㄆ

が実できるよう㓄慮した㸬

そのほか㸪㠀常⏝Ⓨ㟁ᶵの㉳動㸪⅏害対⟇ᮏ㒊室のレ

イアウト及び必せ備品の保⟶場所➼についてもグ㍕し㸪

⅏害対⟇ᮏ㒊のタ⨨に必せな一㐃のά動を㜵⅏アクショ

ンカードとしてᩚ⌮した㸦図 2㸧㸬

また㸪⏫⫋員の勤務㛫内に大つᶍ地㟈がⓎ⏕するこ

とも想定し㸪庁⯋内にいる᮶庁⪅➼人員の安全☜保から

始まる㜵⅏アクションカードについても㛤Ⓨした㸬 
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図 2 災害対策本部向け防災アクションカード㸦平成 30 年度開発㸧 

㸦左㸸表紙㸪中央㸸活動の流れ㸦カードの全体像㸧㸪右㸸応急危険度判定調査のカード㸧 
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㸲㸬災害対策本部向け防災アクションカードのピ

クトグラムを用いた改良㸦令和元年度㸧

平成 30 年度には㸪作成した㜵⅏アクションカードを⏝

いて㸪⏫⫋員の参㞟と⅏害対⟇ᮏ㒊の❧ち上げカ⦎を抜

き打ちで実した㸬アクションカードをά⏝した⅏害対

⟇ᮏ㒊の❧ち上げも⾜われたが㸪利⏝⪅からはカードに

グ㍕されている内容について㸪ᩥゝだけでなくイラスト

をῧえてマニュアルやㄝ᫂᭩のようなグ㏙になっている

と㸪より⌮ゎがしやすいという意ぢが寄せられた㸬そこ

でこの抜き打ちカ⦎の⤒㦂を⏕かし㸪⅏害対⟇ᮏ㒊向け

㜵⅏アクションカードは㸪ピクトグラムを中心にそのゎ

ㄝを▷ᩥで入れるᵓ成へとᨵⰋを⾜うこととした㸬これ

により㸪┤感ⓗに⫋員が対応すべき事㡯が⌮ゎできるよ

うになった㸦図 3㸧㸬 

㸳㸬避難所施設㸦学校㸧向け防災アクションカー

ドの開発㸦令和元年度㸧 

⅏害においては㸪平成 28 年⇃ᮏ地㟈の対応のよう

に㸪住Ẹを守る⏫の㈐務として㑊㞴所の㛤タ・㐠営も㔜

せである㸬一᪉で㸪⏫の⅏害対応を╔実に㐍めるために

は㸪⅏害対⟇ᮏ㒊の㎿㏿な❧ち上げが必せであり㸪⏫と

しては必ずしも㑊㞴所の㛤タ・㐠営に十分な人員を割く

ことができない可⬟性もある㸬そこでᨵめて㸪㑊㞴所の

㛤タ・㐠営については㸪㑊㞴所タの⟶⌮⪅と地域住Ẹ

との協働による体制ᵓ⠏を᳨ウすることが必せとなった㸬 
⏫では上グ㊃᪨にῧった㑊㞴所㐠営マニュアルのᩚ備

も㐍めており㸪この㑊㞴所の㛤タの手㡰についても㸪⅏

害対⟇ᮏ㒊の❧ち上げと同ᵝに㜵⅏アクションカードと

してᩚ⌮することで㸪より㎿㏿な対応の実⌧を┠指すこ

ととした㸬 

図 3 ピクトグラムを用いて改良した災害対策本部向け防災アクションカード㸦令和元年度開発㸧 

㸦左㸸表紙㸪中央㸸活動の流れ㸦カードの全体像㸧㸪右㸸初動リーダー向けカードの一番はじめのもの㸧 

避難所開設までの流れ

※この図は拡大印刷して掲示できます
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具体ⓗには㸪⏫内の小中学ᰯが㑊㞴所に指定されてい

ることから㸪1 つの小学ᰯをモデルに㸪ᩍ⫱委員会協力

のもと㸪学ᰯᩍ⫋員による㑊㞴所㛤タのὶれをまとめた

㜵⅏アクションカードを㛤Ⓨした㸬児❺・⏕徒の在ᰯ

㛫中に地㟈がⓎ⏕したことを想定し㸪児❺・⏕徒の安全

☜保を᭱優先とし㸪その後㑊㞴所㛤タに対応する手㡰を㸪

⅏害対⟇ᮏ㒊向け㜵⅏アクションカードと同ᵝ㸪ピクト

グラムをά⏝し作成した㸦図 4㸧㸬 

㸴㸬スマートフォン向けアプリケーション版防災

アクションカードの開発㸦令和2年度㸧

平成 30 年度及び令和元年度に㛤Ⓨした㜵⅏アクション

カードは庁⯋または学ᰯタに備え付けておくことを想

定したものであったが㸪㏆年の IT 技⾡のⓎ㐩またスマー

トフォンのᬑ及を㋃まえ㸪スマートフォン➃ᮎで᧯作の

できるアプリケーション∧㜵⅏アクションカードとして

の㛤Ⓨも⾜った㸬アプリケーションはダウンロード➼の

手㛫をせさない一⯡のWEBプラウザで᧯作することので

きる形式とし㸪⏫役場庁⯋及びその⿕⅏の代᭰庁⯋と

なる保健⚟♴センターを対㇟に⅏害対⟇ᮏ㒊のタ⨨手㡰

を☜ㄆできる仕ᵝとした㸬このスマートフォン向けアプ

リケーションでは㸪⫋員がそれぞれの➃ᮎを⏝いて対応

した手㡰に「完了῭み」と入力᧯作することで㸪┦互に

他⪅の対応≧ἣが反ᫎされるしくみとした㸬これにより

」ᩘの建≀でᵓ成される⏫役場において㸪各建≀の応急

危㝤度判定の手㡰の㐍⾜≧ἣをリアルタイムで┦互に☜

ㄆすることができる㸬また少し㞳れた位⨨に❧地してい

る⏫役場と保健⚟♴センター㛫でも㸪┦互の㐍⾜≧ἣが

アプリケーションを介して共᭷することができる㸦図 5㸧㸬

㸵㸬成果と今後の課題 

(1) 成果

ᮏ✏では㸪⇃ᮏ地㟈の┈城⏫の⅏害対応ᩍカに基づい

た㜵⅏アクションカードの㛤Ⓨプロセスを⤂介した㸬㛤

Ⓨした㜵⅏アクションカードは㸪⥅⥆ⓗにᨵ善を⥆ける

ことで㸪⅏害対⟇ᮏ㒊の❧ち上げや㑊㞴所タの㛤タ・

㐠営という優先度の㧗いᴗ務を対㇟とし㸪ピクトグラム

➼を⏝いた┤感ⓗに⌮ゎしやすい⾲⌧やスマートフォン

対応による利⏝しやすさ➼に㓄慮しており㸪他の市⏫ᮧ

でも応⏝可⬟で㸪᭷⏝性のあるものとなった㸬 

(2) 今後の課題

D) 効果検証と他市町村への展開

今後㸪この㜵⅏アクションカードの利⏝᭷↓による㸪

⅏害対⟇ᮏ㒊の❧ち上げにせする㛫➼の᳨ドを⾜うこ

とで㸪この㜵⅏アクションカードの作成効ᯝをより᫂☜

にする必せがある㸬 
また㸪⇃ᮏ地㟈での反┬を㋃まえ㸪同⏫のㄢ㢟ゎỴの

ため㜵⅏アクションカードを㛤Ⓨしたが㸪他市⏫ᮧにも

応⏝可⬟なỗ⏝ⓗなせ⣲も含まれており㸪今後㸪つᶍや

⅏害対応⤒㦂の␗なる市⏫ᮧでも㜵⅏アクションカード

の導入が᭷効だと⪃えられる㸬 
E) 避難所の開設状況の把握等との情報連携

スマートフォン向けアプリケーション∧㜵⅏アクショ

ンカードを利⏝することで㸪」ᩘタにおける対応の㐍

ᤖ≧ἣを⅏害対⟇ᮏ㒊➼で☜ㄆすることが可⬟である㸬

今後㑊㞴所➼のタ向けにもᶵ⬟を拡張することで㸪初

動に⅏害対⟇ᮏ㒊で実される⅏害対⟇ᮏ㒊以外の⅏

害対応拠Ⅼタでの対応≧ἣに㛵する円な情報収㞟・

ᩚ⌮にも寄与することができるものと⪃えられる㸬

㸶㸬謝辞 

⇃ᮏ地㟈の⤒㦂・ᩍカを㋃まえた㜵⅏アクションカー

ドの㛤Ⓨに当たっては㸪平成 28 年⇃ᮏ地㟈の対応に㛵

するヒアリングㄪᰝや㜵⅏アクションカードを利⏝した

カ⦎などに㸪多くの⏫⫋員や⏫学ᰯ㛵係⪅➼のご協力を

いただいた㸬 

図 5 スマートフォン向けアプリケーション版防災アクションカード㸦令和 2 年度開発㸧 

㸦左㸸カードの全体像㸪中央・右㸸進捗状況の確認頁 

㸦右㸸仮設庁舎に初動リーダーが到着し㸪その旨の操作をしたことで㸪「完了済み」として灰色に表示が変更㸧㸧 

-  256 -



 

アフターファイブにおける⅏害対ᛂステークホルダーの「㢦のぢえ

る㛵係ᵓ⠏」とその効ᯝ㹼よんなな㜵⅏会がつなげる㜵⅏の㍯㹼
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   In disaster response, it is necessary for local residents, government, and various other organizations to be involved 
and cooperate with each other. It is said that the building of face-to-face relationships among stakeholders during 
normal times is crucial at the root of such cooperation. 47 Bosai Team includes a wide variety of people from all over 
Japan, including public officials, local disaster prevention leaders, people from the private sector, and students, who 
proactively participate in study sessions and exchange meetings on a daily basis, transcending the vertical barriers 
between organizations. As a result, government agencies can talk frankly with each other without anxiety, and 
connections with the local community have been created, leading to smoother disaster response operations and the 
resolution of issues. 

Keywords: Face-to-Face Relationships, After Worktime, Community, Wide variety of people, SNS 

㸯㸬はじめに 
 ㏆年㸪㞵災害が激甚化・㢖発化しており㸪平成30年
7月㞵では㸪平成に入り最大の人的⿕害が生じた㸬この
災害を受け中央㜵災会㆟㜵災対策実⾜会㆟の下に水害・

土砂災害からの㑊㞴に㛵するワーキンググループがタ⨨

され㸪本ワーキンググループの報告1)では㸪目指す社会

として㸪『住民は「⮬らの命は⮬らが守る意㆑を持つ」』

『⾜政は「住民が㐺切な㑊㞴⾜動をとれるよう全力で支

援する」』ということが示された㸬本報告にはこれらの

具体的な取組が書かれているが㸪それらを実施するには

様々な機㛵の㐃携が必せとなっている㸬 
市町村の災害対応においても㸪内㛶府発⾜の手引き2) 

では市町村が実施すべき主な対策として㸪10のポイント
と4つのフェーズが示されている㸬これらを実施するには
市町村の㜵災㒊局のみならず他㒊局㸪地域住民をはじめ㸪

市町村外の様々な機㛵との㐃携が必せである㸬また㸪内

㛶府㜵災女子の会からの提ゝ3)においては㸪「女性のど

点に立った⿕災⪅支援の推㐍」と「女性のど点を組み㎸

むための㜵災担当の体制強化」について㏙べられている㸬 
このように日㡭から災害に備え対応していくには㛵係

⪅同士の㐃携や理ゎが必せであり㸪そのためには「㢦の

ぢえる㛵係構築」が㔜せである㸬例えば㸪平成 30年 7月
㞵時の岡山県倉敷市真備町服㒊地区では㸪地域包括支

援センターを中心に『ぢ守り支えあい台帳』を作成して
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おり㸪それを活用して地区の対㇟⪅の㑊㞴支援を⾜った
1)㸬また㸪㧗知県㯮潮町においては、⮬主㜵災組⧊の会㛗

や㜵災リーダーが地域と学校の㛫に入ることで、地域と

学校が㐃携した㜵災カ⦎などの学校教⫱を推㐍されてお

り㸪㐣去に一度も地域の㑊㞴カ⦎に参加したことがない

㧗㱋⪅㸪せ㓄慮⪅が中学生にㄏわれて一⥴に参加するな

どの成果もあげられている 4)㸬しかしながら㸪このよう

に災害対応に㛵係する地域のステークホルダー㛫で㢦の

ぢえる㛵係が構築されているところは多いとはゝえず㸪

⮬治会が学校・⾜政との㐃携は㔜せだというㄆ㆑はあり

ながらも㸪単独での㜵災活動が主である傾向があり㸪学

校と⮬治会とのつながり・㐃携は低い傾向である地域も

ある 5).また㸪前㏙のような各地域での好事例について㸪
他の地域に必ずしも横展㛤されているとはゝい㞴い㸬 

㸰㸬よんなな㜵⅏会のᴫせとά動内容 
 よんなな㜵災会は㸪「47 㒔㐨府県の公務員をはじめ㸪
地域㜵災の担い手や民㛫企業の方㸪学生(中学生㹼大学
生)等が有志で参加し㸪㜵災・減災をキーワードに㸪勉強
会や交流会等を㏻じて学び合い㸪つながりを深めていく

会」として令和元年 10月に発㊊し活動している有志団体
である㸬本会の大きな特徴としては「①メンバーの半数

以上が公務員」「②様々な立場の地域㜵災の担い手も参

加」「③㜵災知㆑の有無は問わずㄡでも参加可⬟」とい

う点であり㸪令和 4年 4月 18日現在㸪全国約 1,200名が
参加している(⾲ 1)㸬本会は㸪メンバー同士のつながり
や㢦のぢえる㛵係を構築すること等を㏻じて㸪個人㸪組

⧊及び地域の㜵災活動の改善に寄与することを目的とし

ており㸪具体的には「①⮬㌟が一住民として⮬然災害か

ら命や暮らしを守るための知㆑の⩦得」「②メンバー同

士が情報共有を⾜うことによる業務・取り組みの円滑

化・改善」「③メンバー相互の強みを生かした㐃携によ

る新たな取り組みの実施」などが挙げられる㸬 
主な活動内容としては「①勉強会」「②共有会」「③

交流会・意ぢ交換会」がある㸬コロナ禍の現在ではオン

ラインで活動しており㸪勉強会では㸪その時期に応じた

タイムリーなヰ㢟を取り上げたり㸪本会メンバー以外の

人を外㒊ㅮ師としてヰ㢟提供してもらっている㸬共有会

では㸪あらかじめメンバーにアンケートを取り㸪より㛵

心の㧗いテーマをタ定し㸪そのテーマに合わせて主にメ

ンバーからのヰ㢟提供を⾜っている㸬勉強会・共有会終

了後には㸪メンバー㛫のつながりを作る目的から毎回交

流会・意ぢ交換会の時㛫をタけている㸬

⾲ 1 よんなな㜵⅏会のᴫせ 

㸱㸬よんなな㜵⅏会を㏻じて⏕まれたつながり 
 本会には多様な人が参加していることから㸪様々な形

のつながりが生まれている㸬例えば次のとおりである㸬 

(1)公務員同士のつながり
本会の特徴の一つとして㸪メンバーの半数以上が公務

員という点がある㸬中央省庁・㒔㐨府県・市町村・消

㜵・㆙察・⮬⾨㝲・教員等様々な立場の公務員が参加し

ている㸬そのため㸪日㡭直接やり取りの少ない中央省庁

と市町村や⫋種を㉺えたつながりなど㸪様々な公務員の

つながりが生まれている㸬 
(2)公務員と地域㜵⅏のᢸいᡭとのつながり
消㜵団や㜵災士㸪その他地域で活動する㜵災の担い手

も多く参加しているため㸪そのような人たちと公務員と

のつながりも生まれている㸬 
(3)学⏕同士のつながり
本会から派生し「よんなな㜵災会学生㒊」が発㊊した㸬

令和 4年 4月 1日現在㸪全国の中学生から大学㝔生約 60
名が参加し㸪「㜵災に㛵心のある学生がイベントや交流

会を㏻してつながることで㸪㜵災活動の㍯を広げること」

を目的として活動を⾜っている㸬具体的には㸪「㜵災と

キャリア」と㢟して㸪㜵災に㛵わる仕事をしている人か

らのㅮ演や学生㒊メンバーからのヰ㢟提供、他の学生団

体等との㐃携した取組などである㸬

(4)女ᛶ同士のつながり
本会から派生し「よんなな㜵災会女子㒊」も発㊊した㸬

令和 4年 4月 1日現在㸪全国約 130名の女性が参加し㸪
「㜵災分㔝に㛵心のある女子がつながり㸪㢦のぢえる㛵

係を作ることで㸪一人ひとりがその⬟力を発揮し㸪いき

いき㸪楽しく活動できるようになること」を目的に活動

を⾜っている㸬具体的には㸪女性や男女共同参画のど点

に㓄慮した勉強会や㸪男女共同参画に㛵する情報のソー

シャル・ネットワーキング・サービス㸦以下「SNS」と
いう㸬㸧での発信などである㸬

㸲㸬つながりから⏕まれたこと 
 本会メンバーを対㇟としたアンケートを実施した㸬こ

こではアンケートの内容や実㝿の活動を基に前章で紹介

したつながりから生まれた多種多様な具体例を紹介する㸬 
(1)公務員同士のつながりから
a) ⮬体㛫の報共᭷

災害対応においては、㐣去に⿕災した⮬治体とそうで

ない⮬治体とがある㸬本会では㸪大㜰北㒊を㟈源とする

地㟈や平成 30年 7月㞵等で災害対応にあたった⮬治体
⫋員から当時のヰを⪺いた㸬それにより㸪災害を経㦂し

ていない⮬治体⫋員も㸪⿕災した㝿に㉳きうることをイ

メージすることができた㸬実㝿㸪本ヰ㢟提供を㏻じて㸪

⮬㌟の⮬治体の取り組みに生かしたという事例もある。

また㸪個別㑊㞴ィ画作成に㛵する㒔㐨府県の役割につい

て㸪㒔㐨府県⫋員と市町村⫋員との意ぢ交換において㸪

㒔㐨府県⫋員が市町村の立場からの率直な意ぢを⪺くこ

とができたことで㸪市町村の個別相ㄯを基㍈とした伴㉮

型支援の方向での支援体制構築を㐍められているといっ

た事例もある㸬

b) ᕷ⏫ᮧと中央┬ᗇとのやり取り

㏻常業務では㸪中央省庁からの㏻知や市町村からの報

告等は㸪㒔㐨府県を介して⾜われる㸬一方㸪市町村が中

央省庁からの㏻知等の⫼景やその他⿵㊊情報を⪺きたい㸪

中央省庁も市町村の現場の声を⪺きたいなど㸪ちょっと

したことを⪺きたい場合に㸪本会でつながりがあると直

接確ㄆできる㸬特に㸪中央省庁⫋員は直接市町村⫋員と

業務で㛵わる機会が少ないことから㸪現場の声を⪺くこ

とができる㠀常に㈗㔜な機会となっている㸬 

峲峽なな防災会と峙 47都道府県峘公務員峼峙峂峫岝地ୠଆ಼峘૿岮手峮民間企
業峘方岝学生（中学生～大学院生）岶有ಂ峑加峁岝ଆ಼嵣
減಼峼崕嵤嵗嵤崱峕岝強会峮交会ಉ峼通峂峐学峝合岮岝
ᇽ岶峴峼峫峐岮岹会

設立 ഥ和元年10月
構成 ⋇地方公務員：都道府県岝区市町村岝ଆ岝岝教員ಉ

⋈国家公務員：府省庁
⋉民間企業ಉ：嵆崡崛嵇岝崛嵛崝嵓岝教岝一社岝NPO ಉ
⋊学生：中学生岝高ૅ生岝大学生岝大学院生 峔峓

所在地 全国地（北海道岵峳బಐ県峨峑）
嵉嵛崸嵤数 約1200名(ഥ和4年4月18日現)

※半数以上岶公務員（峇峘峔岵峑峬自治体員岶多数）
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(2)公務員と地域㜵⅏のᢸいᡭとのつながりから
⾜政が㐍めていこうとしている取組についてヲしく⪺

きたい㸪また㸪⾜政が㐍めようとしている取組が地域で

㐍んでいるか知りたいなど㸪双方⪺きたいことも少なく

ないと思われる㸬しかしながら㸪日㡭の業務では双方が

ざっくばらんにヰをする機会はなく㸪また㸪ヰをする機

会があったとしても㸪「⾜政⫋員と地域住民」という㛵

係性があり㸪壁を感じることも少なくない㸬 
⾜政と市民の意思疎㏻が図りにくくなっている原因の

一つに地域㜵災の担い手である㟷年期の市民の地域コミ

ュニティへの参加㢖度の低下が⪃えられる 6)㸬SNS の普
及によって㸪地域コミュニティに参加しなくともインタ

ーネット上で価値ほを共有できる仲㛫と交流が取れるこ

とが地域住民と交流するモチベーションの低下に拍㌴を

かけている㸬本会はまさにその SNS を活用しており㸪活
動の場がきっかけとなって⾜政・地域コミュニティ・地

域㜵災の担い手の交流の機会が生まれている㸬実㝿㸪メ

ンバーからは『「⾜政と民㛫企業」「⾜政と地域」につ

いてのㄢ㢟のぢえる化ができた』『公助に㝈界がある中

で㸪いかにして⮬助・公助の活動を活性化していくべき

かを学ぶことができた』『⾜政が㜵災にどのような気持

ちで取り組んでいるかを知る㈗㔜な場になっている』

『ありがちな⾜政批判ではなく㸪公民が互いにㄆめ合い

⿵い合う意㆑が参加⪅にある』といった声がある㸬

(3)学⏕同士のつながりから
よんなな㜵災会学生㒊には㸪㜵災に㛵心のある学生が

㞟まっているため㸪㜵災を専㛛に学ぶ学生はもちろんの

こと㸪他の㡿域㸦例えば㸪医療㸪法律㸪まちづくりなど㸧

を専㛛に学ぶ学生も参加している㸬そのため㸪これまで

㛵わりの少なかった他㡿域の学生との交流が⾜われたり㸪

イベント等では様々な分㔝で㜵災に携わっている人の事

例提供が⾜われたりするなど㸪他㡿域における㜵災の現

状を知る機会の創出につながっている㸬先㏙の「㜵災と

キャリア」では㸪㜵災への㛵わり方や将来のキャリアに

ついて学生㛫で想いや悩みを共有することができ㸪㜵災

に㛵心を持つ学生にとって⮬㌟のキャリアや将来につい

て⪃える機会となっている㸬

また㸪よんなな㜵災会学生㒊はよんなな㜵災会を母体

として発㊊したことから㸪㜵災に㛵わりのある社会人と

のつながりが密である㸬そのため㸪㜵災㛵㐃の団体や施

タのぢ学㸪内㛶府㜵災⫋員との意ぢ交換など㸪学生にと

って普段あまり接する機会がない㈗㔜な経㦂をすること

ができる場となっている㸬 
(4)女ᛶ同士のつながりから
内㛶府㜵災女子の会からの提ゝ 3)には㸪「㜵災女子の

会」と「よんなな㜵災会女子㒊」が交流していくことが

グ㍕され㸪ぼうさいこくたい 2021等では㸪内㛶府男女共
同参画局と㐃携して㜵災の企画を㛤催した㸬本企画には

多くの㜵災に㛵わる女性⫋員が参加し㸪その後よんなな

㜵災会女子㒊に加入した人もいた㸬一⯡的に⾜政が主催

する企画では㸪そこで出会った人との継続的なつながり

や学びの機会というのは㝈定的であるが㸪⾜政の企画に

よんなな㜵災会女子㒊が㐃携していることで㸪よんなな

㜵災会女子㒊を㏻じて継続的なつながりや学びの機会を

得る仕組みを構築できた㸬ここでは㸪中央省庁㸪㒔㐨府

県㸪市町村のつながりの構築されており㸪国の⫋員が地

域の実情等を知る機会も増え㸪施策を検ウするうえで有

益な情報を得られる機会が増えることも期待できる㸬 

 また㸪よんなな㜵災会女子㒊での企画をきっかけに㸪

とある㒔㐨府県の PTA 協㆟会が㜵災の取組を始めること

となり㸪その研修会によんなな㜵災会女子㒊のメンバー

がㅮ師として参加したことや㸪㑊㞴所での物㈨㓄布にお

ける生理用品や大人用おむつに㛵する情報交換㸪令和 4

年 3月 16日に発生した福島県沖の地㟈に対するボランテ

ィア募㞟の発信などつながりが活きる場㠃が多々あった㸬 
(5)その他よんなな㜵⅏会に参加することのメリット
アンケートのタ問㡯目は『よんなな㜵災会を㏻じて

「①他組⧊の人と助け合う意㆑が生まれたか」「②ご⮬

㌟の㜵災意㆑は㧗まったか」「③ご⮬㌟の業務に活かさ

れたりㄢ㢟のゎ決につながったことはあるか」「④その

他よんなな㜵災会に所属してよかったことはあるか」』

の 4 つである㸬これら 4 つのタ問に対する回答の一㒊を
⾲ 2㹼5に㡯目ごとに整理した㸬各㡯目とも本会に参加し
たことで得られたメリットが書かれていたが㸪「つなが

り」によるところが大きいことが分かる㸬特に㸪㜵災意

㆑についても㸪同じ志を持つ人同士がつながることで㸪

維持・㧗まりに寄与していることが分かった㸬 

⾲ 2 他⤌⧊の人と助け合うព㆑の㔊ᡂ 

1 地域や専㛛分㔝のᶓ᩿ⓗにつながることで互いの

❧場やᙺ割をᑛ㔜・⌮ゎするᶵ会がᚓられる㸬 

2 他⤌⧊との報共᭷によって㸪⅏害のニーズや

⅏害に対ᛂする姿勢の㐪いを☜ㄆできた㸬 

⾲ 3 ⮬㌟の㜵⅏ព㆑の㧗まり 

1 ⮬主ⓗな㜵⅏ά動に取り⤌んでいたなか㸪よんな

な㜵⅏会での定ᮇⓗな学びや交ὶにより㸪地域に
おける㜵⅏ព㆑が一ᒙ㧗まった㸬 

2 㜵⅏に㛵わるᵝ々なエキスパートと┤᥋ヰをし㸪

取り⤌みを⪺くことで㸪㜵⅏に㛵わり⥆けていく
ぬᝅができた㸬 

⾲ 4 ⮬㌟のᴗ務へのά⏝やㄢ㢟のゎỴ 

1 ⮬団体の主催ㅮᗙにおいて㸪よんなな㜵⅏会メン

バーのⓏ壇・助ゝもらった㸬 

2 他の地域のᾘ㜵団のά動を▱ることで㸪住んでい

る地域のᾘ㜵ά動にάかすヒントをもらえた㸬 

⾲ 5 よんなな㜵⅏会にᡤᒓしてよかったこと 

1 オンラインならではだとᛮうが㸪よんなな㜵⅏会

でㅮ₇をしたᚋ㸪Facebook➼でつながりが一Ẽに

増え㸪全国の人とのつながりができた㸬

2 㜵⅏をᚿす仲㛫とつながることができ㸪同ᚿとし

ての⤖びつきをᙉくឤじた㸬 

 また㸪本会には㸪産官学問わず様々な人が参加してお
り㸪幅広いネットワークを構築している㸬それにより㸪

具体事例として㸪次のようなメリットも生まれている㸬 

a) ᪥㡭あまり᥋Ⅼのない᪉とのពぢ交

勉強会等においても日㡭なかなか直接ヰを⪺くことが

㞴しい人からもヰを⪺き㸪意ぢ交換を⾜うことができて

いる㸬例えば㸪市㛗をㅮ師として市㛗目⥺での災害対応

についてヰを⪺いた㸬意ぢ交換時には㸪⮬分の市町村の

㤳㛗には直接⪺きにくいことを㉁問できたといった感想

もあった㸬また㸪弁ㆤ士からは㸪⿕災した㝿に生活再建

を⾜う上で助けとなる法律のヰを⪺き意ぢ交換を⾜った㸬

実㝿の㐣去の災害時に発生した困りごとなどのヰから㸪

どのような支援を受けられるのかといった知㆑を得るこ
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とができた㸬 
b) ᖜᗈい報収㞟

様々な分㔝で㜵災に携わっている人が参加しており㸪

㐺宜メンバーに対して情報提供が⾜われていることから㸪

幅広く様々な情報を収㞟することが可⬟である㸬実㝿㸪

『いろいろな情報がランダムに㣕んでくるところがⰋい』

という意ぢも寄せられている㸬 
C) 好事例のᶓᒎ㛤

本会の活動等を㏻じて㜵災における地域での取組事例

を共有した㸬それにより㸪本会でのつながりを㏻じて文

㒊科学省の学校安全に㛵する「⫋員だより㸦令和 2 年 9
月号㸧」にそれらの事例が掲㍕されたり㸪本会を㏻じて

取組を知った人が⮬分の地域で実施しメディアに取り上

げられたりするなど㸪好事例の横展㛤も⾜われている㸬 

㸳㸬㢦のぢえる㛵係ᵓ⠏のポイント 
本会メンバーはみな仕事としてではなくアフターファ

イブ㸪すなわちプライベートでの活動として参加してい

る㸬そのため㸪本会では㸪㢦のぢえる㛵係構築を活性化

すべく㸪家でも⫋場でもない「サードプレイス㸦第 3 の
居心地のⰋい場所㸧」となるような㐠営に努めている㸬

具体的に㸪本会は基本的に Facebookを活用して㐠営を
⾜っており㸪Facebook 上で本会のグループを作成し㸪そ

こに参加してもらう形をとっている㸬また㸪 Facebookを
活用するメリットとして㸪Facebook の特徴である「実名
登㘓」「日常生活の共有」があると⪃える㸬実名登㘓と

いうことで相手に対して安心感を与えるとともに㸪日常

生活の写真等が共有されることで人となりを知ることが

できる㸬また㸪それをきっかけに Facebook上でやり取り
することで㸪日㡭から㜵災以外のことでもコミュニケー

ションを取ることができ㸪「単純接ゐ効果」により㢦の

ぢえる㛵係構築を促㐍させることができる㸬そして㸪メ

ッセンジャー機⬟により㸪㐃絡を取りたい相手に容易に

㐃絡をすることができる㸬本会には㸪志を同じくする⪅

が㞟まるため㸪Facebook のグループ内では㸪メンバー
各々が実施する㜵災取組を積極的に情報共有しており㸪

それに対して何らかのリアクションをするメンバーも多

い状況にある㸬これにより㸪メンバー個人としての⮬信

や士気が㧗まるとともに㸪本会へのコミュニティとして

の帰属意㆑や他メンバーとのぶ密度も㧗まっていると⪃

えられる㸬

 また㸪本会では㸪各活動を盛り上げるキーパーソンが

」数人いる㸬片岡・石山㸦2017㸧7)では㸪地域で継続性

のある存在となった目的交流型のサードプレイスのせ素

として㸪「インターネット上の場所の有効性」のほか㸪

「キーパーソンが当事⪅として問㢟意㆑をもち㸪それに

よって生まれる目的に共感してもらうことで地域の㈶同

⪅を増やすこと」等を挙げている㸬本会においても、積

極的に⾜動する」数人のキーパーソンがいることで㸪常

に新しい企画が実施されている㸬こうしたことで㸪各メ

ンバーが㣬きることなく㸪サードプレイスとしての機⬟

が図られていると⪃えられる㸬

㸴㸬今ᚋのᒎᮃ 
 本会では㸪これまでオンラインを中心に㢦のぢえる㛵

係構築を図ってきた㸬そのため全国各地から様々な人が

参加できた㸬一方㸪災害対応という点を⪃えると地域ご

との㢦のぢえる㛵係も㠀常に㔜せになってくる㸬そのよ

うなことから㸪本会では全国を 8 つの地方に分けた地方

会を発㊊させた㸬今後㸪新型コロナの感染が収束し対㠃

で会える機会が増えた㝿には㸪より㌟㏆な人と直接会え

る機会を各地でタけ㸪㢦のぢえる㛵係構築を促㐍してい

くとともに㸪そこでつながった人たちが一⥴に㜵災の取

組を⾜えるような仕組みも整えていく㸬また㸪今年度よ

り⮬治大学校の「⮬治体危機管理・㜵災㈐任⪅研修」に

て本会の活動を紹介するコマがタ⨨されたので㸪⮬治体

㛫のつながりもさらに促㐍させていきたい㸬そして㸪

SNSの活用について㸪令和 2年度の Facebookの利用率は
31.9%にすぎず㸪一方で LINEの利用率は 90.3%という現
状がある 8)ことから㸪LINE も活用していくことで㸪
Facebook のアカウントを持っていない人も本会に参加す
ることができるようにする㸬引き続きこのように㜵災に

㛵心のある様々な人がつながる機会を増やしていくこと

で㸪㜵災に㛵するネットワークを構築するためのハブと

しての役割を果たしていきたいと⪃えている(図 1)㸬 

図 1 よんなな㜵⅏会が┠ᣦすᙺ割 

ㅰ㎡ 
本ㄽ文を作成するにあたり㸪本会メンバーにアンケー

トを実施した㸬アンケートに回答いただいた方々に感ㅰ

申し上げる㸬また㸪令和元 10月に本会が立ち上がり㸪約
2 年半で約 1,200 人に参加いただいている㸬多種多様な
方々にご参加いただいているお㝜で様々なつながりが生

まれ㸪この度これまでの活動内容や成果をㄽ文としてま

とめることができた㸬この場を借りてお礼申し上げる㸬
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㜵⅏リテラシー᱁差のᢕᥱに向けた 
地域住Ẹのセグメント化に㛵する基♏ⓗ◊✲ 

Exploratory Study on the Segmentation of Residents to Identify Disaster Risk 
Reduction Literacy Gap 
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   Disaster risk reduction practices that involve voluntary participants from community residents can unexpectedly 
generate or enlarge disaster risk reduction literacy (DRRL) gap between participants and non-participants. In order to 
improve DRRL for overall residents, it is necessary to identify and reach out to those who are unlikely to respond to 
conventional practices. This study conducted exploratory analyses on the relationships between DRRL and socio-
demographic variables as well as disaster-related experiences based on web survey data (n=940). By segmenting 
local residents, this study provides clues to devise effective targeting/marketing measures for preventing DRRL gap 
and also enhancing DRRL. 

Keywords : Disaster risk reduction literacy,  Literacy gap, Segmentation, Web survey 

㸯㸬序ㄽ 
(1)◊✲⫼ᬒ

災害時の人的被害発生を抑止・㍍減するためには、災

害情報や㑊㞴場所・㑊㞴所の環境整備と並んで、住民自

㌟のリスク回㑊行動が肝要となる。リスク回㑊行動をつ

定するものの 1 つとして、「㜵災リテラシー」㸦林 2016; 
松川ほか 2021㸧1)2)がある。㜵災リテラシーは、「災害を

理ゎする能力」㸦脅威の理ゎ㸧、「必要なそなえを行う

能力」㸦そなえの自ぬ㸧、「いざという時の行動を行う

能力」㸦とっさの行動への自信㸧の 3 つの能力から構成

される。筆者らの研究では、㜵災リテラシーが㧗いほど、

台㢼・㞵接㏆時における対応行動㸦㑊㞴行動、㑊㞴呼

びかけ㸧をより実行していることを明らかにした㸦藤本

ほか 2019㸧3)。これを受け、㜵災リテラシーを向上させ

る方策として、地域住民の対㇟とした災害リスク・コミ

ュニケーションの取り組み㸦菅原ほか 2021㸧4)について

も検ウされている。 
 しかし、こうした住民のなかの希望者が自主的に参画

する㜵災のヨみは、元々㜵災に㛵心がある人㸦例えば自

主㜵災組織のメンバーなど㸧に参加者が偏る傾向がある

㸦藤本ほか 2021㸧5)。そのため、希望者参加型の取り組

みだけでは、㜵災無㛵心層に直接アプローチできず、㜵

災への㛵心が㧗い特定の層の㜵災リテラシーばかりが㧗

まる可能性がある。あえていえば、㜵災の取り組みそれ

自体が、期せずして参加者と不参加者の㛫にある㜵災リ

テラシーの格差を拡大させてしまうことが考えられる。

このような、先有傾向によってギャップがさらに拡大す

る状況、特に、不平等が累積し、さらなる不平等が生じ

る状況については、マタイ効果㸦Merton 1968㸧6)、知㆑

ギャップ仮ㄝ㸦Tichenor et al. 1970㸧7)といった理ㄽ枠組

みにより検ウされてきた。また、㜵災分㔝でも同様にギ

ャップの拡大が㉳きうることは、田中㸦2008㸧8)、片田

ほか㸦2011㸧9)、矢守㸦2013㸧10)などがすでに指摘してい

る。 
(2)ᮏ◊✲の位⨨づけと┠ⓗ

㜵災リテラシーのギャップを生成・拡大させうるから

といって、決して従来の取り組みの価値・有用性が㈘め

られるわけではない。ただ、全体の底上げを図ることを

目指した場合には、㏻常の㜵災実㊶活動には参加・反応

しづらい層を同定し、その層にもアプローチする必要が

あるといえるだろう。そのためには、まずは地域住民が

有する㜵災リテラシーの現状を押さえたうえで、どのよ

うな層が㜵災リテラシーの水準が低いのか㸦つまり㜵災

実㊶活動には参加・反応しづらいのか㸧を把握すること

が求められる。そこで本ㄽでは、地域住民の社会的属性

や災害に㛵係する経㦂と㜵災リテラシーとの㛵㐃につい

て、ウェブ社会ㄪ査に基づいてグ㏙的な分析を行う。こ

うして地域住民をセグメント化し、効果的なターゲティ

ングを行うための基礎的な知ぢを得ることで、㜵災リテ

ラシーの格差を拡大させない方策を考案するための㊊が

かりとする。

㸰㸬᪉ἲ 
(1)ㄪᰝᴫせ
本稿で分析するのは、2022 年 3 月 9 日~11 日にかけて

実施したウェブ社会ㄪ査データである。 実査は楽天イン
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サイト株式会社に委クし、同社のモニター会員に対して

ㄪ査依㢗を㓄信した。ㄪ査対㇟は、全㒔㐨府県の 20 代か

ら 60 代までの男女である。性別×年代㸦5 区分㸧×㒔㐨

府県のィ 470 セルに各 2 ケースを均等に割り当て、ィ

940 名分のデータを収㞟した。

(2)分ᯒに⏝いる変ᩘ
㜵災リテラシー尺度として、松川ほか㸦2021㸧2)で㛤

発されたものを一㒊改変して用いた。具体的には、オリ

ジナル㡯目の「災害時に備えて、自分の生活機能のため

に必要なもの㸦㟁動㌴椅子のバッテリー、薬、尿器、そ

の他生活に必要なものなど㸧を余分に準備している」を

「災害時に備えて、自分の生活機能の維持に必要なもの

㸦予備の薬、眼㙾、バッテリー、保㝤ドのコピーなど㸧

を準備している」に変更した。表 1 に、本研究で使用し

た尺度㡯目を示す。各㡯目について、5 件法㸦1. まった

くあてはまらない㹼5. とてもよくあてはまる㸧で回答を

求めた。松川ほか㸦2021㸧では、「災害を理ゎする能

力」㸦脅威の理ゎ㸧、「必要なそなえを行う能力」㸦そ

なえの自ぬ㸧、「いざという時の行動を行う能力」㸦と

っさの行動への自信㸧の測定㡯目としてそれぞれ 7 㡯目、

5 㡯目、5 㡯目が用意されている。本稿では、3 つの能力

それぞれでの得点化はせず、ィ 17 㡯目を単純加算したう

えで偏差値㸦平均 50、標準偏差 10㸧に標準化し、㜵災リ

テラシー得点を算出した㸦Į=0.908㸧。

ㄪ査票では、㜵災リテラシーの他に、個人属性、世帯

属性、災害・㜵災に㛵㐃する経㦂といった変数を幅広く

収㞟している。本稿では、そのうち㜵災リテラシーとの

㛵㐃がㄆめられた変数に絞って分析結果を報告する。具

体的には、基本属性として性別、年代、世帯主、世帯年

収、学歴、居住年数、居住㒔㐨府県の 7 つ、災害・㜵災

に㛵㐃する事㡯として㜵災㛵㐃組織・団体の経㦂、災害

情報ツールの利用、被災経㦂、自宅周㎶のハザード域ㄆ

知、保㝤加入の 5 つについて検ウする。 

⾲ 1 ᮏ◊✲で使⏝した㜵⅏リテラシー尺度 

㸱㸬⤖ᯝ 
㜵災リテラシー得点と各変数との㛵㐃を把握するため、

分散分析を実行した。検定方法には、各群の等分散性を

仮定しない Welch 法を用いた。なお、各変数の水準㛫に

ぢられる㜵災リテラシーの㧗低を統ィ学的有意性に基づ

いてㄽじるためには、本来であれば多㔜比㍑を実施する

必要がある。しかし、すべての多㔜比㍑の結果をグした

場合の図の煩㞧さと、今後の研究に向けた探索的分析と

しての位置づけを㋃まえ、本稿では多㔜比㍑の結果は掲

㍕していない。そのため以下では、㸦水準が 3 つ以上あ

る場合には㸧特定の水準㛫の差ではなく、できるだけ全

体としての傾向を捉えることに主眼を置く。 
 まず、基本属性と㜵災リテラシーとの㛵㐃についてぢ

ていく。性別については、女性に比べ男性のほうが㜵災

リテラシーが㧗いことがわかった㸦図 1 㸧 (F(1, 
937.860)=6.890, p<.01)。年代については、年代が㧗いほ

ど㜵災リテラシーが㧗かった㸦図 2㸧(F(4, 467.120)=6.851, 
p<.001)。世帯主であるかどうかについては、世帯主のほ

うがそうでない場合に比べ㜵災リテラシーが㧗い傾向に

あった㸦図 3㸧(F(1, 937.881)=3.307, p<.10)。世帯年収に

ついては、収入が多いほど㜵災リテラシーが㧗いことが

ㄞみ取れる㸦図 4㸧(F(5, 284.286)=2.438 p<.05)。学歴につ

いては、中学校卒、大学㝔卒である人のほうが、その他

の人に比べ特に㜵災リテラシーが㧗いことがわかった

㸦図 5㸧(F(7, 104.103)=3.457, p<.01)。公教育の期㛫と㜵

災リテラシーは線形的な㛵係にあるわけではないことが

示されている。居住年数については、年数が㛗いほど㜵

災リテラシーが㧗かった 㸦図 6㸧(F(4, 433.392)=2.943, 
p<.05)。居住㒔㐨府県については、宮城県、秋田県、福

島県、茨城県、奈良県、和歌山県、㧗知県の住民は他の

地域に比して㧗い㜵災リテラシーを有していた 㸦図 7㸧
(F(46, 310.585)=1.975, p<.001)。㢧著な特徴として、東日

本大㟈災で甚大な被害が発生した宮城県、福島県や、南

海トラフ地㟈発生時に大きな被害が予想されている和歌

山県、㧗知県の住民が、特に㧗い㜵災リテラシーを備え

ていた。なお、岩手県については、沿岸㒊の被災地から

の回答が得られなかったため、被災による影㡪がぢられ

なかったものと考えられる。

 次に、災害・㜵災に㛵㐃する事㡯と㜵災リテラシーと

の㛵㐃について検ウする。㜵災㛵㐃組織・団体の経㦂に

ついては、自治会・町内会 (F(1, 237.029)=8.346, p<.01)、
自主㜵災組織 (F(1, 17.493)=6.843, p<.05)、災害ボランテ

ィア (F(1, 33.067)=11.833, p<.01)のメンバーになった経㦂

のある人は㜵災リテラシーが㧗かった㸦図 8㸧。災害情

報ツールについては、エリアメール・緊急㏿報メール 
(F(1, 754.667)=33.074, p<.001)、市町村の登㘓制メール 
(F(1, 346.227)=32.708, p<.001)、スマートフォンの㜵災ア

プリ  (F(1, 687.486)=73.090, p<.001)、SNS㸦Facebook、
Twitter など㸧の㜵災アカウント  (F(1, 170.126)=34.271, 
p<.001)の利用者ほど㜵災リテラシーが㧗いことがわかっ

た 㸦 図 9 㸧 。 被 災 経 㦂 に つ い て は 、 地 㟈  (F(1, 
233.495)=13.889, p<.001) 、 台 㢼  (F(1, 214.630)=4.423, 
p<.05)の被災経㦂者ほど㜵災リテラシーが㧗くなってい

る㸦図 10㸧。ハザード域ㄆ知については、自宅がハザー

ドマップ上の土砂災害㆙戒区域  (F(2, 217.344)=43.178, 
p<.001)、洪水浸水想定区域 (F(2, 355.575)=40.989, p<.001)、
内水浸水想定区域 (F(2, 305.315)=34.541, p<.001)、津波浸

水想定区域 (F(2, 220.187)=36.227, p<.001)、㧗潮浸水想定

区域 (F(2, 131.150)=35.079, p<.001)に入っていることをㄆ

知している人ほど㜵災リテラシーが㧗かった㸦図 11㸧。

保㝤加入については、地㟈保㝤  (F(2, 266.556)=7.931, 
p<.001)、火災保㝤 (F(2, 587.135)=18.223, p<.001)の加入者

ほど㜵災リテラシーが㧗いことがわかった㸦図 12㸧。 

災害をཀྵ解する能ྙ
地震が起こると、多くの建が倒れる恐れのある地区がどこか知っている
අ災したとき、行政からどんな支援が受けられるか知っている
私の住んでいる市町には、どのような災の計画があるか知っている
ハザードマップをもとに、災害時にどこが危険な場所か言える
わたしの地域で過去にどのような災害が起こったか知っている
地震・津ഀや洪水について十な知識を持っている
自宅の耐震性能がどの程度であるか知っている

චགྷなそなえを行う能ྙ
ඉ常༽持出袋を準ඍしている
段から、飲ྋ水やඉ常食などをඍ蓄している
地震・津ഀや洪水のときにどうするか家族や身近な人とし合っている
災害が起こったときの࿊ཙ手段を、家族や知人と確認している
災害時にඍえて、自の生活機能の維持にචགྷなもの（༩ඍの༂、眼鏡、バッテ
リー、ฯ険証のコピーなど）を準ඍしている

いざという時の行動を行う能ྙ
災害時、ඈ難するかしないかの断が適切にできる
災害時、周りがඈ難していなくても、自の断でඈ難するかしないか決められる
地震が起こったとき、ໍを守る行動を、とっさにとれる
災害が生したとき、スムーズにඈ難できる
災害時には、まずは、自の身の安全は自で守るべきだと思う
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図 1 性別と㜵⅏リテラシーの㛵㐃 
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㸲㸬まとめ 
 本研究では、希望者参加型の㜵災実㊶活動によって発

生しうる㜵災リテラシー格差の可能性を㋃まえ、効果的

なターゲティングに向けたセグメント化を行うべく、社

会的属性や災害に㛵係するㅖ経㦂との㛵㐃について探索

的な分析を行った。結果を要約すると、男性、㧗年㱋層、

世帯主、㧗収入層、中卒、大学㝔卒、㛗期居住者、大つ

模災害の被災地域および将来の深刻な災害被害が予想さ

れる地域の住民ほどすでに㧗めの㜵災リテラシーを備え

ていることが明らかになった。また、災害ボランティア

や自主㜵災組織の経㦂者や、各種の災害情報ツールを活

用している人たち、被災経㦂者、自宅の被災リスクを自

ぬしている住民、災害に備えた保㝤加入者も、㧗水準の

㜵災リテラシーを有していることがわかった。㏫にゝえ

ば、上グにあてはまらない住民の㜵災リテラシーは比㍑

的低水準にあるといえる。㜵災リテラシーの向上がすべ

ての人にとって必要であるというど点に立つならば、こ

うした層に対するアプローチも㔜要となる。格差を拡大

させることなく㜵災リテラシーを底上げする方策は可能

か、どのような方策なら㜵災無㛵心層に㡪くものとなる

のかについては、今後の研究ㄢ㢟としたい。 

ㅰ㎡ 
本研究は㸪科学技術振興機構㸦JST㸧社会技術研究㛤

発センター㸦RISTEX㸧「SDGs の㐩成に向けた共創的研
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   Response to large-scale disasters should be a collaborative effort among the various organizations of basic local 
governments. The previous study presented a training framework to promote inter-organizational cooperation, and the 
content was confirmed to be aware of the challenges and necessity of such cooperation. However, increasing the number 
of staff who understand the need for inter-organizational collaboration was identified as a challenge. In this report, 
training for professional staff was planned and implemented, and the effectiveness of the training was examined. A 
questionnaire survey of the participants confirmed that their understanding of the need for collaboration had deepened, 
but also indicated the need for training after the training. 
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࡚ᣲࡓࢀࡽࡆ㸬࣮࣡ࢡ 2 ㈈ࡽࢬ࣮࢙ࣇࡢ㸪Ⓨ⅏๓ࡣ࡛

ົ㒊㸪⎔ቃ㒊㸦࣑ࢦ㸧㸪ᕷẸᏳ㒊ᒁ㸦ࢸࣥࣛ࣎㸧㸪

ᘓタ㒊ᒁ㸦௬タఫᏯ㸪㐨㊰㸧㸪ୖୗỈ㸪Ꮫᰯࡢ㛤࡞㸪

ẚ㍑ⓗᖜᗈ࠸㒊ᒁ㛵㐃ࡀࡓࢀࡽࡅ㸪༴ᶵ⟶⌮㒊ᒁ

⤖࠸࡞ᑡࡣ⟣ࡢ㸬ᾘ㜵ᮏ㒊ࡓࢀࡽࡳࡾࡣࡸࡀࡾ೫ࡢ

ᯝࡀࡓࡗ࡞㸪Ⓨ⅏๓ࡣࢬ࣮࢙ࣇࡢ 4 ࡽ㈞ࡀ⟣ࡢࡘ

㸪ᑡࢀࡤ⤖ࡀ⥺ࡢ㐃ᦠ࡞༴ᶵ⟶⌮࣭Ỉ㐨ࡸ♴⚟㸪ࢀ

ࢆ㐃ᦠࡢ㸪⤌⧊㛫ࡣ࡚࠸ࡘࢬ࣮࢙ࣇࡢⓎ⅏๓ࡶࡃ࡞

㸬ࡓࢀࡉ᥎ᐹࡀᛶ⬟ྍࡓࡗ࡞ࡅࡗࡁࡿ࠼⪄

C ⅏ᐖᙅࡓࡵྵࡶࢺࢵ࣌㸪࡚࠸࠾㸯ࢡ㸪࣮࣡ࡣ࡛⌜

ࢀࡽぢࡀ⟣ࡿࡍ㛵ከᵝᛶࡢ⪅㸪⿕⅏࡞㓄៖ࡢ⪅

㸪ࡳࡈ㔠㸦⿵ຓ㔠㸪ເ㔠㸧㸪⅏ᐖ࠾ࡓ࠼ࡲ㋃ࢆࡽࢀࡑ㸬ࡓ

㸪࡞㸧ࡾࡃ࡙ࡕࡲ࠸ࡋ᪂ࡓࡌᛂᘓ㸦ᆅᇦ≉ᛶࡢࡕࡲ

ᖜᗈ࠸⟢ࡓࢀࡽ㈞ࡀ㸬

ࢡ࣮࣡ 2 ࡢ㸪ୖグࡣ࡚࠸࠾ 2 ⟶༴ᶵᵝྠ⌜ࡢࡘ

⌮㒊ᒁࡢ೫ࡢࡢࡶࡿ࠶ࡣࡾ㸪ẚ㍑ⓗ㒊ᒁࡶ⟢ࡀ

ᒎ㛤ࡓࡋ㸬ࡋࡔࡓ㸪ᾘ㜵ᮏ㒊ࡓࢀࡽ㈞⟢ࡣ㸪๓

ᩆࡢఫẸࠕࡿࡅ࠾ᙉࠖ㸪Ⓨ⅏ᚋࡢᾘ㜵タഛࠕࡿࡅ࠾

ຓᩆฟࠖࡓࡗ࠶࡛ࡳࡢ㸬ᾘ㜵ᮏ㒊ࡢ㐃ᦠඛࡣ࡚ࡋ㸪

Ⓨ⅏ᚋࡢ⟢࡚࠸ࡘ㸪⚟♴ࡢ㐃ᦠ࠾࡚ࢀࡤ⤖ࡀ⥺ࡢ

⪅せ㓄៖࡞ᚲせࡀἣୗ࡛⚟♴ⓗᨭ≦ࡿ࡞␗㸪ᖹࡾ

㸪࡚࠸ࡘᛶ⬟ྍࡢ㐃ᦠࡿࡅ࠾ᩆຓ࣭ᩆฟࠖࠕࡢ➼

㸬ࡓࢀࡉ ᥎ࡀࡇࡓࡗ࡞ࡅࡗࡁࡿ࠼⪄

௨ୖࡢ㏻ࡾ㸪ࢡ࣮࣡ࡶ࡚࠸࠾⌜ࡢࢀࡎ࠸ 1 ࡚࠸࠾

ࢡ᪉࡛㸪୍࣮࣡ࡓࢀࡉฟࡀ⟣ࡢศ㔝࠸㸪ẚ㍑ⓗᖜᗈࡣ

2 ⌮⟶㸪༴ᶵࡣ࡚ࡋඛࡓࡅศࡾ⨬㒊࠺ᢸࢆࢀࡑ࡛

㒊ᒁࡢ࡞㝈ࡓࢀࡽ㒊ᒁ㞟୰ࡿࡍ⤖ᯝࡓࡗ࡞㸬ࡓࡲ㸪

⾲ 1 ◊ಟࡢ㛤Ⓨẁ㝵◊ಟࡢᑐ㇟

 

 

⾲ 2 ◊ಟࡢᴫせ

 ᐇ᪥ 㻌㻞㻜㻞㻝ᖺ㻝㻝᭶㻝㻥᪥䠄ⅆ䠅㻌㻝㻟㻦㻜㻜䡚㻝㻣㻦㻜㻜

ᐇሙᡤ 㻌ᒸᓮᕷᾘ㜵ᮏ㒊

ᐇ⪅
㻌ᒸᓮᕷᕷẸᏳ㒊㜵⅏ㄢ㻌㻡ྡ
䈜䛣䛾ෆ䝣䜯䝅䝸䝔䞊䝍䞊㻟ྡ䛿䚸ᾘ㜵ᮏ㒊ฟྥ⫋ဨ

ཷㅮ⪅
㻌ᾘ㜵ᮏ㒊୰ሀ⫋ဨ㻌㻝㻣ྡ䠄㻟⌜䛻ศ䛛䜜䛶ᐇ䠅
䈜ᴫ䛽ධᗇ㻝㻜䡚㻝㻡ᖺ⛬ᗘ

༴ᶵ⟶⌮⫋ဨ
㒊ᒁ⫋ဨ
䠄」ᩘ㒊ᒁ䠅

ᑓ㛛⫋
䠄༢⊂㒊ᒁ䠅

ᐇ㊶㻌㻝㻙㻝 䝁䞁䝔䞁䝒ヨ⾜ Ꮫᩍဨ䞉◊✲ဨ 䕿

ᐇ㊶㻌㻝㻙㻞 䝟䜲䝻䝑䝖∧◊ಟ Ꮫᩍဨ䞉◊✲ဨ 䕿

ᐇ㊶㻌㻞 ᇶ♏⮬య䐟 ༴ᶵ⟶⌮⫋ဨ 䕿 䕿

ᐇ㊶㻌㻟 ᇶ♏⮬య䐠 ༴ᶵ⟶⌮⫋ဨ 䕿 䕿 䕿

◊ಟ䛾ᑐ㇟

ᐇᶵ ᐇ⪅
㛤Ⓨ
ẁ㝵
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⮬㒊ᒁ࡛ࡿ࠶ᾘ㜵ᮏ㒊ࡢ⟢ࡀᑡ࠸࡞⤖ᯝࡓࡗ࡞㸬

(2)◊ಟෆᐜࡢཧຍ⪅ࡢホ౯

◊ಟཷࡢㅮ⪅㸪◊ಟ๓◊ಟᚋྛホ౯㡯┠ᑐࡋ

࡚㸪5 ẁ㝵ホ౯ࢺ࣮ࢣࣥࡿࡼㄪᰝࡓࡗ⾜ࢆ㸬࡛ࡇࡇ

ࡿ࠸࡚ࡋゎ⌮ࢆᖹ࣭⅏ᐖᴗົࡢ⨬㒊⨫࣭㒊⮬ࠕࡣ

⤌ࠕㄆ㆑ࠖ㸪ࡢゎ⌮ࡿࡍ㛵㛫㐃ᦠ⧊⤌ࠕㄆ㆑ࠖ㸪ࡢ

⧊㛫㐃ᦠ◊ಟࡢᐇពྥࠖࡢ 3 㡯┠㛵ࡢࡿࡍᅇ⟅⤖

ᯝ࡚࠸ࡘ㸪ཷㅮ⪅ࡢᐇ๓ᐇᚋࡢኚࢆぢࡿ㸬ᑦ㸪

๓ᐇࡓࡋ㒊ᒁྥࡢࡅ◊ಟྠࡶ࡚࠸࠾ᵝࣥࡢ

⟆ᅇࡢ㒊ᒁ⫋ဨ㸪ᾘ㜵ᮏ㒊⫋ဨࡾ࠾࡚ࡗ⾜ࢆࢺ࣮ࢣ

ഴྥࡢᕪ␗ࡶ࡚࠸ࡘ☜ㄆࡓࡗ⾜ࢆ㸬

ࡋゎ⌮ࢆᖹ࣭⅏ᐖᴗົࡢ⨬㒊⨫࣭㒊⮬ࠕ㸪ࡎࡲ

◊ࡢࡅ㸪㒊ᒁྥࡣ㸪ᾘ㜵ᮏ㒊⫋ဨࡣㄆ㆑ࠖࡢࡿ࠸࡚

ಟཧຍ⪅ẚ࡚㸪⮬㒊⨫ࡢᖹᖖᴗົ㸪⅏ᐖᴗົ

㸪◊ಟࡃ㧗ࡽಟཧຍ๓◊ࡀㄆ㆑ࡢࡿ࠸࡚ࡋゎ⌮ࡶ

ᚋࡢኚࡶ⅏ᐖᴗົ㛵ࡢ࡚ࡋ⌮ゎࡶࡓࡗࡀୖࡸࡸࡀ

ࡢ⅏ᐖࡢ⨬㸬୍᪉࡛㸪㒊ࡓࡗ࡞ࡣኚ࡞ࡁࡢࡢ

ᴗົࡢ⌮ゎ㛵ࡣ࡚ࡋ㸪㒊ᒁྥࡢࡅ◊ಟཧຍ⪅ྠᵝ

ᴗົࡢ⨬㒊ࡿ࡞๓ᥦࡢ㸪㐃ᦠࡾ࠾࡚ࡗࡀୗࡸࡸ㸪

ࡓ࠸Ẽ࡙࡚ࡗࡼཧຍࡢಟ◊ࡇ࠸࡞༑ศ࡛ࡀゎ⌮ࡢ

᪉࡛㸪㒊୍ࡿࢀࡽ࠼ᤊຠᯝࡢ㸪◊ಟࢀࡉ ᥎ࡀࡇ

ࡢᨵၿⅬࡢ㸪◊ಟෆᐜࡣ࡚ࡋ㛵ゎ⌮ࡢ⅏ᐖᴗົࡢ⨬

㸦ᅗࡿࢀࡉ ᥎ࡶᛶ⬟ྍࡿ࠶ 3㸧㸬  

ᅗ 㻟 ⮬㒊⨫䞉㒊⨫䛾ᖹ䞉⅏ᐖᴗົ⌮ゎ䛾ㄆ㆑ 

㸪ᾘ㜵ᮏ࡚ࡋ㛵ㄆ㆑ࠖࡢゎ⌮ࡿࡍ㛵㛫㐃ᦠ⧊⤌ࠕ

㒊⫋ဨ㒊ᒁྥࡢࡅ◊ಟཧຍ⪅ࡢ୧⪅ཷࡢㅮ๓ཷㅮ

ᚋࡢᅇ⟅ྠࡣᵝࡢഴྥࡾ࠾࡚ࡋ♧ࢆ㸪ࠕ㐃ᦠࢆᚲせࡍ

࡚ࡋ᪼ୖࡡ㸪ᴫࡣ࡚࠸ࡘᚲせᛶࠖࡢ㐃ᦠࠕሙ㠃ࠖࡿ

㸬୍᪉ࡿࢀࡽ࠼⪄ࡓࡗࡲ῝ࡀゎ⌮࡚ࡌ㏻ࢆ㸪◊ಟࡾ࠾

࡛㸪㐃ᦠ㊊ࡿࡼㄢ㢟ࡸ⅏ᐖࡢᴗົࡢయീ㛵ࡋ

ࡍゎ⌮ࢆࢪ࣮࣓ࡢ㐃ᦠ࡞ලయⓗࡾࡼ㸪ࡃ࡞ࡀኚࡣ࡚

㸦ᅗࡓࢀࡉ ᥎ࡶᚲせᛶࡴ㎸ࡳ⤌ಟ◊ࢆෆᐜࡿ 4㸧㸬 

ᅗ 4 ⤌⧊㛫㐃ᦠ䛻㛵䛩䜛⌮ゎ䛾ㄆ㆑ 

㸪ᾘ㜵ᮏ㒊ࡶ࡚࠸ࡘಟᐇពྥࠖ◊ࡢ㛫㐃ᦠ⧊⤌ࠕ

⫋ဨ㒊ᒁྥࡢࡅ◊ಟཧຍ⪅ࡢᅇ⟅ྠࡣᵝࡢഴྥࢆ♧

ࠖ࠸ࡓࡵ່㒊ୗࡸྖୖࠕࢆ࣒ࣛࢢࣟࣉ㸪◊ಟࡾ࠾࡚ࡋ

࠸ࡘࠖ࠸ࡼࡿ࠶ࡀᶵࡿ࠼⪄ࢆ㐃ᦠ࡞ලయⓗࠕࡸ

ࡘᐇពྥࡢ㸬◊ಟࡿ࠸࡚ࡋ᪼ୖᐇᚋࡀ⟆ᅇࡢ࡚

࡚ࡋᐇࢆಟ◊ࠕࡿ࠶࡛⟆ᅇ࡞ⓗືཷ㸪┦ᑐⓗࡣ࡚࠸

ḧࡣ࡚࠸ࡘࠖ࠸ࡋ㸪୧⪅ඹ㏻ࡿ࠸࡚ࡋ᪼ୖ࡚ࡋ㸬ࡓࡲ㸪

ᾘ㜵ᮏ㒊⫋ဨࡢཧຍ⪅ࡣ㸪ࠕ◊ಟࢆᐇࡾࡼࡢࠖ࠸ࡓࡋ

✚ᴟⓗ࡞ᐇពྥࡿ࠸࡚ࡋ᪼ୖࡶ㸦ᅗ 5㸧㸬 

ᅗ 㻡 ◊ಟ䛾ᐇពྥ 

㸲㸬◊ಟࡢ࣒ࣛࢢࣟࣉᐇ⪅ホ౯
(1)ᐇ⪅ពぢ⫈ྲྀࡢ⏬ᴫせ

◊ಟࡢᐇᚋ㸪ᒸᓮᕷࡢ༴ᶵ⟶⌮⫋ဨᑓ㛛⫋ᐇ

ࡿࡍ㝿ࡢ◊ಟࡢ࣒ࣛࢢࣟࣉㄢ㢟࡚࠸ࡘ㸪⾲ 3 ࡋ♧

㸪E-mail࡚࠸ᇶ࡙┠㡯ࡓ ࡢࡽሙ❧ࡢ⪅㊶ᐇ࡚ࡌ㏻ࢆ

ពぢ⫈ྲྀࡓࡗ⾜ࢆ㸬

⾲ 3 ពぢ⫈ྲྀࡢ㡯┠

㜵⅏㸸༴ᶵ⟶⌮⫋ဨ㸪ᾘ㜵㸸ᾘ㜵ࡽ༴ᶵ⟶⌮㒊ᒁࡢฟྥ⫋ဨ

ඹ㏻㸸㜵⅏ᾘ㜵ࡢ୧⪅㸪ࢀࡒࢀࡑពぢ⫈ྲྀࡓࡋ㡯┠ࡍ♧ࢆ㸬

ពぢ⫈ྲྀࡢᑐ㇟ࡣ㸪◊ಟࡢ⏬ᦠࡿࢃ༴ᶵ⟶⌮⫋ဨ

1 ◊ฟྥ⫋ဨ࡛㸪ࡢ༴ᶵ⟶⌮㒊ᒁࡽ㸪ᾘ㜵ᮏ㒊ྡ

ಟᙜ᪥ࢆ࣮ࢱ࣮ࢸࣜࢩࣇᢸᙜࡢ⪅ࡓࡋෆ ィྜࡢ2ྡ 3
㸪2021ᖺ࡚ࡋᑐྡ 3᭶ 28᪥ᐇࡋ㸪3᭶ 30᪥࡛ࡲ

ᅇ⟅ࢆᚓࡓ㸬

(2)ᐇ⪅ࡢពぢ⫈ྲྀࡢ⤖ᯝ

ᮏ⠇࡛ࡣ㸪๓⠇࡛♧ࡓࡋពぢ⫈ྲྀࡢᅇ⟅⤖ᯝࡋ⌮ᩚࢆ㸪

ᐇ⪅ࡓࡳࡽ㸪ᮏ◊ಟࡢ࣒ࣛࢢࣟࣉㄢ㢟ࡸᨵၿⅬࡘ

㸬࠺⾜ࢆ㸪⪃ᐹ࡚࠸

ᨵၿࡸㄢ㢟ࡢ࣒ࣛࢢࣟࣉಟ◊ࡿࡍᑐ⫋ᑓ㛛ࠕ㸪ࡎࡲ

Ⅼ࡚ࠖ࠸ࡘ㸪◊ಟࢆ⏬ࡿࡍ❧ሙࡿ࠶༴ᶵ⟶⌮⫋ဨ

㸪1ࡣ⟆ᅇࡢࡽ ྵࡶ㸪ᾘ㜵ᮏ㒊⫋ဨࡾ㏻ࡓࡋ♧ࡶ࡛❶

ࡇࡿ࠸࡚ࡗ⾜ࢆቃ࡛㏻ᖖᴗົ⎔࡞㸪㛢㙐ⓗࡀ⫋ᑓ㛛ࡓࡵ

ࡋᠱᛕࢆࡉᕼⷧࡢ㐃ᦠព㆑ࡢ㒊ᒁࡿࢀࡉ ᥎ࡽ

ࢆ㸪⤌⧊㛫㐃ᦠࡽࡉ㧗ࡢព㆑ࡢ⫋᪉࡛㸪ᑓ㛛୍ࡿ࠸࡚

࡞᭷ຠࡣෆᐜࡢ࣒ࣛࢢࣟࣉ㸪◊ಟ࡚ࡋࡅࡗࡁࡿ࠼⪄

ᡭἲࡢࡔᅇ⟅ࢆᚓࡓ㸬ࡓࡲ㸪ᨵၿⅬ࡚࠸ࡘ㸪ᑓ㛛⫋

ࡿ࡞ࡃ㐲ࡽ᪉࡛㸪㡿ᇦ୍࠸㧗ࡣ㆑▱ࡢ㡿ᇦࡢ㸪⮬ศࡣ

ᴗࡢ㸪㒊ᒁࡽ㇟༳ࡿ࡞ࡃ࡞ᑡࡀ㆑▱᱁ẁ࡚ࢀࡘ

ព࡚࠸ࡘᚲせᛶࡢ♧ሗᥦ࡞࠺ࡼࡿࡁ࡛ࢪ࣮࣓ࢆົ

ぢࡓࢀࡉ♧ࡀ㸬

ㄢࡢ࡛ୖࡿࡅ࡙⨨ࡢಟయ⣔◊ࢆ࣒ࣛࢢࣟࣉಟ◊ࠕ

㢟࡚ࠖࡋ㸪༴ᶵ⟶⌮⫋ဨࡣࡽ㸪ୖ㏙ࡢ◊ಟࣛࢢࣟࣉ

ࡢࡵࡓࡿࡍࢪ࣮࣓ࢆ㸪⅏ᐖࡓࢀࡉ♧ࡶᨵၿⅬ࡛ࡢ࣒

ᑐ㇟ ┠㡯ࢢࣥࣜࣄ

㜵⅏
ᑓ㛛⫋ᑐࡿࡍ◊ಟࡢ࣒ࣛࢢࣟࣉㄢ㢟ࡸᨵၿⅬ
࣭㒊ᒁ㛫㐃ᦠࡢ㔜せᛶẼ࡙ࡃෆᐜ࡛ࡿ࠶

ඹ㏻
◊ಟࢆ࣒ࣛࢢࣟࣉ◊ಟయ⣔⨨࡙ࡢ࡛ୖࡿࡅㄢ㢟
࣭◊ಟࡢ࣒ࣛࢢࣟࣉ๓ᚋ࠺⾜ຠᯝⓗࡳ⤌ྲྀ࡞

ᑓ㛛⫋ࡾ࠶ࡢࢳ࣮ࣟࣉࡢ᪉㹴
࣭ᢠࡃ࡞ᑓ㛛⫋ࡿࡍࢳ࣮ࣟࣉᕤኵ

࡚࠸ࡘ᪉ࡳ✚ࡢ㦂⤒ࡢ࡚ࡋ࣮ࢱ࣮ࢸࣜࢩࣇ
࡚࠸ࡘᶵࡪᏛ࡚࠸ࡘ࣮ࢱ࣮ࢸࣜࢩࣇ࣭

ᾘ㜵
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ሗᥦ౪ຍ࡚࠼㸪◊ಟᚋ㸪㒊ᒁࢆࡓ࠼㐃ᦠカ⦎

ࢳࣔࡸព㆑ᨵ㠉ࡢ⪅㸪ཧຍࡤࢀ࠶ࡀࡅ࡙⨨ࡢ⏬ࡢ➼

ࢀࡉ♧ࡀពぢ࡚࠸ࡘᛶ⬟ྍࡿࡀ⧄ୖྥࡢࣥࣙࢩ࣮࣋

ࣛࢢࣟࣉ㸪◊ಟࡣ࡛⟆ᅇࡢฟྥ⫋ဨࡢࡽ㸬ᾘ㜵ᮏ㒊ࡓ

㸪࡚࠸ࡘ┠㡯࡞ᚲせࡀ㛫㐃ᦠ⧊⤌ࡓࢀࡉどྍࡾࡼ࣒

ලయⓗ࡞㐃ᦠ࠺ࡼࡢࢆࡳ⤌ྲྀ࡚ࡅྥᐇࡃ࠸࡚ࡋ

㸪࡛ୖࡓࡗ⾜ࢆಟ◊ࡢෆᐜࡓࡆୗࡾ᥀ࡽࡉ㸪࡞ࡢ

ィ⏬ࡢࣝࣗࢽ࣐ࡸ⨨࡙ࡸࡅ㸪ᐇືカ⦎➼ࡳ⤌ྲྀࡢ

㸬୍᪉࡛㸪⅏ᐖᑐࡓࢀࡉゝཬ࡚࠸ࡘᛶ⬟ྍࡿࢀࡲ⏕ࡀ

ᛂࡣ㸪ࡢ࡚ࡍ㒊ᒁࢆࡇ࠺⾜ࡀㄆ㆑ࡀࡇࡿࡍ㸪ึṌ

ⓗ࡛ࡀࡿ࠶㔜せ࡛ࡢࡿ࠶ពぢࡓࢀࡉ♧ࡀ㸬

᪉ࠖࡾ࠶ࡢࢳ࣮ࣟࣉࡢ⫋ᑓ㛛ࡽ༴ᶵ⟶⌮⫋ဨࠕ

ࡓࡗ࠶ࡀࢳ࣮ࣟࣉࡽ㜵⅏⫋ဨࡢ⫋⯡㸪୍࡚࠸ࡘ

ᢠࡶ࡚ࡗ࠶࡛➼⫋㸪་⒪ࡎࡽ㝈ᾘ㜵ࡀ㇟㸪ᑐࡶ࡚ࡋ

ឤࡃ࡞ᐇ࡛ࡋࡿࡁ㸪࡚ࡋ⏤⌮ࡢࡑ㸪ᮘୖカ⦎័ࡣ

ㄢ㢟࡞ᐇ㊶ⓗࡃከࡀဨ⫋࠸࡞ᑡࡢ᪉࡛㸪⤒㦂୍ࡿ࠸࡚ࢀ

⧊⤌ࡢ㸪ฟ㌟ࡴ⤌ࡾྲྀࡁ๓ྥ࡚ࡗᣢࢆ⯆࡚ࡋᑐ

ᾘ㜵ࡃࡌ㸬 ୍᪉࡛㸪ྠࡓࢀࡽᚓࡀ⟆ᅇࡓ࠼ࡲ㋃ࢆᚩ≉ࡢ

ᮏ㒊ࡢࡽฟྥ⫋ဨ୍ࡢேࡢᅇ⟅ࡣࡽ㸪ᢠឤࡲ⏕ࡀ

㸪࡚ࡋ⏤⌮㸬ࡓࢀࡉ♧ࡀ࠼⪄ࡢࡿ࠶ࡣᛶ⬟ྍࡿࢀ

ᅇࡢ⏬ᐇ㊶ࢬ࣮࣒ࢫࡀ㐍ࡣࡢࡓࢀࡽࡵ㸪ᾘ㜵ᮏ㒊

⯡୍ࡓࡵྵࡶ㸪༴ᶵ⟶⌮⫋ဨࡾ࠶ࡀᏑᅾࡢฟྥ⫋ဨࡢࡽ

࠸ࡘᛶ⬟ྍ࠸࡞࠼ࡄࡠࡣ㸪ᢠឤࡣ㛫࡛ࡢ⫋ᑓ㛛⫋

࡚ゝཬࡓࢀࡉ㸬

᭱ᚋ㸪ࡢ࡚ࡋ࣮ࢱ࣮ࢸࣜࢩࣇࠕ⤒㦂ࡳ✚ࡢ᪉ࠖ

ࡢฟྥ⫋ဨࡢࡽ㸪ᾘ㜵ᮏ㒊ࡣ⟆ᅇࡢ࡚ࠖ࠸ࡘ 2 ྡ

୍࠺ᛮࡿ࠶࡛␒୍ࡀࡇࡴ✚ࢆ୰࡛⤒㦂ࡢ㊶ᐇࠕ㸪ࡶ

᪉࡛㸪ຠᯝⓗࡸࢫࣂࢻ࡞ㄏᑟ࡛ࡇ࠸࡞ࡁ࡛ࡀ◊ಟ

ධ㛛◊ಟ㸪๓࠼⪄ࢆࡇࡿࡀୗࡀຠᯝࡿࢀࡽᚓࡀ⪅

 㸬ࡓࢀࡉ♧ࡀពぢࡢ࠸ࡍࡸࡋ㐠Ⴀࢆಟ◊ࡾࡼࡿ࠶ࡀ➼
(3)ពぢ⫈ྲྀ⤖ᯝࡢ⪃ᐹ

ᮏ⠇࡛ࡣ㸪ᐇ⪅ࡢពぢ⫈ྲྀ࡛♧ࡓࢀࡉ㸪◊ಟࢢࣟࣉ

㸬࠺⾜ࢆᐹ⪄࡚࠸ࡘᨵၿⅬࡸㄢ㢟ࡢ࣒ࣛ

ࡢయ⣔ࠖࡢಟ◊ࡸᨵၿⅬࡢ࣒ࣛࢢࣟࣉಟ◊ࠕ㸪ࡎࡲ

ほⅬ࡚࠸ࡘ㸪◊ಟࡢ࣒ࣛࢢࣟࣉෆᐜࡣ᭷ຠ࡞ᡭἲࡔ

⫋ᑓ㛛࠺⾜ࢆቃ࡛ᴗົ⎔࡞᪉࡛㸪㛢㙐ⓗ୍ࡓᚓࢆ⟆ᅇࡢ

ࡿࡁ࡛ࢪ࣮࣓ࢆᴗົࡢ㒊ᒁࡾࡼ㸪࡚࠼ࡲ㋃ࢆᛶ≉ࡢ

㸬ࡿ࠸࡚ࢀࡉ♧ࡀពぢ࡚࠸ࡘᚲせᛶࡢ♧ሗᥦ࡞࠺ࡼ

ᐇࡢಟ◊ࠕ㸪࡚࠸࠾ࢺ࣮ࢣࣥࡢ⪅㸪ཧຍࡣࡇࡢࡇ

ពྥࠖࡀ㧗ࡸࡇࡓࡗ㸪ࠕ⤌⧊㛫㐃ᦠ㛵ࡿࡍ⌮ゎ

㐃ᦠࠕࠖ⏤⌮ࡿࡍᚲせࢆ㐃ᦠࠕ㸪࡚ࡋ㛵ㄆ㆑ࠖࡢ

ࣉ㸪◊ಟ࡞ࡿࡍࡓࡗࡲ῝ࡀゎ⌮࡚࠸ࡘᚲせᛶࠖࡢ

ࡀホ౯ࡢᐃ୍࡚ࡋ㛵㡯ࡓࡗࡑᐇ┠ᶆࡢ࣒ࣛࢢࣟ

ᴗࡢ⅏ᐖࡸㄢ㢟ࡿࡼ᪉࡛㸪㐃ᦠ㊊୍ࡿ࠸࡚ࢀࡉ♧

ࡋ㛵┠㡯࡞ලయⓗࡾࡼ㸪ࡢ࡞ゎ⌮ࡢ࡞యീࡢົ
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య㦂ᶵࢆ⤒࡚㸪㒊ᒁྥࡢࡅ◊ಟ࡛࣮ࢱ࣮ࢸࣜࢩࣇ

ࡣᐇ㊶ࡢ㸬ᾘ㜵ᮏ㒊⫋ဨࡓࡋᢸᙜ࡚ࡵึࢆ 2 ᅇ┠ࡢ

ࢩࣇ࡚ࡋ⪅㸬ほᐹࡓࡗ࠶㦂࡛⤒ࡢ࣮ࢱ࣮ࢸࣜࢩࣇ

ࢬ࣮࣒ࢫ㸪ࡣ࡛ࡾ㝈ࡓࡋほᐹࢆ㐠Ⴀ≧ἣࡢ࣮ࢱ࣮ࢸࣜ

㐠Ⴀ࡛ࡓ࠸࡚ࡁㄆ㆑ࡿ࠸࡚ࡋ㸬ࡢࡑព࡛ࡣ㸪༴ᶵ⟶

⌮⫋ဨ㛵ࡎࡽࢃ㸪ᇶ♏⮬య⫋ဨ⧊⤌⮬ࡀᣢࡕᖐࡗ

ࡏࢃྜࡕᣢࢆࡉࡍࡸࡳ⤌ྲྀࡢ㸪୍ᐃ࡛ୖࡿࡍ㊶ᐇࡽ⮬࡚

㸬୍ࡿ࠼࠸ࡓࢀࡉㄆ☜ࡀࡇࡿ࠶࡛࣒ࣛࢢࣟࣉಟ◊ࡓ

᪉࡛㸪◊ಟࡢ࣒ࣛࢢࣟࣉ㛤Ⓨෆᐜ࠸࡞࠸࡚ࢀࡲྵᇶᮏ

ⓗࡢ࣮ࢱ࣮ࢸࣜࢩࣇ࡞ᑐᛂࡾ࠶ࡢ᪉ࡶ࡚࠸ࡘ㸪⿵㊊

ሗ࡚ࡋᚲせ࡛ࡀࡇࡿ࠶☜ㄆࡓࢀࡉ㸬

㸳㸬ࡵࡲ
 ᮏሗ࿌࡛ࡣᒸᓮᕷࡀᑓ㛛⫋ྥࡅᐇࡓࡋ㸪⤌⧊㛫㐃

ᦠᵓ⠏ࡢࡵࡓࡢ◊ಟࡢ࣒ࣛࢢࣟࣉᐇ㊶࡚࠸ࡘሗ࿌ࡓࡋ㸬

ཧຍ⪅ࡢ๓ᚋࡢホ౯࡚࠸࠾㸪ࠕ◊ಟࡢᐇពྥࠖ

⧊⤌ࠕ㸪ࢀࡉ♧ࡶഴྥ࠸㧗ࡶࡾࡼಟ◊ࡢࡅ㒊ᒁྥࡀ

㛫㐃ᦠࢆලయⓗ㐍ࡿࡵⅭ㸪ࡢࡑᚲせᛶࢆ⌮ゎࡿࡍ⫋

ဨࢆቑࠖࡍࡸㄢ㢟ࡢᨵၿ࡚ࡅྥ㸪ᾘ㜵ᮏ㒊⫋ဨࡅྥ

㸬୍᪉࡛㸪ࡓࡉㄆ☜ࡶᛶ⬟ྍࡿࡁ࡛⏬ࢆಟ◊ࡢ⥆ᚋࡓ

ฟྥ⫋ဨࡢࡽᾘ㜵ᮏ㒊ࡓࡋᢸᙜࢆ࣮ࢱ࣮ࢸࣜࢩࣇ

࠸࡞ᑡࡀ⟣ࡓࢀࡽࡅ࡙⨨⧊⤌⮬ࡢ㸪ᾘ㜵ᮏ㒊ࡣࡽ

⤖ᯝࡶࡇࡓࡗ࡞㋃࡚࠼ࡲ㸪ࡾࡼලయⓗ࡞㐃ᦠ࣓ࡢ

࠸࡚ࢀࡉゝཬ࡚࠸ࡘᚲせᛶࡿࡍሗᥦ౪๓ࢆࢪ࣮

ලయࢆ┠㡯࡞㔜せࡓࢀࡉどྍ࡚ࡗࡼ㸪◊ಟࡓࡲ㸬ࡿ

ⓗ࡞㐃ᦠ⨨࡙ࡿࡅⅭࡢ㸪㏣ຍࡢ◊ಟࡸ㒊ᒁࡶ࠼

㸬ࡿ࠸࡚ࢀࡉ♧ࡀᡤឤࡶ࡚࠸ࡘᚲせᛶࡢ⦏㐃ᦠカࡓ

ᘬࡁ⥆ࡁᇶ♏⮬యࡢ༴ᶵ⟶⌮⫋ဨ᳨ウ࠸⾜ࢆ㸪ᐇ

㊶ཬࡧ㸪ࡢࡑホ౯࣭ほᐹ➼ࢆ㋃࡚࠼ࡲ◊ಟࡢ࣒ࣛࢢࣟࣉ

ෆᐜࡢᣑ࠸ࡓࡁ࠸࡚ࡗ⾜ࢆ㸬

ㅰ㎡ 

ᮏ✏ྂྡࡣᒇᏛῶ⅏㐃ᦠ◊✲ࡀ࣮ࢱࣥࢭཧ⏬࠸࠶ࡿ࠸࡚ࡋ

㸬ࡿ࠶࡛ࡢࡶࡃᇶ࡙ಟ㛤Ⓨ◊ࡢ࣮ࢱࣥࢭᙉ㠌ඹࡸࡈ࡞࣭ࡕ

ᚰⓙᵝࡢᒸᓮᕷࡧ㸪⮬య⫋ဨ㸪୪ࣇࢵࢱࢫࡢ࣮ࢱࣥࢭྠ

 㸬ࡍࡲࡆୖࡋ⏦♩࠾ࡾࡼ
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1㸧Ⲩᮌ⿱Ꮚ, ᪂ఙኵ, ⏣ᕫ, ༓ⴥၨᗈ, 㔝ᮧ୍ಖ, Ⲩᕝ

⏤㈗, 㧗ᶫᣅஓ, ゅ⏣ᮃ⨾, ຍ⸨ᣅ, ⚟ఙኵ㸸⤌⧊㛫㐃ᦠ

ࡳ⤌ᯟࢫࢭࣟࣉ㛤Ⓨࡢ࣒ࣛࢢࣟࣉ㜵⅏◊ಟࡓࡋⓗ┠ࢆ

㛵ࡿࡍ⪃ᐹ, ᆅᇦᏳᏛㄽᩥ㞟, No.39, pp.335-342, 2021

2㸧ᒸ⏣ᜨ⨾, 㧗ᶫᣅஓ, Ⲩᮌ⿱Ꮚ, ᪂ఙኵ㸸㇏ᶫᕷࡿࡅ࠾

ᶓࡿ࠼⪄ࢆࡾࡀ࡞ࡘࡢ◊ಟ, ᆅᇦᏳᏛ᱾ᴫ㞟, No.49,

pp.51-54, 2021

3㸧❧ᮌⱱ㞝㸸⚟♴ᑓ㛛⫋ࠕࡿࡵࡍࡍࡶㄡ୍ேྲྀࡾṧ࡞ࡉ

࣏ࣥࡢ㐃ᦠࡢ⪅㛵ಀ♴⚟㜵⅏-ࡵࡓࡢ⌧ᐇࡢ㜵⅏ࠖ࠸

᭶ห⚟♴, vol.103,No.3,pp.52-55, 2020,ࢺ

4㸧ཎ⨾ಖ ,ᰩᯘ㍜ ,⸨ව㞞㸸ᆅ᪉⮬య⫋ဨࡀ┤㠃ࡿࡍ

Ỉᐖᑐᛂࢺࢵࣁ࣭ࣜࣖࣄࡢศᯒ, ᅵᮌᏛㄽᩥ㞟 F6㸦Ᏻ

ၥ㢟㸧㸪vol.76,No.2,pp.I_81-I_88, 2020

5㸧୕㇂ඃᩯ ,ụෆ῟Ꮚ㸸⚟♴㑊㞴ᡤᘓ≀ෆᚲせࡿ࡞タഛࡸ

✵㛫㛵ࡿࡍ⪃ᐹ 㹼⿕ᐖᐃࡓ࠸⏝ࢆࣉࢵ࣐ಖᖌ༴ᶵ⟶

⌮⣔⫋ဨྠྜࡢ◊ಟ⤖ᯝ࡚࠸⏝ࢆ㹼, ᪥ᮏᘓ⠏Ꮫ㏆␥ᨭ㒊

◊✲ሗ࿌㞟㸦ィ⏬⣔㸧, No.58,pp. 301-304, 2018
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